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「知的財産推進計画２００７」の策定に当たって 
 

１．はじめに 
 

２００３年に知財の国家戦略である知的財産推進計画が初めて策定されて

以来、今回の推進計画をもって、我が国の知財戦略は５年目を迎えた。 

我が国が知財立国の実現を目標に掲げた背景には、近年、成長と活力の源

泉が変化し、知財の重要性が格段に高まっていることがある。 

第１の変化は、経済成長におけるイノベーションの役割が増大しているこ

とである。天然資源に恵まれず、ものづくりを経済成長の糧とする我が国は、

これまで豊富で勤勉な人材と旺盛な投資活動により、品質と価格の面で競争

力のある製品をつくってきた。しかしながら、途上国が技術水準の向上と低

廉な人件費を基に台頭し、他方で、我が国は少子高齢化と企業の国境を越え

た生産活動の進展により、以前のような労働力と資本の伸びに期待すること

はできない。今後は、他国にはない新しい技術・アイディアといった知恵に

よって、生産性を向上させるとともに、明確に差別化された製品・サービス

を生み出していくことが求められている。 

第２の変化は、アニメ、マンガ、食文化など我が国が誇るコンテンツの文

化的・経済的価値が高まるとともに、その担い手の裾野が広がっていること

である。これらのコンテンツは海外で高い評価を受けており、我が国のイメ

ージを向上させるとともに、文化の振興と産業の発展に寄与している。欧米、

韓国、中国等の諸外国はこうしたコンテンツの有する価値にいち早く着目し、

財政支援も含む育成策を戦略的に実施している。また、ＩＴ技術やデジタル

化の進展に伴い、ユーザーが自らも創作活動を行う動きが広がるなど、創作

と活用の環境は劇的に変化している。 

このように我が国を取り巻く環境が変化する中で、我が国が諸外国に伍し

て魅力ある「美しい国」として発展していくためには、知の創造活動を活性

化し、その成果を知財として適切に保護するとともに有効に活用し、そこか

ら得られた収益を新たな知の創造活動に振り向けていくという知財の創造、

保護、活用の好循環をできるだけ早く実現することが必要である。こうした

「知的創造サイクル」の好循環が自律的に起こる経済社会こそが、我々の目

指す知財立国である。 
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２．知的財産戦略の進展 
 

（１）これまでの取組 
２００２年２月の施政方針演説以降、知的財産戦略会議の設置、知的財産

戦略大綱の策定、知的財産基本法の制定、知的財産戦略本部の発足と、政府

は知財立国の実現に向け矢継ぎ早に政策を進めてきた。 

２００３年度からの３年間は「第１期」と位置付け、様々な制度や体制の

整備を実現するとともに、２００６年度からの３年間は「第２期」と位置付

け、「世界最先端の知財立国を目指す」ことを目標に、「第１期」で進展した

改革の実効を上げつつ新たな課題にも対応しているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

保 護
 

創 造 活 用 

技技  術術  
ココンンテテンンツツ  

製製品品化化、、事事業業化化  
標標準準化化  

資資 金金

２００２年
施政方針
演説

第１期 第２期

２００３ ２００５２００４ ２００６ ２００８２００７年度

○基本的な制度改革を
実施

○産学官の協力体制
の整備

○知的財産立国の実効を
上げる

○知的財産を活用した国
際競争力強化

○新たな課題に対応した
制度整備



「知的財産推進計画２００７」の策定に当たって 
 

 ３

（２）成果 
知的財産戦略本部は、知財戦略を策定・実施することによって、これまで

様々な成果を上げてきた。 

その主なものは、次のとおりである（詳細は、別冊の「知的財産戦略の進

捗状況」を参照。） 

【主な成果】 

• 知的財産高等裁判所の創設 

• 大学知的財産本部の発足 

• 模倣品・海賊版の水際取締りの強化 

• 特許審査迅速化・効率化推進本部の設置 

• コンテンツ振興策の推進 

• ２００６年末までに３０本の知財関連法が成立 

 

しかしながら、改革は緒についたばかりであり、世界特許システムの実現

やデジタル時代に即応したコンテンツの創作と流通の促進など、解決に向け

た努力が続けられている課題も多い。今こそ、官民一体となって積極果敢に

難題に立ち向かい、未来を切り拓くことが求められている。 

 

（３）第２期の方針 
知的財産戦略本部は、２００６年２月、世界最先端の知財立国の実現に向

け、次の７項目を「第２期」の重点項目とする「知的財産基本法の施行の状

況及び今後の方針について」を決定した。 

ⅰ）国際的な展開 

ⅱ）地域への展開及び中小・ベンチャー企業の支援 

ⅲ）大学等における知財の創造と産学連携の推進 

ⅳ）出願構造改革・特許審査の迅速化 

ⅴ）コンテンツの振興 

ⅵ）日本ブランドの振興 

ⅶ）知財人材の確保・育成 
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また、次の５つの視点に立って取組を進めているところである。 

ⅰ）イノベーションを促進する 

ⅱ）知的財産文化を国内志向から国際志向に変える 

ⅲ）スピードある改革を行う 

ⅳ）知的財産権とそれ以外の価値とのバランスに留意する 

ⅴ）総合的な取組を行う 

 

３．「知的財産推進計画２００７」の基本的考え方 
 

（１）策定 
政府は、本年５月、日本社会に新たな活力をもたらすイノベーションを創

造するための戦略（「イノベーション２５」）及び世界の活力を呼び込み日本

の魅力を世界に発信していくための戦略（「日本文化産業戦略」）をそれぞれ

取りまとめた。 

「イノベーション２５」及び「日本文化産業戦略」は、グローバルな大競

争時代の中で、技術のみならずアニメ、音楽、食文化などを梃子に、日本の

成長への貢献と日本のよさ・日本らしさの世界への発信を図るものであり、

まさに知財に成長と活力の源泉としての役割が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

知的財産戦略の推進

成長と活力の源泉としての知的財産

日本社会に新たな活力をもたらす

イノベーションを創造

アジアなど世界の活力を取り入れる

日本の魅力、強みを高め、日本のよ
さ・日本らしさを世界に発信（アニ
メ、音楽、食文化など）

＜イノベーション２５＞ ＜アジア・ゲートウェイ構想＞

＜日本文化産業戦略＞

知的財産戦略の推進

成長と活力の源泉としての知的財産

日本社会に新たな活力をもたらす

イノベーションを創造

アジアなど世界の活力を取り入れる

日本の魅力、強みを高め、日本のよ
さ・日本らしさを世界に発信（アニ
メ、音楽、食文化など）

＜イノベーション２５＞ ＜アジア・ゲートウェイ構想＞

＜日本文化産業戦略＞
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このため、「知的財産推進計画２００７」は、「第２期」の重点項目の１つ

である「国際的な展開」をこれまで以上に意識し、我が国が世界に開かれた

最先端の知財立国となるために、施策の一層の絞り込みと深掘りを行った。 

また、これまでに改革が実現した知財に係る制度や体制を的確に運用する

とともに、新たな課題に機敏に対応することにより、具体的な成果を上げる

ことを主眼とした。 

さらに、本計画の策定に当たっては、２００７年２月に知的創造サイクル

専門調査会（阿部博之会長）から、２００７年３月にコンテンツ専門調査会

（牛尾治朗会長）から、それぞれ報告を受けるとともに、国民やユーザーか

らパブリックコメントなどを通じ意見を聴取した。 

 

（２）実施 
知的財産推進計画に盛り込まれた施策の実施に当たっては、担当府省が責

任を持って取り組まなければならない。このため、知的財産推進計画におけ

る具体的施策ごとに担当府省が明記されている。 

知的財産戦略本部は、担当府省の取組状況を恒常的に確認するとともに、

施策の取組が遅れている場合には、その実施を促す。また、担当府省が複数

に及ぶことなどにより施策の実施が遅れている場合には、知的財産戦略本部

が総合調整を行う。知的財産推進計画における具体的施策の担当府省として、

特に知的財産戦略本部は明記されていないが、以上のような意味において、

知的財産戦略本部はすべての施策の実施に関与する。 

知的財産戦略本部は、総合科学技術会議、高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部、観光立国推進戦略会議、イノベーション２５戦略会議、アジ

ア・ゲートウェイ戦略会議、「美しい国づくり」企画会議など他の政策会議・

戦略本部とも有機的に連携していく。 

知財立国は、広く国民全体が意識を共有することにより初めて実現される

ものである。このため、知的財産戦略本部は、広く国民からの意見を不断に

求めるとともに、地域における取組を活性化させ忌憚のない意見を聞くため、

全国各地において、知財に関する説明会やシンポジウムを開催していく。 
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 重 点 編  
 

 

 

重点編は、知的財産推進計画２００７において取り組むべき 

施策のうち、特に重要と考えられるものをまとめたものである。 
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１．知的財産の創造 
 
（１）戦略的な知的財産活動に取り組む大学等やＴＬＯへの支援を行う 

大学知的財産本部による国際的な基本特許の権利取得、技術移転、共同研

究契約、事業化支援、知財人材の育成等の広範な活動を促進し、国際水準に

見合う産学官連携体制を整備し、知財戦略が十全に展開されるよう、２００

８年度以降も引き続き、知財の創出、管理、活用を戦略的、組織的に進める

大学の主体的かつ多様な取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

（２）大学知的財産本部・ＴＬＯの一本化や連携強化を進める 
大学知的財産本部とＴＬＯについては、その関係の多様性に配慮し、２０

０７年度から、既存の組織にとらわれることなく、連携強化や一体化を促進

する等、産学官連携機能や技術移転機能が最適に発揮できるよう、個々の事

情に応じ体制の再構築を促進する。また、知財体制が脆弱な大学等や知的ク

ラスターの国内及び国際的な産学官連携活動や地域企業の産学官連携活動を

支えるため、大学と地域の連携、国公私立大学間の連携、民間企業との連携、

先進的な大学等の取組の普及等の多様な取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省）  

 

（３）イノベーション実現のための知的財産の戦略的取得・活用を促進する 
２００７年度から、事業化を目指した競争的資金による研究開発等におい

て、基本特許の国際的取得等に必要な費用をあらかじめ確保することを促す

とともに、競争的資金の審査において知財戦略や国際標準化戦略を考慮する

ことを制度の趣旨に照らして検討することなどにより、知財の戦略的取得・

活用を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省）  

 

（４）分野別の知的財産戦略を策定する 
２００７年度から、関係府省の協力を得て、科学技術基本計画で定めた重

点推進分野等の知財に関し固有の配慮が必要な分野を対象に、知財の権利者

や利用者等の関係者の状況を踏まえ、知財の創造、保護、活用に関する現状
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や課題及びその対応策等を整理した分野別の知財戦略を策定する。 

（総合科学技術会議、関係府省） 

 
（５）国際的な特許出願を支援する 

基本特許の国際的な権利取得を効率的、効果的に進めるため、ＪＳＴが大

学やＴＬＯの海外特許出願経費を支援するに当たっては、２００７年度から、

ＪＳＴによる調査に加え、申請する大学等による事前調査や出願費用の一部

自己負担を求め、より特許の質を重視した重点的支援を行う。その上で、２

００８年度にこれら権利取得のための取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省）  

 

（６）特許情報等の活用による研究開発の戦略化を促す 
大学等の研究現場での特許情報の利用を促進するため、大学等での使用や

機能向上が容易にできるよう工夫された特許情報検索ソフトとその活用手引

きを、２００７年度中に、工業所有権情報・研修館から大学等に無料で広く

提供し、研究開発の戦略化を促す。また、当該検索ソフトを研究者が機能向

上したものを相互に公表する場を設け、改善された検索ソフトの広範な利用

を促進する。 

（総合科学技術会議、経済産業省）  

 

２．知的財産の保護 
 

Ⅰ．知的財産の保護を強化する 
 

（１）特許審査迅速化・効率化推進本部を中心とした取組を推進する 
特許審査の順番待ち期間をゼロとするという最終目標の達成に向け、まず

は審査の遅れが最大になると予想される２００８年においても審査順番待ち

期間を２９ヶ月台にとどめつつ、２０１３年には１１ヶ月に短縮するという

中期目標の確実な達成を目指す。 

このため、２００７年度も引き続き、経済産業大臣を本部長とする「特許

審査迅速化・効率化推進本部」を中心に「イノベーション促進のための特許

審査改革加速プラン２００７」に基づく総合的な取組を推進し、個別の施策



重点編 

 11

の確実な実施に加え、施策間の総合調整と不断の見直しにより、特許庁全体

としての業務の最適化・合理化を促進する。 

（経済産業省） 

 
（２）情報提供制度の活用を促進する 

特許出願に関する情報提供制度をより使いやすいものとし、その利用を促

進することにより特許審査における外部の知見の積極的な活用を推進するた

め、他者の出願に関する情報も得られるよう２００７年５月に機能拡充した

特許審査着手見通し時期照会により情報提供の適時性を確保するとともに、

２００８年度までに、現在「書類」の提出に限られている特許庁への情報提

供をオンラインでも可能とする。 

（経済産業省） 

 
（３）特許審査・審判の質を維持向上する 

２００７年度も引き続き、審査官間での協議や審査官と審判官との間での

意見交換を促進するとともに、２００７年４月に設置された品質監理室を中

心に、技術分野横断的な品質管理の手法を整備し、審査官に品質の分析結果

をフィードバックするなど、特許審査・審判の質の維持・向上に努める。 

また、２００７年度も引き続き特許法第１６８条等に基づく裁判所との間

の情報交換をより一層促進するなど、特許庁における判断の裁判所の判断と

の食い違いの防止に努める。 

（経済産業省） 

 

（４）特定分野における特許性の判断基準を明確化する 
ライフサイエンス分野における発明の特許性の判断について、知的財産高

等裁判所の判決を含めた事例集を２００７年度中に作成し、公表する。また、

２００７年度から、大学等の研究者や知財関係者を対象として、ライフサイ

エンス分野の特許の審査基準や事例集を用いた説明会を行い、その理解を促

進する。 

（総合科学技術会議、経済産業省、関係府省） 
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（５）特許電子図書館等を通じた産業財産権情報の利用環境を整備する 
ａ）２０１４年１月に予定されている「特許庁業務・システム最適化計画」

に基づく新システムの構築完了までの期間においてもユーザーのニーズ

に即応した産業財産権情報サービスを可能なものから先行して提供する

ため、２００７年度中にロードマップを策定し、その確実な実行を図る。 

ｂ）２００７年度中に、産業財産権情報をインターネットを通じて無料で

提供する特許電子図書館（ＩＰＤＬ）に全文テキスト検索機能を追加す

る。 

また、２００７年度以降、現在大学等に限って提供されている特許情

報の固定ＵＲＬサービスについて、要求されるシステム性能等に関する

実証調査を行った後、その提供範囲を一般にも順次拡大する。 

ｃ）２００７年度から、特許庁が保有する製品カタログ等をデータベース

化した意匠公知資料につき、ユーザーの積極的な活用を可能とするため、

著作権者から利用許諾の得られた意匠公知資料の公開を促進する。 

（経済産業省） 

 

（６）企業の出願戦略策定に役立つ情報の提供を拡充する 
２００７年度も引き続き、企業における特許出願戦略を策定するに当たっ

て参考となる情報として、主要企業の海外出願比率や特許率等の情報を公表

するとともに、２００７年度中に、各企業が自社の出願件数や審査実績等の

より詳細な情報を加工、抽出、経年比較できる「特許戦略ポータルサイト（仮

称）」の試行を開始する。 

（経済産業省） 

 

（７）農林水産省知的財産戦略に基づく取組を推進する 
農林水産業・食品産業の競争力の強化と地域の活性化を図るため、２００

７年３月に策定された「農林水産省知的財産戦略」に基づき、２００７年度

から、「農林水産省知的財産戦略本部」を中心に、植物新品種の育成者権や和

牛の遺伝資源等の農林水産分野における知財の保護を強化するとともに、地

域ブランドの活用も含め、知財の創造、保護、活用の好循環を生み出すため

の総合的な取組を推進する。 

（農林水産省、関係府省） 
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（８）特許審査ハイウェイの更なる展開を図る 
第１庁で特許となった出願について第２庁において簡易な手続で早期審査

が受けられる特許審査ハイウェイについて、２００７年度から、既に実施さ

れ又は実施が合意された日米、日韓、日英に加え、他諸国の参加を働きかけ

ることにより、特許審査ハイウェイのネットワーク化を目指すとともに、そ

の活用を促進し、サーチ・審査結果の相互利用の拡大を図る。また、我が国

出願人による特許審査ハイウェイの有効活用を図るため、我が国から他国に

出願される特許出願についての早期のサーチ・審査結果発信を目指すととも

に、早期審査の活用を促す。他庁のサーチ・審査結果の利用に当たっては、

２００７年３月に策定した「外国特許庁の先行技術調査・審査結果の利用ガ

イドライン」に基づく運用を徹底する。 

（経済産業省） 

 
（９）東アジア植物品種保護フォーラムの提唱と早期実現を目指す 

植物新品種保護国際同盟（ＵＰＯＶ）体制の下、東アジア全体の統合され

た植物新品種保護制度を構築することを目指し、２００７年度中に、各国の

植物新品種保護制度の整備と調和を進めるための技術協力、人材育成等を推

進するための枠組みとして「東アジア植物品種保護フォーラム（仮称）」の設

置を提唱し、早期の実現を目指す。 

（農林水産省） 

 
Ⅱ．模倣品・海賊版対策を強化する 
 

（１）模倣品・海賊版拡散防止条約の早期実現を目指す 
我が国が提唱した「模倣品・海賊版拡散防止条約（仮称）」について、２０

０７年度も引き続き、より一層国際的な関心を高めるとともに、関係各国と

の協議において、方針や見解を迅速かつ明確に示し、議論をリードし、早期

の実現に向けた取組を加速する。 

警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、 

文部科学省、農林水産省、経済産業省 
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（２）個人輸入等の取締りを強化する 
２００７年度は、税関が知的財産侵害疑義物品を発見した場合、その多寡

にかかわらず、原則として認定手続を執ること等を明確化した改正通達に沿

って、税関は水際における取締りを強力に推進するとともに、侵害認定につ

いて、状況により専門委員制度を活用する等、厳正化を図る。また、必要に

応じ、模倣品・海賊版の個人輸入・個人所持の禁止について更に検討を行い、

新法の制定等法制度を整備する。 

（警察庁、法務省、財務省、文部科学省、経済産業省） 

 
（３）インターネットオークション上の模倣品・海賊版の取引を防止する 

ⅰ）著作権法において、インターネットオークションへの出品など海賊版の

広告行為自体を権利侵害とすることについて、２００７年度中に検討し、

必要に応じ法制度を整備する。 

（警察庁、法務省、文部科学省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度は、権利者が権利侵害品の出品を確認しオークション事業

者に通報がなされた場合には、権利者・オークション事業者間の適切な責

任分担に基づき違法出品の削除や出品者情報の開示の措置がより迅速に行

われるよう、関連するガイドラインを周知し運用を促進する。また、この

効果検証と並行して、権利者・オークション事業者による迅速な対応がな

されるよう更なる対策の検討を行い、必要に応じ法制度等を整備する。 

（警察庁、総務省、関係府省） 

ⅲ）２００７年度は、官民協力の下、消費者や出品者の観点を考慮に入れつ

つ、権利者及びオークション事業者による「インターネット知的財産権侵

害品流通防止協議会」等を通じた下記の取組を推進する。 

ａ）違法な出品を防止するため、オークション事業者による正確な本人確

認を促進する。 

ｂ）模倣品・海賊版をオークションサイト上から一掃するため、「知的財産

権侵害品流通防止ガイドライン（仮称）」の作成・運用などを通じた自主

削除の強化、各種取組の効果検証など、オークション事業者及び権利者

が一体となった自主的取組を促進する。 

ｃ）模倣品・海賊版の出品・購入を防止するため、協議会のウェブサイト

を開設するとともに、出品者及び消費者への啓発活動を強化する。また、



重点編 

 15

権利者及びオークション事業者双方に対し、協議会への更なる参加を促

す。 

（警察庁、総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

３．知的財産の活用 
 

Ⅰ．知的財産を戦略的に活用する 
 
（１）戦略的な知的財産経営を促進する 

企業は、競争力の源泉たる人材、技術、組織力、顧客とのネットワーク、

ブランド等の「知的資産」の活用を重視した経営（知的資産経営）の取組が

必要であるが、とりわけ、技術立社を目指す企業は、知財を経営の中核に位

置付け、事業戦略、研究開発戦略、知財戦略に三位一体で取り組むことが重

要である。 

２００７年度から、このような知財経営が推進されるよう、国内・海外の

成功・失敗事例が掲載された知財戦略事例集「戦略的な知的財産管理に向け

て」等を活用して、各企業が自社に最適な知財戦略を策定し実行することを

奨励する。 

（経済産業省） 

 

（２）未利用の知的財産の活用を促進する 
企業等が保有する産業財産権の中には、明確な目的を持たずに保有されて

いるものがあり、そのような産業財産権を有効に活用できれば、地域や中小

企業の活性化にも資する。２００７年度から、企業等に対し、効率的な知財

管理の観点から企業等が保有している産業財産権の定期的な棚卸し・再評価

を奨励するとともに、他者へのライセンスや売却など開放意思のある特許等

については、企業等の独自のウェブサイトや工業所有権情報・研修館の特許

流通データベース等を用いて公開することを積極的に促す。 

また、２００７年度から、これらの開放特許等が公開されているウェブサ

イト等の一覧リストを工業所有権情報・研修館の特許流通促進事業のウェブ

サイトに掲載することにより、開放特許等の利用を検討している者が開放特 

 



重点編 

 16

許等の情報に容易にアクセスできるようにする。 

（経済産業省） 

 

（３）知的財産信託制度を利用した知的財産の管理・運用を促進する 
２００７年度から、知財信託の利用拡大を図るため、必要な措置について

検討を行うとともに、グループ企業内の知財信託活用の検討に際し参考とな

るような資料や届出・申請手続に必要となる書類等のサンプル（手続フロー

図、各種書類の参考例等）を網羅的に整備し、ウェブサイト等を活用して公

表する。 

また、２００７年度も引き続き、各種セミナーやインターネットを通じて

グループ企業内信託や管理・運用型信託の事例を紹介し、知財信託制度の普

及・啓発を行うとともに、利用者の参考となる信託の類型ごとのスキーム、

利用のメリットや留意点等の情報提供を行う。 

（金融庁、経済産業省） 

 

Ⅱ．国際標準活動を強化する 
 
（１）国際標準総合戦略を実行する 

国際標準化活動を強化するため、２００７年度も引き続き、「国際標準総合

戦略」を着実に実行する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 
（２）産業界自身によるアクションプランの策定と実行を促す 

日本経済団体連合会や各工業会などの産業界に対し、各産業分野の特性に

応じた国際標準化活動に関する「アクションプラン」を２００７年度から策

定・公表するとともに、その着実な実行を図ることにより、国際標準化活動

を積極的に推進するよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）国全体の研究活動と国際標準化活動を一体的に推進する 
国費による研究開発の評価を行うための指針等において、研究成果の国際

標準化が期待される分野については、国費による研究プロジェクトの事前、
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中間及び事後評価等における評価項目として国際標準化に関する取組を明確

に位置付け、２００７年度も引き続き、研究開発と標準化とを一体的に推進

する。また、国際標準の獲得により我が国産業の発展が望める分野に対し、

戦略的に研究資金の配分を行う。 

（総合科学技術会議、総務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（４）国際標準化活動のリーダーを育成する 
２００７年度から、国際標準化活動の経験者を活用する制度を整備すると

ともに、次世代の国際標準人材を育成するため「国際標準人材育成塾（仮称）」

の創設等により、経験者の豊富かつ多様な知識及びノウハウを次世代の人材

へと継承し、国際標準化活動においてリーダーシップを発揮できる人材を育

成する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（５）アジア等の諸外国との連携を強化する 
アジア・太平洋地域における国際標準化活動の水準引き上げ、人的ネット

ワークの強化、国際標準案の共同提案等を柱とする「アジア・太平洋標準化

イニシアチブ」を２００７年度中に策定し、その推進に取り組むなど、国際

標準化活動におけるアジア・太平洋地域との連携を強化する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

Ⅲ．中小・ベンチャー企業を支援する 
 
（１）中小・ベンチャー企業に対する相談機能を強化する 

２００６年７月に全国の商工会・商工会議所に設置された「知財駆け込み

寺」について、２００７年度から、事業者の相談に応ずる経営指導員向けの

講習会の開催、事例集・Ｑ＆Ａ集の作成・配付などを行い、経営指導員の知

財に関する知識を向上させるとともに、事業者向けに知財専門家による個別

相談会等を開催し、「知財駆け込み寺」の相談機能を強化する。 

また、２００７年度から、中小・ベンチャー企業が相談を持ち込みやすく

なるよう、中小企業・ベンチャー総合支援センター、知的所有権センター等

の支援機関に対し、必要な情報を開示しＰＲ活動を強化するよう促す。また、
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相談者の利便性にかんがみ、支援機関に対し、相談窓口での対応のみならず

訪問相談も実施するなどサービスの質的向上を図るよう促す。 

さらに、相談の内容やレベルに応じた適切な支援を行うことができるよう、

２００７年度から、地方公共団体等が中心となって支援機関による連絡会を

設立するなど支援機関が相互に密接な連携を取り合い、十分に対応できない

場合は適切な支援機関を紹介するよう促す。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（２）知的財産権侵害対策を強化する 
２００７年度において、大企業による下請企業の知財権侵害の防止にも資

するとの観点を踏まえ、法令違反や望ましくない取引慣行等の事例を提示し

た業界別指針を作成するとともに、下請代金支払遅延等防止法に関する運用

基準の「買いたたき」に関する内容をより具体化・拡充・周知する。また、

２００７年度も引き続き、大企業から知財権侵害を受けた場合の対応や申告

などについて相談を受ける。 

（公正取引委員会、経済産業省、関係府省） 

 

（３）海外における権利取得を支援する 
「平成１８年度中小企業者等に対する特定補助金等の交付の方針」を踏ま

え、２００７年度から、海外での知財権取得に要する費用について、中小企

業技術革新制度（ＳＢＩＲ）の交付の対象となる経費として支出するよう努

める。 

（経済産業省、関係府省） 

 

Ⅳ．知的財産を活用して地域を振興する 
 

（１）「地域知的財産戦略本部」の活動を強化する 
全国９ブロックの「地域知的財産戦略本部」が中核となって、地域におけ

る人材ネットワークの構築や産学連携の推進など、知財を活用した地域振興

を推進するため、２００７年度において、各地域の特性に応じて策定した「地

域知的財産戦略推進計画」を着実に実行し、新たに計画等に盛り込まれた具 
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体的な活動・成果目標を達成するよう促す。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（２）意欲的な取組を進める地方公共団体に対する支援を強化する 
２００７年度において、地方公共団体の知財戦略を加速化するため、意欲

的な取組を進める都道府県や政令指定都市に対し、「地域知的財産戦略本部」

とも連携して国の支援事業を重点的に実施し、成功モデルづくりとその成果

の普及を行う。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（３）地域資源の活用を支援する 
地域ブランドを育成・確立し、地域の自立的・持続的な成長を実現してい

くため、２００７年通常国会において成立した「中小企業による地域産業資

源を活用した事業活動の促進に関する法律」に基づき、２００７年度から、

地域の中小企業や組合が地域の強みとなりうる地域資源（産地の技術、農林

水産品、観光資源）を活用して、新商品・新サービスの開発・市場化を進め

る取組を総合的に支援する。 

（経済産業省、関係府省） 

 

４．コンテンツをいかした文化創造国家づくり 
 

Ⅰ．世界最先端のコンテンツ大国を実現する 
 
（１）デジタルコンテンツの流通を促進する法制度等を整備する 

デジタル化・ネットワーク化の特質に応じて、著作権等の保護や利用の在

り方に関する新たな法制度や契約ルール、国際的枠組みについて２００７年

度中に検討し、最先端のデジタルコンテンツの流通を促進する法制度等を２

年以内に整備することにより、クリエーターへの還元を進め、創作活動の活

性化を図る。 

（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省） 
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（２）違法複製されたコンテンツの個人による複製の問題を解決する 
合法的な新しいビジネスの動きを支援するため、インターネット上の違法

送信からの複製や海賊版ＣＤ・ＤＶＤからの複製を私的複製の許容範囲から

除外することについて、個人の著作物の利用を過度に萎縮させることのない

よう留意しながら検討を進め、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

 

（３）権利者不明の場合におけるコンテンツの流通を促進する 
我が国が蓄積してきた豊かなコンテンツを有効に活用するため、諸外国の

動向も踏まえ、権利者の不明その他の理由により利用者が相当の努力を払っ

ても権利者と連絡が取れない場合に、利用の円滑化を進める新たな方策につ

いて検討を進め、２００７年度中に一定の結論を得る。 

（総務省、文部科学省） 

 
（４）マルチユースを前提とした契約ルールづくりを進める 

新たなコンテンツの流通を進めることにより、関係者全体が潤うコンテン

ツ大国を目指すため、関係者間で契約ルールに関する検討の場を作るなど、

マルチユースを前提とした契約ルールづくりを促すため、以下の取組を進め

る。 

ａ)映像コンテンツに関する関係者間で、ネット配信や国際展開などのマル

チユースに係る具体的な課題について、関係者への公正な利益の配分や

新たなコンテンツ創作の機会の増大にも留意した取組を２００７年度中

に進めるよう支援する。この中で、放送番組のマルチユースに際し、一

般人など連絡先を把握できない出演者からの問合せを受ける窓口機関を

作り、利用者によって運営する民間の自主的な取組を促す。 

ｂ）放送番組のマルチユースを促進することにより関係者全体が潤うよう、

『放送番組の制作委託に係る契約見本』や『番組制作委託取引に関する

自主基準』の取組を踏まえ、２００７年度中に放送事業者と番組制作会

社との間でのより具体的な契約モデルの作成を促進するなど、窓口管理

業務に関する公正な協議・契約の締結を進め、放送番組の制作委託に係

る課題を解決する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 
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（５）ネット検索サービス等に係る課題を解決する 
情報化時代におけるネット検索サービスが、国民生活の利便性の向上のみ

ならず、産業政策や文化政策上重要であることにかんがみ、ネット上での検

索サービス等に伴うサーバーへの複製・編集等や検索結果の表示に関する著

作権法上の課題を明確にし、所要の法整備の検討を行い、２００７年度中に

結論を得る。また、新たなコンテンツへの検索・解析技術の開発・国際標準

化や適切な保護ルールの検討などを２００７年度から開始する。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（６）アーカイブ化を促進し、その活用を図る 
公共的なデジタルアーカイブにおける著作物の収集・保存や絶版等に至っ

た著作物で一般ユーザーが入手困難なものの提供など非営利目的や商業的利

用と競合しない利用について、クリエーターへの補償措置も考慮しながら、

コンテンツの保存・収集・利用を円滑に進められる方策を検討し、２００７

年度中に一定の結論を得る。 

（文部科学省） 

 

（７）インターネット上でのコンテンツの新たな創作・発信を促す 
インターネット上における著作物の自由な創作・発信を促すため、２００

７年度中に、著作物等のネットワーク上での利用条件を意思表示するシステ

ムの構築を目指し、著作者が予め意思表示する際の利用条件の類型化や本人

の意思に基づく権利放棄の取扱い等のルールの法的課題等の研究を行うとと

もに、民間における自由利用促進のための取組を奨励・支援する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 
（８）コンテンツ事業者の国際競争力を強化する 

コンテンツビジネスの国際化や流通経路の多様化、Ｍ＆Ａによるメディア

のコングロマリット化などの状況を踏まえ、日本のコンテンツ事業者が国際

競争力を強化し、グローバル展開を加速するための戦略を２００７年度にお

いて官民連携して速やかに策定する。また、同戦略に沿って、施策の推進を

図るとともに、コンテンツ事業者が自ら主体的に取り組むことを促す。 

（経済産業省） 
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（９）「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」を実現する 
２００７年度から、ゲーム、アニメ、マンガ、音楽、放送、映画のイベン

トを結集した「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」を開催し、観光、

ファッション、食などのコンテンツ関連分野とも連携を図りつつ日本の魅力

を総合的に海外に発信する。その際、コンテンツの輸出を加速するため、ビ

ジネス関係者やメディアを対象とした見本市や国際シンポジウムを充実させ、

マーケット機能を強化する。また、東京国際映画祭の開催時期に合わせ、地

域においても映画祭やシンポジウムなど映画関連の各種イベントの集中実施

を支援する。 

（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、関係府省） 

 

Ⅱ．ライフスタイルをいかした日本ブランド戦略を進める 
 
（１）日本食の世界への発信を強化する 

日本食の普及・発信に係る連携・協力の促進、情報交換・技術交流のため、

２００７年度から、関係公的機関、業界団体、料理人、日本からの進出企業

等が現地でネットワークを構築することを促進する。また、在外公館や国際

交流基金、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）、国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）

等が民間とも連携して、懐石料理から家庭料理、日本茶、日本酒を含む多様

な日本食とそれを支える食材について、背景にある伝統、文化も含めて発信

するための取組を強化する。 

（外務省、財務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 
（２）地域ブランド化に向けた戦略的な取組を支援する 

２００７年度から地域ブランド確立の成功事例を紹介するとともに、引き

続き優れたブランドを顕彰するコンテストへの支援を実施し地域ブランド化

に向けた取組の更なる進展を促す。また、地域資源に関する市場調査やそれ

を踏まえた戦略づくり、地域の中小企業等が行う開発、産品の高品質化・高

付加価値化の取組に対し支援を強化する。 

（農林水産省、経済産業省） 

 
 



重点編 

 23

（３）「東京発 日本ファッション・ウィーク」を抜本的に強化する 
２００７年度において、我が国が比較優位を有する高付加価値の生地の展

示会や一般消費者を対象としたイベントを東京コレクションとともに「東京

発 日本ファッション・ウィーク」の事業として明確に位置付け、それらの

機能強化を図る。また、そうした取組に必要な財政基盤を官民挙げて強化す

る。さらに、アジアの情報発信拠点としての日本の地位を一層高めるため、

２００７年度において、アジアを始めとする世界の優れた新進デザイナーの

出展機会を抜本的に増やすとともに、海外のバイヤーやメディアへのＰＲを

強化する。 

（外務省、経済産業省） 

 

（４）日本の魅力発信について分野横断的な取組による相乗効果を図る 
２００７年度から、日本のライフスタイルを支える食文化、工芸品、ファ

ッション、さらにはマンガやアニメといった各種のコンテンツについて、連

携したイベントを企画・実施する等、背景にある地域性、伝統、文化等の相

互の関連性をいかした相乗的な魅力の発信を推進する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

（５）日本ブランドに関する調査の結果を体系的に整理し活用する 
現在、在外公館、国際交流基金、ＪＥＴＲＯ、ＪＮＴＯ等の公的機関が、

文化交流、観光立国、輸出促進などの個別の目的に応じて実施している海外

における日本のイメージ等に関する調査・情報収集活動について、２００７

年度からその内容の充実を図るとともに、その結果を体系的に整理し、分析・

評価して関係者間で共有する体制を構築する。さらに、関係省庁が相互に連

携し、これら分析結果を各種施策の運営に反映する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

５．人材の育成と国民意識の向上 
 

（１）知的財産人材育成総合戦略を実行する 
２００７年度も引き続き、「知的財産人材育成総合戦略」を着実に実行し、

知財専門人材の一層の増加及びその能力の高度化、広域化、知財創出・マネ
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ジメント人材の知財活用能力の高度化及び国民全体の知財民度の向上を図る。

あわせて、大学、企業等に対してもその実施を促す。 

また、第 1期（２００５年度～２００７年度）における知財人材育成に関

する各種施策の実施状況に関する評価を２００７年度中に行い、第２期（２

００８年度～２０１１年度）に向けて必要な措置を講ずる。 

（法務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（２）知的財産人材育成推進協議会を支援する 
２００７年度も引き続き、知的財産人材育成推進協議会を中心とした関係

団体の連携の下、異なる職種の知財専門人材（例えば、企業の知財部員、弁

理士及び審査官）が議論し合う研修の実施など各研修機関の長所をいかしつ

つ、相乗効果を発揮した活動を行うよう促すとともに、これを支援する。 

また、２００７年度から知的人材育成推進協議会が設立したウェブサイト

を通じて、関係機関の研修情報の掲載など知財人材育成に関する総合的な情

報の発信を行うよう促す。 

（法務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）知財人材育成ネットワークの構築を図る 
研修機関間の国際的なネットワークの構築に向け、２００７年度から、研

修機関間の国際的な交流の場に積極的に参加する。特に、アジアにおいては

日本における知財人材育成の取組を紹介するなど、日本が中心となって研修

機関間のネットワークの構築を行う。 

（経済産業省、関係府省） 
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第１章 知的財産の創造 
 

知的創造サイクルは知財の創造から開始される。独創的かつ革新的な研究

開発成果を生み出しイノベーションを通じて社会に還元するメカニズムを

抜きにして「知財立国」は実現しない。 
イノベーションを創出していくためには、まずその源泉となる基礎研究を

強化するとともに、将来的に基本特許につながる重要な発明に対して国際的

な権利取得を始めとする本格的な知財戦略を持つことが重要となる。 
近年、大学や技術移転機関（ＴＬＯ）等における知財体制整備が進展して

きたが、今後、大学の知財関連活動にブレーキをかけることのないよう、大

学の主体的かつ多様な取組を引き続き支援していく必要がある。一方、各大

学においてそれぞれに最適な技術移転体制や産学官連携体制を構築するこ

とが求められており、併せて産学官連携の現場で生じている様々な課題に迅

速に対処していくことが必要である。 

 

１．大学等やＴＬＯの知的財産関連活動を強化する 
 

（１）大学等やＴＬＯの体制整備を促進する 
①戦略的な知的財産活動に取り組む大学等やＴＬＯへの支援を行う 

ⅰ）大学知的財産本部による国際的な基本特許の権利取得、技術移転、共同

研究契約、事業化支援、知財人材の育成等の広範な活動を促進し、国際水

準に見合う産学官連携体制を整備し、知財戦略が十全に展開されるよう、

２００８年度以降も引き続き、知財の創出、管理、活用を戦略的、組織的

に進める大学の主体的かつ多様な取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省）  

ⅱ）２００７年度も引き続き、スーパーＴＬＯを核として、研究人材等を技

術移転スペシャリスト等として育成し、技術移転に関わる実務実施者の能

力向上の取組を支援する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省）  
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②大学知的財産本部・ＴＬＯの一本化や連携強化を進める 
ⅰ）大学知的財産本部とＴＬＯについては、その関係の多様性に配慮し、２

００７年度から、既存の組織にとらわれることなく、連携強化や一体化を

促進する等、産学官連携機能や技術移転機能が最適に発揮できるよう、個々

の事情に応じ体制の再構築を促進する。また、知財体制が脆弱な大学等や

知的クラスターの国内及び国際的な産学官連携活動や地域企業の産学官連

携活動を支えるため、大学と地域の連携、国公私立大学間の連携、民間企

業との連携、先進的な大学等の取組の普及等の多様な取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）２００７年度中に、上記ⅰ）に示す大学等やＴＬＯの自主的な取組を促

進するため、参考となる事例に関する情報を収集し広く周知する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

③地域の専門家の活用により地域の大学等を支援する 
地域の大学等の知財活動や地域企業との産学官連携を促進するため、先進

的な大学の取組を全国の大学に普及するとともに、地域の知の拠点再生を担

当するコーディネーターや知的財産アドバイザーなど地域に配属された専門

家に関する情報提供を２００７年度から進め、これらが連携して地域の大学

等の活動を行うことを支援する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

（２）イノベーション実現のための知的財産の戦略的取得・活用を促進する 
ⅰ）２００７年度から、事業化を目指した競争的資金による研究開発等にお

いて、基本特許の国際的取得等に必要な費用をあらかじめ確保することを

促すとともに、競争的資金の審査において知財戦略や国際標準化戦略を考

慮することを制度の趣旨に照らして検討することなどにより、知財の戦略

的取得・活用を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省）  

ⅱ）２００７年度も引き続き、各大学等が、学内において競争的資金、共同

研究による間接経費等を配分するに当たっては、各大学等の主体的な判断

により、知財関連活動にも適切な資源配分を行うことを奨励する。 

（文部科学省） 
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（３）知的財産に係る紛争処理の体制整備を支援する 
科学技術振興機構（ＪＳＴ）に設置した紛争解決相談窓口が、知財権の紛

争が生じた大学等に対し行う支援の内容（事態を明確化するために必要な調

査や弁護士や弁理士等の専門家への相談支援等）を、２００７年度中に大学

等に広く周知する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

（４）大学等の評価において知的財産活動に配慮する 
２００７年度も引き続き、国立大学法人及び研究開発独立行政法人に対す

る事後評価に当たっては、各機関の特性に留意しつつ、「国の研究開発評価に

関する大綱的指針」を踏まえ各機関の知財や産学官連携に係る取組状況に配

慮して行い、その結果を公表する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

２．大学等の知的財産活動の現場の課題を解決する 
 

（１）大学等の知的財産活動に係る情報交換を促進する 
２００７年度中に、大学技術移転協議会等の協力を得て、大学等の知財活

動において懸案となっている事例（共同出願契約、有体物の提供契約等）と

その解決の方策を検討し情報交換する場を提供するとともに、国として取り

組む事項がある場合は必要な措置を講ずる。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

（２）大学等における知的財産関連活動を促進する 
①共同研究における学生等の位置付けを明確化する 

ⅰ）大学等に対する特許料等の減免措置に関し、発明者にポストドクター、

院生・学生、他大学等の研究者が含まれる場合などについて減免を可能と

する「産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律」が２００７年の

通常国会において成立したことを踏まえ、当該改正内容について関連機関

に周知する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）共同研究等にポストドクターや院生・学生が参加した場合の知財権の帰
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属や守秘義務等について、大学等がルールを整備する上で参考となる事例

や留意点等を整理した基本的考え方を２００７年度中に取りまとめ、周知

する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

②共同研究・受託研究のルールを明確化する 
大学等が自らの戦略的な知財の活用及び共同研究・受託研究の促進を図る

ために、２００７年度も引き続き、大学等に対し、民間企業との共同研究・

受託研究を実施する場合の営業秘密等の秘密情報の取扱い、知財権の帰属等

についての取扱いルールを明確化するとともに、契約書のひな形、運用マニ

ュアル等を自ら整備し、外部に対して積極的に公表することを促す。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 
③利益相反に関するマネジメントを強化する 

２００７年度も引き続き、大学において利益相反マネジメントポリシーや

規程を整備するとともに、これらを臨床研究や大学発ベンチャーを含む各種

利益相反事例に対して適切に運用するよう促す。また、大学の規程の整備状

況及びマネジメントの運用状況について調査を行い公表する。 

（文部科学省） 

 

（３）大学発ベンチャーを支援する 
２００７年度も引き続き、産学のマッチングによる実用化研究や実証試験

等に対する支援等、成長力のある大学発ベンチャーの育成に資する事業を推

進するとともに、大学発ベンチャー支援者のネットワークの強化を図る。ま

た、２００７年度中に、大学発ベンチャーの技術面や人材面、販路面、資金

面の現状や課題を把握し、必要に応じ支援策を講ずる。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

（４）大学における株式等の取得・売却の円滑化を図る 
２００７年度から、大学等における株式等の取得から売却までの一連の行

為を円滑に行うためのガイドラインを周知するとともに、２００７年度中に

大学等による大学ベンチャー等のストックオプションの取得や権利行使に係
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る規制について検証し、必要に応じ所要の措置を講ずる。 

（文部科学省）  

 

（５）研究ノートの導入を奨励する 
発明者・発明日の明確化や研究活動における不正防止のため、２００７年

度も引き続き、研究ノートの積極的導入を奨励するとともに、２００６年度

に実施した実態調査の結果を踏まえ、２００７年度から、研究ノートの記載・

管理方法についての規程の明文化、研修等の取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

３．大学、研究機関において知的財産を活用し、創造を促進する 
 

（１）分野別の知的財産戦略を策定する 
２００７年度から、関係府省の協力を得て、科学技術基本計画で定めた重

点推進分野等の知財に関し固有の配慮が必要な分野を対象に、知財の権利者

や利用者等の関係者の状況を踏まえ、知財の創造、保護、活用に関する現状

や課題及びその対応策等を整理した分野別の知財戦略を策定する。 

（総合科学技術会議、関係府省） 

 

（２）基礎研究の成果を産学官連携を通じてイノベーションにつなげる 
ⅰ）大学等の基礎研究で生み出される優れた知財をイノベーションに効果的

につなげていくため、２００７年度において、産学官が戦略的・組織的な

連携により研究課題の設定段階から対話を行い、長期的な視点に立って基

礎から応用までを見通した共同研究等を推進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

ⅱ）２００７年度から、各種研究開発事業等により生み出された大学等の優

れた研究成果について、切れ目なく研究開発を発展させ実用化につなぐ仕

組みの構築を推進するため、知財等に関する専門能力を活用した応用・発

展性に係る評価分析の支援等を行う。 

（総合科学技術会議、文部科学省、関係府省） 

ⅲ）事業ニーズの視点を科学まで遡らせて、異分野融合を図る研究を進める

ことにより、知財を活用した優れた技術シーズの実用化・事業化が効果的
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に実現されるよう、２００７年度から、大学と企業の双方向から見て波及

効果が大きい研究開発や異分野の融合を図る研究開発を選定し、産学協同

の研究開発を支援する。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

 

（３）研究人材の交流・育成を通じて産学官連携を推進する 
イノベーションにつながる産学官連携を推進するため、２００７年度も引

き続き、産学官の交流の機会を拡大するとともに、インターンシップの普及

促進を始め産学官の研究人材の流動性を高めるための取組を促進する。 

（文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（４）国際的な活動を推進する 
①国際的な特許出願を支援する 

基本特許の国際的な権利取得を効率的、効果的に進めるため、ＪＳＴが大

学やＴＬＯの海外特許出願経費を支援するに当たっては、２００７年度から、

ＪＳＴによる調査に加え、申請する大学等による事前調査や出願費用の一部

自己負担を求め、より特許の質を重視した重点的支援を行う。その上で、２

００８年度にこれら権利取得のための取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

②国際的な共同研究の課題を解決する 
ⅰ）大学と海外企業との間での国際的な共同研究契約等において生じる紛争

を防止するため、契約の際の留意事項に関する調査結果に基づき、大学が

国際的な共同研究契約を結ぶ際に活用できるよう、２００７年度中に、研

修等を通じて普及を図る。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

ⅱ）インターネットを介した国際間での研究活動において、発明者や発明地

の特定など、権利の取扱い等に関し問題となる事例について、２００７年

度中に調査を行い、必要に応じ措置を講ずる。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 
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③知的財産活動に係る海外大学等とのネットワークづくりを促す 
国際的な産学官の知財活動が円滑に行われるよう、２００７年度から、海

外大学等の知財や産学官連携に関する情報交換を行うネットワークづくりを

促すとともに、そこで得られた情報の利用･普及を図る。 

（総合科学技術会議、文部科学省、関係府省） 

 
④大学等における輸出管理を強化する 

ⅰ）２００７年度も引き続き、大学等に対し、国際的共同研究等を行う際に

留意すべき各種規制（外国為替及び外国貿易法等）について周知するとと

もに、輸出管理に関しては、大学等の研究者向けのパンフレットの作成･

配布や説明会の開催、相談窓口での対応等により、研究者等の意識向上を

図る。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）２００７年度から、大学等における輸出管理体制の整備や管理の促進の

ために必要な課題や方策について調査研究を行うとともに、大学関係者の

協力を得つつ、大学等を対象とした輸出管理に関するガイドラインを作成

し、周知する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

（５）特許情報等を活用する 
①「特許・論文情報統合検索システム」を整備する 

２００７年３月から運用を開始した特許・論文情報統合検索システムにつ

いて、２００７年度から、その運用状況や研究者のニーズ等を把握し、利便

性の向上等のための開発を行う等、必要な措置を講ずる。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

②特許情報等の活用による研究開発の戦略化を促す 

ⅰ）大学等の研究現場での特許情報の利用を促進するため、大学等での使用

や機能向上が容易にできるよう工夫された特許情報検索ソフトとその活用

手引きを、２００７年度中に、工業所有権情報・研修館から大学等に無料

で広く提供し、研究開発の戦略化を促す。また、当該検索ソフトを研究者

が機能向上したものを相互に公表する場を設け、改善された検索ソフトの
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広範な利用を促進する。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

ⅱ）科学技術基本計画で定めた重点推進４分野及び推進４分野を中心にテー

マを定め作成される特許出願技術動向調査について、２００７年度中に、

これまでの調査の利用の状況や課題等を把握し、大学等における利用を促

進するために必要な方策を講ずる。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

ⅲ）研究テーマの選定等、研究で使用するための使いやすいパテントマップ

作成のためのソフトを２００７年度中に開発し大学等に提供する。また、

パテントマップを使えるように開発したｅラーニングソフトを普及する。 

（総合科学技術会議、経済産業省、関係府省） 

 

（６）研究における特許使用を円滑化する 
①ライフサイエンス分野のリサーチツール特許に係る指針を普及させる 

２００７年３月に総合科学技術会議で決定された「ライフサイエンス分野

におけるリサーチツール特許の使用の円滑化に関する指針」において、指針

の普及等のために関係府省が取り組むとされた事項（本指針の周知等、研究

開発の公募における対応、対価に関する実務の支援、大学等における体制等

の整備、フォローアップ）について、２００７年度から、本指針や経済協力

開発機構（ＯＥＣＤ）ガイドラインの考え方の国際的な普及を含め、各事項

の内容に応じて速やかに必要な措置を講ずる。 

総合科学技術会議、文部科学省、厚生労働省、 

農林水産省、経済産業省、関係府省  

 

②リサーチツール特許等に係る統合データベースを構築する 
ライフサイエンス分野のリサーチツール特許の使用を促進するため、２０

０８年度から、大学等や民間企業が所有し供与可能なリサーチツール特許や

特許に係る有体物等について、その使用促進につながる情報（リサーチツー

ルの種類、特許番号、使用条件、ライセンス期間、ライセンス対価、支払条

件、交渉のための連絡先等を含む。）を公開し、一括して検索を可能とする統 

合データベースを構築する。 

総合科学技術会議、文部科学省、厚生労働省、 
農林水産省、経済産業省、関係府省  
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③研究で用いられる特許権の特許法上の取扱いを明確化する 
２００６年５月に策定した「大学等における政府資金を原資とする研究開

発から生じた知的財産権についての研究ライセンスに関する指針」及び「ラ

イフサイエンス分野におけるリサーチツール特許の使用の円滑化に関する指

針」の効果等を注視しつつ、２００７年度以降、大学等や民間企業の試験・

研究で用いられる特許権の特許法上の取扱いについて、国際的な議論の動向

や各国の対応等を踏まえて検討し、必要に応じて法改正を含めた措置を講ず

る。 

（総合科学技術会議、経済産業省）  

 

（７）日本版バイ・ドール制度の活用を促進する 
ⅰ）国の委託研究により得られた特許権等に関する日本版バイ・ドール規定

の適用や活用状況を２００７年度から調査し、これら特許権等の活用を促

進する。 

（総合科学技術会議、経済産業省）  

ⅱ）２００７年通常国会において「産業活力再生特別措置法等の一部を改正

する法律」が成立し、日本版バイ・ドール制度の適用対象がソフトウェア

開発事業にも拡大されたことを踏まえ、２００７年中に当該改正について

広く周知するとともに、同規定の運用のガイドラインを定めこれを適用す

る。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（８）公的研究機関における知的財産の評価指標を開発・公表する 
２００７年度中に、研究開発の成果である知財が社会・市場においてどの

ように貢献しているかを計測するための手法や指標について調査研究を行い、

公的研究機関における知財の適正な評価の普及を促す。また、２００７年度

から、大学等の特許の実施許諾率、特許査定率、事業化数等知財活動の成果

を評価する指標についてデータの収集・公開を進める。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（９）研究開発独立行政法人等において知的財産活動を展開する 
ⅰ）２００７年度から、協力可能な国の公的研究機関や民間企業等に広く呼
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びかけ、これらが所有する知財を事業化に必要な群として構成し、民間企

業のニーズや戦略とのマッチングが図られるよう、産学官の交流の場を設

ける。 

（総合科学技術会議、農林水産省、経済産業省、関係府省）  

ⅱ）２００７年から、研究開発独立行政法人の知財収入に基づく利益につい

ては、これを経営努力とみなし全額を目的積立金として使用できるように

するとともに、目的積立金の中期目標期間を越えた繰越しについては、現

行ルールに基づき運用する中で予見可能性の向上を図る。 

（総合科学技術会議、総務省、財務省、関係府省）  

 

４．先端技術に係る知的財産問題に取り組む 
 

（１）ライフサイエンス分野における大学等の知的財産管理を促進する 
①ライフサイエンス分野の知的財産管理のモデル大学等を支援する 

ライフサイエンス分野における知財の戦略的な権利取得や活用を推進する

ため、２００８年度以降、この分野に特有な問題に対応した知財の管理・活

用のモデルとなる大学等による先端技術や知財の取扱いに精通する専門人材

の育成･確保や体制の整備のための取組を促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省）  

 

②有体物の円滑な管理を促進する 
ⅰ）研究開発成果としての有体物の大学等における管理体制やルール整備等

の状況について、２００７年度中に調査研究を行い、大学等が有体物を円

滑に管理するための参考となる事例等について公表する。 

（総合科学技術会議、文部科学省）  

ⅱ）大学等が所有する有体物を海外や国内に提供し、又は受け入れる場合の

契約や手続きに関し、円滑な提供・受入れに資するための留意事項や参考

事例について、２００７年度中に調査研究を行い、大学等に周知する。 

（総合科学技術会議、文部科学省）  

 

（２）農林水産分野において知的財産を活用した研究開発を推進する 

２００７年３月に策定された農林水産省知的財産戦略に基づき、２００７
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年度から、戦略的な遺伝子特許の取得による和牛の効果的な育種改良やゲノ

ム科学の新品種育成への応用等により、知財を活用した研究開発を推進する。 
（総合科学技術会議、農林水産省）  

 
（３）ソフトウェア分野における大学等の知的財産管理を促進する 

ⅰ）２００７年度中に、産学が連携して大学発のソフトウェアの技術移転や

実用化を図る仕組み、ソフトウェアに係る人材育成の課題等を検討し、大

学発のソフトウェアの産業界での活用を促進する。 
（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省）  

ⅱ）大学等において開発されたソフトウェアやデータベース等の適切な権利

保護や流通を行うため、管理の現状や課題、規則等の整備状況や運用実態

について、２００７年度中に調査を行い、その結果に基づき、これらの取

扱いに関する学内ルールの策定や円滑な管理を促進する。 
（総合科学技術会議、文部科学省）  

ⅲ）特許だけでなく、ソフトウェア等を含め知財全般についての大学研究者

等の認識向上を図るため、これら知財の管理や活用についての先進的な事

例や研究者等が留意すべき事項を２００７年度中に収集し広く提供する。 
（総合科学技術会議、文部科学省）  

 
５．企業における質の高い知的財産の創造を推進する 
 
（１）企業による産学官連携活動を促進する 

２００７年度も引き続き、産業界に対し、企業の経営戦略に大学等との連

携を積極的に位置付けるとともに、産学官連携の取組や実績等について積極

的に公表することを促す。また、大学等と企業との交渉を円滑かつ効率的に

行うため、産業界に対し、各企業の産学官連携の窓口を明確化するよう促す。 
（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 
（２）技術戦略マップを活用した戦略的研究開発を推進する 

２００７年度も引き続き、「技術戦略マップ」を活用し、企業・大学等を問

わず効果的な研究開発の推進を図るとともに、特許動向等の技術動向や市場

動向等を踏まえて技術戦略マップの改定を行う。 
（経済産業省）
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第２章 知的財産の保護 
 

Ⅰ．知的財産の保護を強化する 
 

知財の適切な保護は、知財の創造のインセンティブを確保し、その効果的

な活用を保証するための基本である。知財の適切な保護を図るため、これま

でにも様々な制度や体制の整備がなされてきたが、今後もその一層の充実に

向けて不断の見直しが必要である。 
特に、技術革新が加速化する中、権利取得手続の迅速化は喫緊の課題とな

っている。また、グローバル化する企業活動を支える基盤整備の観点から、

制度の国際的調和は不可欠であり、引き続き我が国が強いリーダシップを発

揮して推進していくことが求められている。知財への関心の高まりととも

に、知財を巡る紛争も増えていることから、安定した権利付与と紛争処理手

段の充実に向けた取組も重要である。その他、制度利用者の利便性の向上や

産業財産権情報の利用環境整備、諸外国との協力関係の維持・構築なども含

め、幅広い観点から、知財が十分に保護される基盤の構築に向けた取組を強

化していく必要がある。 

 

１．知的財産の権利付与手続を迅速化する 
 

（１）世界最高水準の迅速・的確な特許審査を実現する 
①特許審査迅速化・効率化推進本部を中心とした取組を推進する 

ａ）特許審査の順番待ち期間をゼロとするという最終目標の達成に向け、

まずは審査の遅れが最大になると予想される２００８年においても審査

順番待ち期間を２９ヶ月台にとどめつつ、２０１３年には１１ヶ月に短

縮するという中期目標の確実な達成を目指す。 

このため、２００７年度も引き続き、経済産業大臣を本部長とする「特

許審査迅速化・効率化推進本部」を中心に「イノベーション促進のため

の特許審査改革加速プラン２００７」に基づく総合的な取組を推進し、

個別の施策の確実な実施に加え、施策間の総合調整と不断の見直しによ

り、特許庁全体としての業務の最適化・合理化を促進する。 
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ｂ）経済産業省においては、上記中期目標を達成するための毎年度の実施

計画を当該年度の知的財産推進計画の作成の時期に合わせて策定し、前

年度の目標及び実施計画の達成状況とともに知的財産戦略本部に報告し、

公表する。 

ｃ）知的財産戦略本部においては、上記報告について総合的かつ多面的な

検証を行い、必要に応じ、政府内外の関係者に対する情報の提供や協力

の要請その他必要な措置を講ずる。 

（経済産業省） 

 

②特許庁の人的体制を充実する 
ａ）２００７年度も引き続き、必要な審査官及び中期目標の達成に必要な

任期付審査官を十分に確保する。特に、任期付審査官の仕事のＰＲに積

極的に努め、質の高い人材を十分に確保する。 

ｂ）審査官・審判官の審査・審理能力と効率を向上させるため、２００７

年度も引き続き、審査・審判実務の経験者を含む外部人材の活用を積極

的に行うなど審査官・審判官の研修体制を強化するとともに、研修カリ

キュラム等の合理化・弾力化を通じて審査官の育成を効率化、加速化す

る。 

ｃ）２００７年度も引き続き、ポストドクター、研究者ＯＢ、審査官ＯＢ

等の技術的専門性を備えた人材の専門補助職員としての採用を強化し、

技術説明や先行技術文献調査、特許情報検索のデータベース整備等で、

審査官の補助として活用する。 

（経済産業省） 

 

③先行技術調査の民間外注の拡大と効率化を図る 
２００７年度も引き続き、登録調査機関への新規参入を促進するとともに、

各登録調査機関において地方の技術的専門性を備えた人材確保を容易にする

ための検討を推奨するなど、登録調査機関における質の高い人材の確保と処

理能力の向上を促し、登録調査機関への先行技術調査の外注を拡大する。 

（経済産業省） 
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④情報提供制度の活用を促進する 
特許出願に関する情報提供制度をより使いやすいものとし、その利用を促

進することにより特許審査における外部の知見の積極的な活用を推進するた

め、他者の出願に関する情報も得られるよう２００７年５月に機能拡充した

特許審査着手見通し時期照会により情報提供の適時性を確保するとともに、

２００８年度までに、現在「書類」の提出に限られている特許庁への情報提

供をオンラインでも可能とする。 

（経済産業省） 

 

⑤拒絶査定不服審判における審理の迅速化と充実を図る 
審査の上級審としての厳正かつ的確な審理を担保しつつ、今後増加が予想

される拒絶査定不服審判における審理の迅速化を促進するため、２００７年

度から、知財関係の訴訟経験を有する裁判官ＯＢ等で構成する「審判参与会

（仮称）」の創設など法曹の知見の活用や審判実務の経験者を含む外部能力の

活用、前置報告書による審尋の実施など、審理の迅速化、充実化のための諸

施策を強化する。また、審判請求人に対しては、近年の請求不成立率の上昇

にかんがみ、審判請求の是非の精査等、審理の迅速化、充実化への協力を求

める。 

（経済産業省） 

 

⑥出願取下・放棄制度の利用を促す 
２００７年度も引き続き、企業に対し、審査請求を行ったがその後権利化

の必要性が低下したものについて出願取下・放棄制度（審査請求料の一部返

還制度）の利用を促すべく出願内容の見直しを奨励する。 

（経済産業省） 

 

（２）品種登録の審査期間を短縮する 
ａ）種苗法に基づく品種登録出願を促進するとともに、その平均審査期間

を２００８年度までに２.５年に短縮するため、２００７年度も引き続き、

審査の迅速化に向けた取組の着実な実行を図る。 

ｂ）２００７年度も引き続き、植物品種に関する高度かつ先端的な知識の

習得と国際的な審査協力の推進等のため、審査官の研修等を強化すると
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ともに、２００７年度において、必要な審査官の確保や審査官補制度の

新設などの人的体制の充実策について検討し、必要な措置を講ずる。 

ｃ）２００７年度も引き続き、種苗管理センターにおける栽培試験体制の

強化、審査登録業務の迅速化のための総合的電子システムの構築等を計

画的に進める。 

（農林水産省） 

 

２．知的財産権の安定性を高める 
 

（１）特許の判断基準の明確化と質の維持・向上を図る 
①特許審査・審判の質を維持向上する 

２００７年度も引き続き、審査官間での協議や審査官と審判官との間での

意見交換を促進するとともに、２００７年４月に設置された品質監理室を中

心に、技術分野横断的な品質管理の手法を整備し、審査官に品質の分析結果

をフィードバックするなど、特許審査・審判の質の維持・向上に努める。 

また、２００７年度も引き続き特許法第１６８条等に基づく裁判所との間

の情報交換をより一層促進するなど、特許庁における判断の裁判所の判断と

の食い違いの防止に努める。 

（経済産業省） 

 

②特定分野における特許性の判断基準を明確化する 
ⅰ）ライフサイエンス分野における発明の特許性の判断について、知的財産

高等裁判所の判決を含めた事例集を２００７年度中に作成し、公表する。

また、２００７年度から、大学等の研究者や知財関係者を対象として、ラ

イフサイエンス分野の特許の審査基準や事例集を用いた説明会を行い、そ

の理解を促進する。 

（総合科学技術会議、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）いわゆる機能性食品等に関連する用途発明について、研究開発の動向や

２００６年６月の審査基準改訂後の特許出願・審査の状況、国際的な保護

の状況を踏まえ、これらの発明の特許保護の在り方についてその権利範囲

も含めて２００７年度中に関係業界と議論を行い、その結果に応じて必要 
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な方策を講ずる。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

  

（２）商標登録の判断基準を明確にする 
地域団体商標制度及び小売等役務商標制度について、２００７年度も引き

続き、これらの新制度及び関連する審査基準の周知を図るとともに、地域団

体商標制度について主要な拒絶理由を類型化した出願前チェックフローチャ

ートを配布し利用を促進するなど、出願人の観点に立った普及・啓発活動を

行う。また、商標審査における商品又は役務の類否判断に用いられている現

行の「類似商品・役務審査基準」について、２００７年度も引き続き、現在

の取引の実情を反映するための見直しについて検討し、基準の改正等必要な

措置を講ずる。 

（経済産業省） 

 

３．利用者の利便性を高める 
 

（１）特許電子図書館等を通じた産業財産権情報の利用環境を整備する 
ａ）２０１４年１月に予定されている「特許庁業務・システム最適化計画」

に基づく新システムの構築完了までの期間においてもユーザーのニーズ

に即応した産業財産権情報サービスを可能なものから先行して提供する

ため、２００７年度中にロードマップを策定し、その確実な実行を図る。 

ｂ）２００７年度中に、産業財産権情報をインターネットを通じて無料で

提供する特許電子図書館（ＩＰＤＬ）に全文テキスト検索機能を追加す

る。 

また、２００７年度以降、現在大学等に限って提供されている特許情

報の固定ＵＲＬサービスについて、要求されるシステム性能等に関する

実証調査を行った後、その提供範囲を一般にも順次拡大する。 

ｃ）２００７年度から、特許庁が保有する製品カタログ等をデータベース

化した意匠公知資料につき、ユーザーの積極的な活用を可能とするため、

著作権者から利用許諾の得られた意匠公知資料の公開を促進する。 

（経済産業省） 
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（２）利用手続の柔軟性・利便性を高める 
ⅰ）産業財産権に関する出願料等の手数料の納付について、銀行口座からの

自動引落としによる決済を２００８年度中に実現する。また、２００７年

度も引き続き、クレジットカードを活用した決済について、他の公金に関

するクレジットカード決済の導入状況等を踏まえて検討し、早期に所要の

措置を講ずる。 

（経済産業省） 

ⅱ）産業財産権に関する特許料・登録料等の納付時期の途過による権利失効

を防止するため、２００８年度中に、権利者の申出により、個別に納付書

を提出することなく、引落としの事前通知をした上で、予納口座等からの

特許料・登録料等の引落としを可能とする制度を導入する。 

（経済産業省） 

 

４．特許の出願・審査請求構造改革を推進する 
 

（１）海外出願を促進する 
日本の出願人の海外出願比率は約２２％であり、米国（約４４％）、欧州（約

６０％（ＥＰＣ加盟国外への出願比率は約４８％））に比べ極めて低い。また、

中国、韓国を始めとするアジア諸国が市場としてのみならず、我が国産業の

競争相手としても着実に力を付けてきている。２００７年度も引き続き、我

が国における国内出願偏重の出願構造を改め、アジアも含めた世界的な競争

に勝ち残るための戦略的な海外出願を促進する。 

（経済産業省） 

 

（２）明細書の文章の平易化・明瞭化を促進する 
ａ）外国への出願に当たり必要となる特許出願明細書の翻訳作業の際に、

誤訳の発生が問題となっていることにかんがみ、２００７年度も引き続

き、一文を短くする、主語述語の対応関係をはっきりさせる、曖昧・難

解な用語を避ける等、説明会、解説書等を通じて、誤訳を避けるための

明細書の用語や文章の平易化・明瞭化を徹底する。 

ｂ）２００７年度も引き続き、明細書等の出願書類を作成するに当たり技

術的に簡単・明瞭な文言を用いて明確かつ簡潔に記載するよう、日本弁
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理士会に対し協力を要請する。 

（経済産業省） 

 

（３）出願人による先行技術調査の質の向上を促す 
ⅰ）２００７年度も引き続き、企業に対し、特許出願前及び審査請求前に、

十分な先行技術調査を行うことにより、権利取得に至らない特許出願を削

減し、質の高い特許を重点的に取得することを促す。このため、特許情報

の利用環境の整備を徹底するとともに、安定した品質の先行技術文献調査

がなされるよう、民間事業者による先行技術調査事業や特定登録調査機関

への参入を促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、先行技術文献情報開示制度の運用を徹底する

とともに、自社の先行技術による拒絶など、事前の発明の評価が不十分と

思われるケースについてデータの収集・分析を行い、出願人にフィードバ

ックすることにより、質の高い特許出願を促す。 

（経済産業省） 

 

（４）企業の出願戦略策定に役立つ情報の提供を拡充する 
２００７年度も引き続き、企業における特許出願戦略を策定するに当たっ

て参考となる情報として、主要企業の海外出願比率や特許率等の情報を公表

するとともに、２００７年度中に、各企業が自社の出願件数や審査実績等の

より詳細な情報を加工、抽出、経年比較できる「特許戦略ポータルサイト（仮

称）」の試行を開始する。 

（経済産業省） 

 

５．知的財産権制度を強化する 
 

（１）医療分野における特許保護の運用状況等を注視する 
２００７年度も引き続き、「医療機器の作動方法」及び「医薬の製造・販売

のために医薬の新しい効能・効果を発現させる方法」の技術について、２０

０５年４月に改訂された特許審査基準の運用状況等を注視する。 

また、２００７年度以降、先端医療分野における技術動向やその特許保護
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に関する国際的な議論の動向について、継続的な情報の収集、分析に努める。 

（総合科学技術会議、経済産業省、関係府省） 

 

（２）微生物等の寄託制度の運用を円滑化する 
ａ）微生物等（動植物の細胞を含む。）に関する発明のうち、特許出願の明

細書の記載のみではその微生物等を製造できない場合に微生物等を寄託

する制度について、特許取得のための寄託の要否を明確化するための事

例集を２００７年度中に作成し、公表する。 

ｂ）特許出願人が寄託した微生物等を寄託機関が他者に分譲する場合に、

分譲を受けた者が当該微生物等を使用するに当たり留意すべき使用条件

等を２００７年度中に、特許出願人や分譲を受ける者等に周知する。 

ｃ）微生物等の寄託制度の合理的な運用を図るため、２００７年度から、

海外の寄託制度の運用状況、国際寄託機関として担保すべき要件等につ

いて、制度利用者を含めて調査研究を行い、その結果に応じ可能な制度

整備を行う。 

（経済産業省） 

 

（３）営業秘密等の保護を強化する 
①戦略的なノウハウ管理のための環境を整備する 

ⅰ）先使用権制度が有効に活用されることにより、企業が本来秘匿すべきノ

ウハウまで防衛的に特許出願する必要がなくなるよう、２００７年度も引

き続き、先使用権制度ガイドライン（事例集）「先使用権制度の円滑な活用

に向けて」を活用して先使用権制度の周知を図り、事業戦略に応じて国内

外に特許出願し権利保護を図るかノウハウとして秘匿するかを選択するな

ど、戦略的なノウハウ管理を促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）先使用権の立証の手段として、事実実験公正証書の作成等の公証制度が

有効に活用されるよう、２００７年度も引き続き、技術を理解でき、知財

制度にも精通した公証人を増加させるため、計画的な研修の実施等の必要

な措置を講ずる。 

（法務省） 
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②ノウハウ等の意図せざる流出を防止する 
２００７年度も引き続き、不正競争防止法や営業秘密管理指針等の周知・

普及を通じて、企業に適切な営業秘密管理を促す。 

また、２００７年度から、これまでに行っている調査結果等を踏まえつつ、

企業における営業秘密管理の在り方について検討し、現行の取組に不十分な

点がある場合には、営業秘密管理指針の見直しや必要な法制度の整備を行う。 

（経済産業省） 

 

（４）タイプフェイスの保護を強化する 
デジタル化の進展に伴い、各種メディアにおけるタイプフェイス（書体デ

ザイン）の重要性が高まっているが、現在の著作権法の解釈では、プログラ

ム等に具体化されないタイプフェイス自体の著作物性は認められていない。

２００７年度も引き続き、タイプフェイスに関する保護の在り方について検

討し、必要に応じ適切な措置を講ずる。 

（経済産業省） 

 

（５）農林水産分野における知的財産の保護を強化する 
①農林水産省知的財産戦略に基づく取組を推進する 

農林水産業・食品産業の競争力の強化と地域の活性化を図るため、２００

７年３月に策定された「農林水産省知的財産戦略」に基づき、２００７年度

から、「農林水産省知的財産戦略本部」を中心に、植物新品種の育成者権や和

牛の遺伝資源等の農林水産分野における知財の保護を強化するとともに、地

域ブランドの活用も含め、知財の創造、保護、活用の好循環を生み出すため

の総合的な取組を推進する。 

（農林水産省、関係府省） 

 

②植物新品種の保護を強化する 
ⅰ）２００７年８月に、農業者が自家増殖を行うに当たって育成者権者の許

諾を必要とする省令指定対象植物を追加し、円滑な制度運営を図る。また、

原則として農業者の自家増殖について育成者権が及ぶよう制度改正するこ

とについて、２００７年度から、自家増殖に関する現状把握、関係者の意

見聴取を行うとともに、生産現場において混乱が生じることのないよう、
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許諾契約の普及・定着等の環境整備を進める。 

（農林水産省） 

ⅱ）収穫物及び当該収穫物を原料とした加工品について侵害品の判定を容易

にするためのＤＮＡ品種識別技術の開発に関し、２００７年度も引き続き、

対象品目数を増加するとともに、妥当性が確認されたＤＮＡ品種識別技術

についてガイドラインとしてまとめることにより普及を促進する。 

また、２００７年度から、すべての登録品種についてＤＮＡの抽出が可

能なサンプルを保管し、侵害発生時に迅速・的確なＤＮＡ鑑定が提供でき

る体制の整備を進める。 

（農林水産省） 

ⅲ）農業者等が種苗の増殖や譲渡に当たって意図せずに権利侵害してしまう

ことを防ぐため、２００７年１２月から努力義務化される登録品種である

旨の表示について、その周知徹底を図る。 

（農林水産省） 

ⅳ）海外において我が国育成の品種が無断で栽培され、さらには、その収穫

物が日本へ輸出される事例も生じている一方、海外での権利取得やその活

用が進んでいないことを踏まえ、２００７年度も引き続き、諸外国におけ

る品種保護制度に関する説明会の開催、情報提供の充実などを通じ、海外

における育成者権の積極的な取得・活用を促進するとともに、外国への出

願をマニュアル化するためのモデル事業を実施する。 

（農林水産省） 

  

６．紛争処理機能を強化する 
 

（１）知的財産高等裁判所に期待する 
ａ）２００５年４月に設置された知的財産高等裁判所においては、知財分

野における専門的処理体制を一層充実させるべく、知財や技術に精通し

た調査官や専門委員をより効果的に活用するとともに、特許権等に関す

る事件のうち、社会的な注目を集める事件や高度な専門技術的事項が問

題となる事件に関しては、大合議制度を積極的に利用することが期待さ

れる。裁判官については、ビジネスの実情に関する知見や国際感覚に一

層磨きをかけるため、民間における研修や国際交流を活発に行うことが



本編 －第２章 知的財産の保護－ 

 48

望まれる。また、知的財産高等裁判所に関する情報を判例の翻訳等によ

り国際的に発信することが望まれる。 

ｂ）２００４年４月から開始された専門委員制度は、知財分野において技

術的専門性の高い事件に対応するための活用が徐々に進んできているが、

２００７年度も引き続き、制度利用者の信頼の確保を図りつつ、同制度

がより効果的に活用されることが望まれる。 

 

（２）裁判外紛争処理を充実する 
急速な技術革新にも的確に対応できる専門的な紛争処理手続の提供及び地

域における簡便かつ効果的な紛争処理手続の提供等の観点から、２００７年

度も引き続き、知財分野における裁判外紛争処理（ＡＤＲ）機能の強化と活

用を促進する。このため、「ＡＤＲの拡充・活性化関係省庁等連絡会議」の活

用や、日本司法支援センター（法テラス）との連携により、非公開性、迅速

性、専門性等のＡＤＲのメリットやＡＤＲ機関に関する情報提供を強化する。 

また、２００７年４月から「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法

律（ＡＤＲ法）」による認証制度が開始されたことを受け、その積極的活用の

ため、２００７年度から、知財に係る紛争処理を行う民間事業者に対し、認

証紛争解決制度（「かいけつサポート」）を周知し、相互の情報共有等の連携

を促すとともに、国民に対しては、時効の中断等、「かいけつサポート」を利

用するメリットの積極的なＰＲを図る。 

（内閣官房司法制度改革推進室、法務省、経済産業省） 

 

７．知的財産の国際的な保護及び協力を推進する 
 

（１）世界特許システムの構築に向けた取組を強化する 
①特許審査ハイウェイの更なる展開を図る 

第１庁で特許となった出願について第２庁において簡易な手続で早期審査

が受けられる特許審査ハイウェイについて、２００７年度から、既に実施さ

れ又は実施が合意された日米、日韓、日英に加え、他諸国の参加を働きかけ

ることにより、特許審査ハイウェイのネットワーク化を目指すとともに、そ

の活用を促進し、サーチ・審査結果の相互利用の拡大を図る。また、我が国

出願人による特許審査ハイウェイの有効活用を図るため、我が国から他国に
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出願される特許出願についての早期のサーチ・審査結果発信を目指すととも

に、早期審査の活用を促す。他庁のサーチ・審査結果の利用に当たっては、

２００７年３月に策定した「外国特許庁の先行技術調査・審査結果の利用ガ

イドライン」に基づく運用を徹底する。 

（経済産業省） 

 

②特許の相互承認の実現に向けた取組を強化する 
２００７年度から、日米欧三極特許庁間で設置された「ワークシェアリン

グの強化発展作業部会」を活用し、審査結果の相互利用の最大化を図るとと

もに、審査官の長期派遣による日米の国際的な連携審査の実現に向けた交渉

を積極的に推進するなど、審査の相互承認の実現に向けた取組を強化する。 

（経済産業省） 

 

③国際的な出願における手続負担を軽減する 
ⅰ）日米欧三極特許庁により合意された出願明細書の標準様式について、２

００８年度中に標準様式に整合した特許協力条約（ＰＣＴ）規則の改正及

び標準様式の他諸国への採用拡大のための必要な働きかけを行うとともに、

我が国における運用を早期に開始する。また、２００７年度から、単一の

明細書を翻訳するだけで複数国への出願を可能とする One Applicationを

更に徹底するために、請求項の記載形式など、三極の標準様式に含まれな

かった事項についても、その統一に向けて議論を促進する。 

（経済産業省） 

ⅱ）外国出願時の出願人の手続的な負担軽減を図るべく、自国の出願日を証

明する書類（優先権書類）を各庁間で電子的に交換するシステムについて、

既に交換が開始されている日欧、日韓に加え、２００７年度中に日米間で

の交換を開始するとともに、その他の国への拡大を目指す。 

（経済産業省） 

 

④実体特許法条約の早期締結と特許制度の国際的な調和を目指す 
先願主義への統一を含む実体特許法条約の草案について、２００７年度中

に先進国間で合意することを目指し、引き続き議論をリードする。また、２

００７年度も引き続き、先発明主義の見直しや出願公開制度の全面導入等が
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検討されている米国における特許法改正の動きを注視し、特許制度の国際的

な調和の観点から必要な働きかけを行う。 

（外務省、経済産業省） 

 
⑤特許法条約への早期加入を実現する 

各国の特許出願手続の調和を図るとともに、手続を簡素化し、また出願人

の手続上のミスの救済等を認めることによって特許制度をよりユーザーフレ

ンドリーなものにする特許法条約への早期加入に向け、必要な法令及びシス

テム等の整備に関し検討を行い、２００７年度中に結論を得る。 

（外務省、経済産業省） 

 

（２）国際公共政策に配慮した国際ルールの構築に貢献する 
遺伝資源や伝統的知識、フォークロア（民謡などの伝統的文化表現）の問

題など、知財政策と開発、人権、環境、公衆衛生といった他の様々な国際公

共政策との関係について、我が国として適切な対応が図れるよう、２００７

年度も引き続き、関係省庁による「知的財産関連の国際公共政策に関する連

絡会議」等を通じた政府内の連携を深めるとともに、産業界との意見交換の

場を設けるなど、国際的な知財政策に関する検討体制を強化する。 

また、２００７年度も引き続き、これらの問題に関する先進国、途上国、

地域コミュニティ間の対話や国際シンポジウム等の開催、アカデミアやシン

クタンクなどでの研究活動を促進するとともに、遺伝資源や関連する伝統的

知識等の利用と利益配分に配慮した企業、大学等の自主的取組を促す。 

外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、 

経済産業省、環境省、関係府省 

 

（３）商標の国際的な保護及び制度調和を推進する 
ⅰ）商標の国際的な権利取得を容易にするマドリッド協定議定書に基づく商

標の国際登録制度について、２００７年度も引き続き、二国間や地域的な

枠組みを通じて、加入が遅れているアジア地域等の加入を働きかけるとと

もに、我が国出願人による利用を促進する。 

このため、２００７年度から、指定締約国の官庁による「保護を与える

旨の声明」の送付などの登録確認手段の提供の義務化や言語の違いを考慮
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した同一性要件の緩和を含む基礎要件の見直しなど、マドリッド・システ

ムをより使いやすいものにするための世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）に

おける見直しの議論に積極的に参加する。 

（外務省、経済産業省） 

ⅱ）２００６年３月に採択された「商標法に関するシンガポール条約（仮称）」

に関し、２００７年度も引き続き、他諸国の加入の動向も踏まえながら、

我が国が加入する際の制度上、実務上の課題の整理と検討を行い、早期加

入に向けて必要な措置を講ずる。 

（外務省、経済産業省） 

ⅲ）海外で権利を取得する出願人の手続負担を軽減し、各国特許庁の業務負

担の軽減に資するため、２００７年度も引き続き、日米欧の三極特許庁間

で相互に受入れられる指定商品・役務表示のリスト（三庁リスト）の拡充

を図るとともに、２００７年度において、三庁リストの他諸国への普及に

向けた措置を講ずる。 

（経済産業省） 

 

（４）植物新品種に関する国際的な審査協力を促進する 
植物新品種の登録に関する出願の国際的な増加に対応し、国際間における

迅速・的確な権利保護を図るため、２００７年度も引き続き、栽培試験方法

及び審査基準の国際的な調和を推進するとともに、ＥＵ及びアジア諸国等と

の審査データの相互利用の拡大や相互承認制度の導入可能性の検討など国際

的な審査協力を促進する。 

（農林水産省） 

 

（５）アジア地域等における知的財産権制度の整備と協力を促進する 
①アジア地域等における制度整備支援を強化する 

アジア地域等における知財制度の整備と統一、知財に関する権利取得の円

滑化等に対する出願人の要望を踏まえ、２００７年度も引き続き、知財法に

加え関連する実体法・手続法も含めた総合的な立法支援、審査協力、人材育

成、情報化に関する協力などを通じて、アジア地域等における知財制度や運

用の整備と調和に向けた取組を官民協力して進める。 

（法務省、外務省、農林水産省、経済産業省） 
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②特許取得手続におけるＡＰＥＣ協力イニシアティブを推進する 
２００７年１月に我が国が提案した出願手続の簡素化、審査協力、審査能

力向上のための人材育成、機械化・情報化を柱とする「特許取得手続におけ

るＡＰＥＣ協力イニシアティブ」について、２００７年度中に、閣僚レベル

での合意を目指す。 

（外務省、経済産業省） 

 

③東アジア植物品種保護フォーラムの提唱と早期実現を目指す 
植物新品種保護国際同盟（ＵＰＯＶ）体制の下、東アジア全体の統合され

た植物新品種保護制度を構築することを目指し、２００７年度中に、各国の

植物新品種保護制度の整備と調和を進めるための技術協力、人材育成等を推

進するための枠組みとして「東アジア植物品種保護フォーラム（仮称）」の設

置を提唱し、早期の実現を目指す。 

（農林水産省） 

 

（６）自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰＡ）等を活用する 
自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰＡ）や投資協定などの二国

間・複数国間協定の交渉の機会において、外国周知商標の保護など交渉相手

国の知財制度の整備や特許におけるいわゆる修正実体審査の制度上又は運用

上の受入れなどを促し、我が国産業界等の要望に沿った「知的所有権の貿易

関連の側面に関する協定（ＴＲＩＰＳ協定）」等の規定以上の知財の保護が達

成されるよう、２００７年度も引き続き積極的に働きかける。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

 

（７）国際的な情報共有を推進する 
①国際的な産業財産権情報のネットワークを構築する 

ａ）２００７年度も引き続き、我が国のサーチ・審査結果に関する情報を

英語に機械翻訳し、海外の特許庁において利用可能とする「高度産業財

産ネットワーク（ＡＩＰＮ）」の利用環境の充実を行うとともに、その利

用の拡大を図る。 

ｂ）２００７年度も引き続き、英語への機械翻訳用の辞書の一層の充実を

図り、特許庁保有の辞書を外部に公開するなど、産業界での日英機械翻
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訳の活用を促進する。 

ｃ）重要な技術情報であり権利情報である各国の提供する産業財産権情報

を、国際的な公共財として相互にかつ有効に活用できる体制を構築する

ため、２００７年度から、アジアを中心とする諸外国への技術協力を通

じ、英語による産業財産権情報の提供を促すとともに、欧米先進国を含

め各国の提供する産業財産権情報の内容等の共通化を図る。 

（経済産業省） 

 

②知的財産に関連する法律の英訳を国際的に発信する 
我が国の知財に関連する法律などが国際的に理解され、利用されやすくす

るため、２００７年度も引き続き、法改正や新規立法に適時に対応しつつ、

２００７年３月に改定された翻訳整備計画に従い知財法や関連する実体法・

手続法の正確かつ統一された英訳の整備を更に進めるとともに、英語による

検索機能等を付加した利便性の高いウェブサイトの構築を速やかに進めるな

ど、利用者のニーズを踏まえた英訳の利用環境を整備する。 

内閣官房司法制度改革推進室、法務省、文部科学省、 

         農林水産省、経済産業省、関係府省 
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Ⅱ．模倣品・海賊版対策を強化する 
 

模倣品・海賊版により被害を受ける我が国企業は広範な業種で増加してき

ており、高度技術化、大規模流通化も進んでいる。模倣品・海賊版は、企業

の適正な国際競争をゆがめ、権利者が本来得るべき利益を奪い、新たな知財

の創造意欲を減退させる。また、消費者の企業ブランドへの信頼を低下させ、

健康や安全への被害など消費者自身の利益を損なうものである。さらには、

犯罪組織や国際テログループの資金源になっているとも指摘されている。 
国内外で我が国企業や消費者を模倣品・海賊版による被害から守り、抑止

力の向上を図るため、官民挙げて強力かつ効果的な対策を講ずることが求め

られている。 

 

１．外国市場対策を強化する 
 

（１）模倣品・海賊版拡散防止条約の早期実現を目指す 
我が国が提唱した「模倣品・海賊版拡散防止条約（仮称）」について、２０

０７年度も引き続き、より一層国際的な関心を高めるとともに、関係各国と

の協議において、方針や見解を迅速かつ明確に示し、議論をリードし、早期

の実現に向けた取組を加速する。 

警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、 

文部科学省、農林水産省、経済産業省 

 

（２）侵害発生国・地域への対策を強化する 
①在外公館等の機能を強化する 

ⅰ）模倣品・海賊版対策を我が国外交上の重要施策と位置付け、２００７年

度も引き続き、模倣品・海賊版被害を受けている我が国の企業を迅速かつ

効果的に支援するため、在外公館においては、大使自ら相手国政府に対し

て働きかけを強力に行う等、一層の取組の強化を図る。 

（外務省） 

ⅱ）２００７年度は、より迅速かつ適切に企業からの海外での権利取得や権

利行使に関する相談に応じ、対応方法や手続等に関する助言などの具体的
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な支援を行うため、在外公館や日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）の機能を

強化する。また、両者の役割分担の在り方など連携のための方策について

検討し、連携体制を整備する。 

（外務省、経済産業省） 

 

②コンテンツ海外流通マーク（ＣＪマーク）等を活用する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、海賊版の摘発活動を容易にするため、コンテ

ンツ海外流通マーク（ＣＪマーク）の普及や調査・摘発活動を支援する。 

（警察庁、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）海外市場及び水際での商品の真贋判定を容易にするため、２００７年度

も引き続き、権利者・権利者団体や製造業者・流通業者に対し、その有効

性を検証しつつ、偽造防止技術の活用を奨励する。 

（警察庁、外務省、財務省、文部科学省、経済産業省） 

 

③侵害状況調査制度を活用する 
海外における我が国企業の知財権侵害による被害の重大性にかんがみ、２

００７年度も引き続き、「知的財産権の海外における侵害状況調査制度」の活

用を促進する。 

（外務省、経済産業省、関係府省） 

 

④侵害発生国・地域に対し具体的要請を行う 
ⅰ）２００７年度も引き続き、アジア諸国などの侵害発生国・地域に対し、

デザイン模倣対策の強化、執行の強化、再犯防止の強化、周知商標の認定

促進、水際における権利者負担の軽減など、具体的な制度改善や取締りの

実効ある強化について閣僚レベルを始め様々なレベルで強力に要請する。 

（外務省、財務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、万国郵便連合（ＵＰＵ）国際事務局を通じて、

侵害発生国・地域に属する郵政庁を含む全加盟国郵政庁に対し、我が国に

おける知的財産侵害物品に係る輸入制限を通報するとともに、郵便物の引

受検査の徹底による我が国への知的財産侵害物品の国際郵便による送達防

止への協力を要請する。 

（総務省、関係府省） 
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⑤模倣品・海賊版の被害の実態を調査する 
２００７年度も引き続き、海外市場において模倣品・海賊版の被害を受け

る我が国企業が増加していることにかんがみ、模倣品・海賊版による被害の

実態等を調査・分析し、その結果を広く公表するとともに、国際交渉にも活

用する。また、我が国の企業が侵害国において訴訟提起などの権利行使をす

るために必要なノウハウなどの情報を収集し、資料としてまとめ、企業に配

布する。 

（外務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）侵害発生国・地域の当局との当局間の連携を強化する 
ⅰ）侵害発生国・地域の当局（権利付与官庁、警察当局、税関当局、行政取

締当局、司法当局）との連携を具体的に強化するため、２００７年度も引

き続き、日常的な情報交換に加え、相互支援協定等の締結や当局間での定

期協議などを推進する。 

また、２００７年度から、模倣品・海賊版の拡散を防止するため、新た

に設置された日中韓の税関当局による３か国会議の場を活用し、より効果

的な水際取締りのための検討を行う等、税関当局間の連携を更に強化する。 

（警察庁、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

ⅱ）２００７年度において、侵害発生国・地域の税関当局に対し、模倣品・

海賊版の郵便物による輸出の取締りを要請するとともに、必要な協力をす

る。また、必要に応じ、郵政当局は、国際郵便を所管する立場から、これ

までの取組も踏まえ、税関当局の取組に協力する。 

（総務省、外務省、財務省） 

 

（４）自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰＡ）等を活用する 
２００７年度も引き続き、自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰ

Ａ）や投資協定などの二国間・複数国間協定に、実効的なエンフォースメン

トの確保のための条項を盛り込むよう積極的に交渉する。また、エンフォー

スメントも含めた実際の執行状況等を協定上のメカニズムの場等を利用して

レビューを行う。 

警察庁、外務省、財務省、文部科学省、 

農林水産省、経済産業省、関係府省 
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（５）税関相互支援協定に関する取組を推進する 
外国政府との円滑な情報交換を促進するため、２００７年度も引き続き、

欧米を含む外国税関当局との協議及び税関相互支援協定等の枠組みを通じた

連携を強化するとともに、新たな税関相互支援協定等の締結に向けた取組を

推進する。 

（外務省、財務省） 

 

（６）諸国との連携を強化する 
①ＥＵ・欧州各国との連携を強化する 

２００７年度も引き続き、侵害発生国・地域への働きかけをより有効に行

うため、首脳・閣僚レベルの定期・個別協議や日・ＥＵ知財対話等の協議を

積極的に活用し、ＥＵとの連携を強化する。また、ＥＵとの連携を効果的に

行うために、日仏間を始め欧州各国との二国間協議など欧州各国との連携を

強化する。 

（外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 

②米国との連携を強化する 
２００７年度も引き続き、アジア・太平洋地域における知財権の保護を推

進するため、首脳間、閣僚間を始めとする日米間の二国間協議などを積極的

に活用し、米国との連携を強化する。 

（外務省、財務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

③中国との協力を強化する 
２００７年度は、日中首脳間の合意に基づき２００７年４月に立ち上げら

れた「日中ハイレベル経済対話」などを活用し、知財権の保護・運用の強化

を働きかけるとともに、中国との対話と協力を強化する。 

（外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 

（７）多国間の取組をリードする 
２００７年度も引き続き、主要国首脳会議（Ｇ８サミット）を始めとして、

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）、アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）、ア

ジア欧州会合（ＡＳＥＭ）、世界貿易機関（ＷＴＯ）、世界知的所有権機関（Ｗ
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ＩＰＯ）、世界税関機構（ＷＣＯ）等の国際機関・フォーラムにおいて、模倣

品・海賊版問題が首脳を始めハイレベルで取り上げられるよう準備や働きか

けを行うとともに、以下のような加盟国・参加国の間における協力や取組を

積極的に推進する。 

ａ）Ｇ８サミット・プロセス及びＧ８知財専門家会合を積極的に活用し、

税関協力、途上国への技術支援、産業界との連携などを推進し、主要先

進国間における連携を強化する。 

ｂ）ＯＥＣＤにおいて、２００５年から作業が開始されている模倣品・海

賊版対策プロジェクトについて、諸外国と連携しつつ積極的に議論を推

進する。 

ｃ）ＡＰＥＣにおいて、「ＡＰＥＣ模倣品・海賊版対策イニシアティブ」に

基づき、新たに２つのモデルガイドラインが策定されたが、同ガイドラ

インに沿った取組、各国・地域における知的財産権サービスセンターの

早期設置の積極的な働きかけや植物品種保護に関するセミナーの実施に

向けた取組などを推進する。 

ｄ）ＡＳＥＭにおいて、ＡＳＥＭ関税局長・長官会議での議論等を通じ、

エンフォースメントを含む知財権保護のための活動に更に積極的に取り

組む等、アジア・欧州間での協力を強化する。 

ｅ）ＷＴＯの対中国経過的レビューメカニズム及びＴＲＩＰＳ協定の法令

レビュー、貿易政策検討制度（ＴＰＲＭ）を積極的に活用し、アジア諸

国・地域に対して模倣品・海賊版の取締りを強化するよう要請するとと

もに、ＴＲＩＰＳ理事会におけるエンフォースメントの議論に積極的に

参加する。 

ｆ）ＷＩＰＯにおいて、模倣品・海賊版のエンフォースメント問題を主要

議題として取り上げ、模倣品・海賊版の取締りをＷＩＰＯ加盟国が一体

となって取り組むべき問題であるとの認識を加盟国間で共有するよう積

極的に取り組む。 

ｇ）税関の国際機関であるＷＣＯにおいて、ＷＣＯの税関監視取締ネット

ワーク等を通じた知的財産侵害物品の水際取締りに関する情報交換が、

模倣品・海賊版取締対策の大きな役割を果たしていくよう積極的に働き

かけを行うとともに、加盟国がより効果的に取締りを実施するための方 
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策の策定・実施に向けた作業を推進する。 

（外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 

（８）模倣品・海賊版対策の能力構築を支援する 
ⅰ）開発途上国における貿易投資の拡大と経済発展のために知財権の適切な

保護が不可欠であることにかんがみ、２００３年８月に決定されたＯＤＡ

大綱を踏まえ、２００７年度も引き続き、個別の援助計画において必要性

及び優先度に応じ開発途上国の知財制度の整備・執行の強化を支援する。 

（外務省、関係府省） 

ⅱ）模倣品・海賊版対策に積極的に取り組むアジア諸国の政府関係者や民間

の団体・企業等に対し、各府省が実施している知財権の保護に関する能力

構築（キャパシティービルディング）を、２００５年６月に策定された「知

的財産保護協力・能力構築支援戦略」に基づき、２００７年度も引き続き、

我が国企業と協力しつつ、関係府省や国際協力機構（ＪＩＣＡ）、ＪＥＴＲ

Ｏ等の関係団体が協調して実施し、年度終了後に事業内容のレビューを行

う。 

警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、 

文部科学省、農林水産省、経済産業省 

 

２．水際での取締りを強化する 
 

（１）個人輸入等の取締りを強化する 
２００７年度は、税関が知的財産侵害疑義物品を発見した場合、その多寡

にかかわらず、原則として認定手続を執ること等を明確化した改正通達に沿

って、税関は水際における取締りを強力に推進するとともに、侵害認定につ

いて、状況により専門委員制度を活用する等、厳正化を図る。また、必要に

応じ、模倣品・海賊版の個人輸入・個人所持の禁止について更に検討を行い、

新法の制定等法制度を整備する。 

（警察庁、法務省、財務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（２）法律的・技術的専門性を伴った侵害判断を行う制度を整備する 
２００６年度より導入された税関における専門委員制度について、２００



本編 －第２章 知的財産の保護－ 

 60

７年度は、その運用の透明性を向上させるため、同制度の運用指針を策定す

る。さらに、運用指針を周知し、必要な体制整備を行い、制度の適切な運用

を徹底する。 

（財務省、関係府省） 

 

（３）裁判所の仮処分命令を活用する 
税関長は、侵害認定手続期間内に裁判所の仮処分命令があった場合には、

特段の事情がない限り当該命令における侵害判断と同一の侵害判断に基づい

て侵害認定が行われていること及び水際における迅速な救済の必要性にかん

がみ、２００７年度も引き続き、裁判所には、仮処分命令が迅速になされる

よう訴訟運営面での対応が望まれる。 

 

（４）模倣品・海賊版の税関での取締りを強化する 
①税関の体制を強化する 

並行輸入や個人輸入と偽った輸入や個人による郵便物等の小口貨物を利用

した輸入が、国内に偽ブランド品や海賊版が氾濫する原因の一つとなってい

る現状を踏まえ、それらの取締りを一層強化するよう、２００７年度も引き

続き、税関と権利者との連携の強化、税関の検査設備や情報システムの強化、

必要な税関職員の確保、税関職員の能力の向上を進める。また、知的財産侵

害物品の輸出入取締りに関する十分な情報の蓄積・共有を図り、より効果的

かつ強力に税関による取締りを推進する。 

（財務省） 

 

②模倣品・海賊版の輸出・通過を取り締まる制度を整備する 
模倣品・海賊版を侵害発生国・地域から第三国で積み替えて輸出を行うな

どの新たな手口が発生している現状やＧ８サミットなどにおいて世界的な取

組の重要性が指摘されていること等にかんがみ、模倣品・海賊版の拡散防止

をより強力に推進するため、一時的に知的財産侵害物品を保税地域に搬入し

た場合についても、税関が取締りを実施できるよう、２００７年度中に検討

し、必要に応じ法改正等制度を整備する。 

（法務省、財務省、関係府省） 

 



本編 －第２章 知的財産の保護－ 

 61

③差止申立てに係る手続を簡素化する 
２００７年度は、権利者の利便性向上という観点から、いずれかの税関が

差止申立書を受理した場合にはすべての税関が受理したこととして取り扱う

ことができるよう、差止申立書の提出部数等について見直しを行い、必要に

応じ法改正等制度を整備する。 

（財務省） 

 

３．国内での取締りを強化する 
 

（１）インターネットオークション上の模倣品・海賊版の取引を防止する 
ⅰ）著作権法において、インターネットオークションへの出品など海賊版の

広告行為自体を権利侵害とすることについて、２００７年度中に検討し、

必要に応じ法制度を整備する。 

（警察庁、法務省、文部科学省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度は、権利者が権利侵害品の出品を確認しオークション事業

者に通報がなされた場合には、権利者・オークション事業者間の適切な責

任分担に基づき違法出品の削除や出品者情報の開示の措置がより迅速に行

われるよう、関連するガイドラインを周知し運用を促進する。また、この

効果検証と並行して、権利者・オークション事業者による迅速な対応がな

されるよう更なる対策の検討を行い、必要に応じ法制度等を整備する。 

（警察庁、総務省、関係府省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、特定商取引法の規制対象となる「販売業者」

の判断基準を明確にした「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」の

周知徹底を図るとともに、同法に違反する販売業者に対する法執行を強化

する。また、模倣品・海賊版の出品状況や被害の実態を踏まえて同準則の

基準を見直し、必要に応じ改定を行う。 

（経済産業省） 

ⅳ）２００７年度は、官民協力の下、消費者や出品者の観点を考慮に入れつ

つ、権利者及びオークション事業者による「インターネット知的財産権侵

害品流通防止協議会」等を通じた下記の取組を推進する。 

ａ）違法な出品を防止するため、オークション事業者による正確な本人確

認を促進する。 
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ｂ）模倣品・海賊版をオークションサイト上から一掃するため、「知的財産

権侵害品流通防止ガイドライン（仮称）」の作成・運用などを通じた自主

削除の強化、各種取組の効果検証など、オークション事業者及び権利者

が一体となった自主的取組を促進する。 

ｃ）模倣品・海賊版の出品・購入を防止するため、協議会のウェブサイト

を開設するとともに、出品者及び消費者への啓発活動を強化する。また、

権利者及びオークション事業者双方に対し、協議会への更なる参加を促

す。 

（警察庁、総務省、文部科学省、経済産業省） 

ⅴ）２００７年度は、上記取組の効果検証と並行して、インターネットオー

クション上の模倣品・海賊版の取引を効果的に防止するための更なる対策

の検討を行い、必要に応じ法制度等を整備する。 

（警察庁、総務省、文部科学省、経済産業省） 

ⅵ）２００７年度も引き続き、警察による下記の取組を推進する。 

ａ）権利者等、オークション事業者及び捜査機関による「情報共有スキー

ム」を効果的に活用し、オークションサイトを通じた模倣品・海賊版の

取締りの効率化及び強化を図る。 

ｂ）オークション事業者の実態把握を促進し、出品者の本人確認等古物営

業法に定める遵守事項等についての指導を徹底するとともに、違法出品

者の取締りを強化する。 

（警察庁） 

 

（２）警察による取締りを強化する 
ａ）模倣品・海賊版の供給ルートを遮断するため、２００７年度も引き続

き、模倣品・海賊版の密売等により不正な利益を得ている犯罪組織の実

態を的確に解明し、その取締りを強化するとともに、この種の犯罪と国

際テログループの資金源活動のつながりを視野に入れた警察活動を推進

する。 

ｂ）２００７年度も引き続き、模倣品の鑑定能力を有する商標権侵害品真

贋予備鑑定捜査員制度の活用等様々な捜査手法を駆使し、模倣品・海賊

版の販売事犯の取締りを強化する。 

ｃ）２００７年度も引き続き、不正商品対策協議会を始めとする各業界団
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体と警察当局との連携をより強化し、確度の高い情報に基づいた効果的

な取締りを実施する。 

ｄ）２００７年度も引き続き、インターネットを利用した知的財産権侵害

事犯に対し、買受け捜査による取締りを強化するとともに、積極的な事

件広報を実施し、サイバー空間における知的財産権侵害事犯の抑止を図

る。 

ｅ）２００７年度も引き続き、ファイル交換ソフトを悪用した著作権侵害

事犯に対し、著作権団体との連携を強化し、効果的な取締りを実施する。 

（警察庁） 

 

（３）育成者権の侵害対策を強化する 
２００７年度も引き続き、種苗管理センターにおける品種保護対策役（品

種保護Ｇメン）の活動を強化し、国内外における権利侵害の実態調査や侵害

の判定等を支援するための品種類似性試験（比較栽培、ＤＮＡ分析）を実施

する。また、育成者権の侵害が疑われる種苗、生産物、加工品の栽培、保管、

販売等の状況を調査・記録するとともに、その証拠品を寄託し、育成者権侵

害の立証を支援する。 

（農林水産省） 

 

（４）劇場内で無断撮影された映像の違法流通への対策を強化する 
映画の上映中に劇場内において無許可で撮影された映像が違法に流通する

等の問題に対応するため、２００７年の通常国会で成立した「映画の盗撮の

防止に関する法律」について、その周知徹底、映画関係事業者による映画の

盗撮防止の自助努力、違反行為の取締りなど、官民挙げて対策を強化する。 

（警察庁、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（５）著作権法における親告罪を見直す 
海賊版の氾濫は、文化産業等の健全な発展を阻害し、犯罪組織の資金源と

なり得るなど、経済社会にとって深刻な問題となっている。重大かつ悪質な

著作権侵害等事犯が多発していることも踏まえ、海賊版の販売行為など著作

権法違反行為のうち親告罪とされているものについて、２００７年度中に非 
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親告罪の範囲拡大を含め見直しを行い、必要に応じ法改正等制度を整備する。 

（警察庁、法務省、文部科学省） 

 

４．官民の連携を強化する 
 

（１）政府内の連携を強化する 
外国市場対策や水際及び国内での取締りに関し、関係府省が一体となって

対策に取り組むよう、２００７年度も引き続き以下のような対策に取り組む

とともに、関係府省の連携を強化する。 

ａ）政府模倣品・海賊版対策総合窓口の周知を徹底し、権利者や企業等か

らの相談に対し、関係府省の連携を確保しつつ、迅速に対応する。 

ｂ）政府模倣品・海賊版対策総合窓口は「総合窓口年次報告書」を作成す

るとともに、関係府省と連携し、その内容の更なる充実を図る。 

ｃ）関係府省が公表する模倣品・海賊版対策に関するデータや情報へのア

クセスを容易にするため、政府模倣品・海賊版対策総合窓口のウェブサ

イトにおいてリンクを設定するなど、関係府省で模倣品・海賊版に関す

る情報共有を図る。 

ｄ）各種対策については、関係府省間で相互に調整を行うとともに、「模倣

品・海賊版対策関係省庁連絡会議」を機動的に開催し、政策調整を密に

行い、総合的に実施する。 

警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、 

文部科学省、農林水産省、経済産業省    

 

（２）官民・民民の連携を強化する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、我が国の企業による諸外国での模倣品・海賊

版対策の取組を支援するとともに、侵害発生国・地域の当局との交渉や働

きかけを効果的に行うため、官民合同ミッションの派遣を始め、国際知的

財産保護フォーラム、コンテンツ海外流通促進機構、不正商品対策協議会、

日本関税協会知的財産情報センター等の民間団体の諸外国での活動を支援

する。 

（警察庁、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、関係府省がより緊密に連携を取りつつ、企業
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等を対象にした模倣品・海賊版対策のためのセミナーを全国各地で開催す

る。 

（警察庁、財務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

ⅲ）権利取得や模倣品対策の助言、個別案件の相談や関係府省への連絡、侵

害国政府当局への要請など、企業の相談に応じるため、２００７年度も引

き続き、ＪＥＴＲＯ、日本商工会議所、日本弁護士連合会、弁護士知財ネ

ット、日本弁理士会及び発明協会等で構築した「ニセモノ相談ネット」の

積極的な活用を促進する。 

（経済産業省、関係府省） 

 

５．模倣品・海賊版に関する国民の理解を促進する 
 

（１）取締等に関するデータ・情報の積極的公表を図る 
２００７年度から、国民の関心が高い模倣品・海賊版対策について、その

理解を促進するという観点から、国内取締、水際取締等に関連するデータ・

情報について、分かりやすさ、アクセスの容易さ及びデータの利便等に十分

配慮しつつ、ウェブサイト等においてより積極的に公表する。 

（警察庁、法務省、財務省、農林水産省、関係府省） 

 

（２）模倣品・海賊版に関する国民への啓発活動を強化する 
２００７年度も引き続き、権利侵害事犯の特徴等について事例を紹介した

り、各種セミナーなどの機会を捉えて模倣品・海賊版の問題を採り上げたり

する等、模倣品・海賊版が社会悪であることを明確にするとともに、その氾

濫が社会にもたらす悪影響について訴求し、政府が推進している対策を周知

する。 

また、このような訴求等により、国内外において模倣品・海賊版の購入を

しない適切な消費行動につなげることが重要であるという認識の下、消費者

の意識向上を図るための戦略的かつ効果的な啓発活動を、関係省庁が一体と

なって展開する。 

内閣府、警察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、 

文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省
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第３章 知的財産の活用 
 

Ⅰ．知的財産を戦略的に活用する 
 

欧米企業による知財の積極的な活用、アジア諸国の急速な追い上げ、世界

レベルでの研究開発等により激化している国際競争環境の中で、我が国産業

の国際競争力を高めるためには、知財を事業の競争力の源泉と位置付けて自

律的な知的創造サイクルの好循環を作り上げることが重要である。 
このため、企業には、知財ポートフォリオの構築を通じた研究開発の効率

化、事業の防衛や製品の差別化、ブランド戦略の展開、知財を利用した資金

調達など、知財の活用をトップダウンにより実践していくことが期待されて

いる。 
これを実現するため、政府は、知財を活用した経営が株主、取引先、消費

者等のステークホルダーから支持され適切な評価を受けることができるよ

うな土壌を醸成するとともに、関連する法制度等の整備を行う。 

 

１．企業の戦略的経営を促進する 
 
（１）ＣＩＰＯや知的財産担当役員の設置を促す 

企業において、経営トップ自ら知財戦略のリーダーシップを発揮するとと

もに、知財部門の責任者を経営の中枢に据えて、特許、意匠、ノウハウ、ブ

ランド、コンテンツ等の知財戦略を統一的な見地から策定・実行することに

より、知財を有効に活用した経営を強力に推進していくよう促すべく、２０

０７年度も引き続き、企業における最高知財責任者（ＣＩＰＯ）や知財担当

役員の設置を奨励する。 

（経済産業省） 

 

（２）知的財産重視の経営戦略を推進する 
①戦略的な知的財産経営を促進する 

ⅰ）企業は、競争力の源泉たる人材、技術、組織力、顧客とのネットワーク、

ブランド等の「知的資産」の活用を重視した経営（知的資産経営）の取組
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が必要であるが、とりわけ、技術立社を目指す企業は、知財を経営の中核

に位置付け、事業戦略、研究開発戦略、知財戦略に三位一体で取り組むこ

とが重要である。 

２００７年度から、このような知財経営が推進されるよう、国内・海外

の成功・失敗事例が掲載された知財戦略事例集「戦略的な知的財産管理に

向けて」等を活用して、各企業が自社に最適な知財戦略を策定し実行する

ことを奨励する。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度から、知的資産経営の一環として、戦略的な知財の創出、

権利化、事業化、ライセンス、国際標準化等が行われるよう、大学・民間

企業の研究者等や民間企業に対してそれぞれ必要な支援を行う。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

 

②「知的資産経営マニュアル」の活用を促す 
中小企業の知財戦略の策定と実践に資するため、２００７年３月に公表さ

れた「知的資産経営マニュアル」の周知を図るとともに、積極的な活用を促

す。 

（経済産業省） 

 

③知的財産に関する情報開示による企業価値の向上を促進する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、「知的財産情報開示指針」、「知的資産経営の開

示ガイドライン」等を踏まえて、知的財産報告書など知財の活用に関する

報告書（以下、「知的財産報告書等」という。）の作成企業が１００社を超

えるよう普及・啓発を行う。その際、知的財産報告書等を年次報告書とと

もに継続的に発行すること、様々なメディアや電子媒体を活用し広く一般

に利用しやすく提供すること、投資家向けの説明会を開催すること等、効

果的な情報開示の方法について企業に対する啓発を行う。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、各企業の知財経営に関するＩＲ・ＰＲ情報が、

広くかつ正確に評価されるよう、株主、取引先や消費者等のステークホル

ダー及び金融・証券市場等に対する知的財産報告書等の普及・啓発を強化 
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する。 

（経済産業省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、研究開発・特許関連情報の有価証券報告書等

における任意記載の方法について検討を行い、必要に応じその明確化を図

る。 

（金融庁、経済産業省） 

 

（３）未利用の知的財産の活用を促進する 
企業等が保有する産業財産権の中には、明確な目的を持たずに保有されて

いるものがあり、そのような産業財産権を有効に活用できれば、地域や中小

企業の活性化にも資する。２００７年度から、企業等に対し、効率的な知財

管理の観点から企業等が保有している産業財産権の定期的な棚卸し・再評価

を奨励するとともに、他者へのライセンスや売却など開放意思のある特許等

については、企業等の独自のウェブサイトや工業所有権情報・研修館の特許

流通データベース等を用いて公開することを積極的に促す。 

また、２００７年度から、これらの開放特許等が公開されているウェブサ

イト等の一覧リストを工業所有権情報・研修館の特許流通促進事業のウェブ

サイトに掲載することにより、開放特許等の利用を検討している者が開放特

許等の情報に容易にアクセスできるようにする。 

（経済産業省） 

 
２．知的財産を活用した事業活動の環境を整備する 
 
（１）知的財産の価値評価の実務を奨励する 

企業等が知財を活用した経営を推進するために、２００７年度も引き続き、

民間において、「知的資産経営の開示ガイドライン」等を参考にし、信頼性の

高い価値評価手法が確立され、知財活用の目的や経営戦略を考慮に入れた評

価実務が行われるよう奨励する。 

（経済産業省） 

 

（２）知的財産信託制度を利用した知的財産の管理・運用を促進する 
 ２００７年度から、知財信託の利用拡大を図るため、必要な措置について



本編 －第３章 知的財産の活用－ 
 
 

 

 69

検討を行うとともに、グループ企業内の知財信託活用の検討に際し参考とな

る資料や届出・申請手続に必要となる書類等のサンプル（手続フロー図、各

種書類の参考例等）を網羅的に整備し、ウェブサイト等を活用して公表する。 

 また、２００７年度も引き続き、各種セミナーやインターネットを通じて

グループ企業内信託や管理・運用型信託の事例を紹介し、知財信託制度の普

及・啓発を行うとともに、利用者の参考となる信託の類型ごとのスキーム、

利用のメリットや留意点等の情報提供を行う。 

（金融庁、経済産業省） 

 

（３）企業のライセンス活動を円滑化する 
①特許・ノウハウガイドラインを改定し、周知を図る 

企業が技術に係るライセンス契約を交渉・締結する際に、独占禁止法上の

問題の有無について容易に判断できるよう、企業のニーズや国際的整合性の

観点を踏まえて、「特許・ノウハウライセンス契約に関する独占禁止法上の

指針」の改定を行い、２００７年度の早期に新指針を公表し、周知を図る。 

（公正取引委員会） 

 

②知的財産権のライセンスの保護を図る 
特許権又は実用新案権の包括的ライセンス契約におけるライセンサーが倒

産した場合やライセンサーが包括的ライセンス契約の対象たるこれらの権利

を第三者に譲渡した場合でもあっても、ライセンシーが継続して事業活動を

実施できるようにするため、２００７年通常国会において成立した「産業活

力再生特別措置法等の一部を改正する法律」に基づき創設される新たな通常

実施権登録制度の施行に向けて制度普及を図る。 

また、２００７年度において、現行の特許法等における通常実施権の登録

制度の見直しなど、知財権のライセンス保護の更なる充実に向けた検討を行

い、必要に応じて制度整備等を行う。 

（経済産業省） 

 

③海外における権利行使・ライセンス活動を円滑化する 
２００７年度も引き続き、企業等が海外で取得した知財権について適切に

権利行使を行い、ライセンス交渉や訴訟提起等の活動が円滑に実施できるよ
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う、権利者の海外における権利行使の状況やライセンスの事例等を調査・収

集し、情報提供を行う。 

（農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 

④租税条約を活用し国境を越えた知的財産の利用を促進する 
２００７年度も引き続き、知財権等の使用料について源泉地国課税を減免

する内容を含む租税条約を締結・改正していく際には、国境を越えた知財の

利用を促進する目的も踏まえ、できる限り早期の合意を目指す。 

（外務省、財務省） 

 

⑤国際的なライセンス活動を円滑化する 
ⅰ）２００７年度において、企業グループ内における適切なライセンス活動

を促進するため、企業に対し、海外子会社等にライセンスする知財（特許、

商標、ノウハウ等）についての取引条件を明確にした契約の締結を促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度において、企業が海外子会社等に対し知財のライセンス等

を行う場合、移転価格税制を考慮して、当該知財に係るライセンス料等に

ついて適正な独立企業間価格の算定を行い、当該価格による取引を行うよ

う促す。また、２００７年度において、適正な独立企業間価格について税

務当局に事前確認する事前確認手続の周知を図り、企業等による利用を促

進する。 

（財務省、経済産業省） 

 

（４）知的財産流通の担い手を育成する 
２００７年度も引き続き、特許流通・技術移転の専門家養成、専門家のネ

ットワーク化などを目的とした国際特許流通セミナーの開催、知財権取引業

者のデータベース化及び公開等により、知財権取引業の育成支援を実施する。

また、知財信託制度や知財の価値評価等に関する知識や知財をビジネスに活

用するための交渉能力を備えた人材が育成されるよう、知財信託等の事例の

公表などを通じて知財流通業務の魅力をＰＲし、優秀な人材の参入を奨励す

る。 

（経済産業省） 
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（５）知的財産を活用した資金調達の多様化を図る 
ⅰ）２００７年度も引き続き、信託受益権の譲渡により資金調達を図る資金

調達型の知財信託の活用事例を公表し、企業における利用を促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、知財権者の知財権を他の事業者に移転、譲渡

又は利用許諾等を行う特定目的会社等に対する日本政策投資銀行の融資制

度（知的財産有効活用支援事業）の融資スキームや過去の融資事例を公表

し、その利用促進を図る。 

（総務省、財務省、文部科学省、経済産業省） 

ⅲ）２００７年度から、知財を活用して独自の事業等を行う中小・ベンチャ

ー企業等を含む事業者に対して資金調達が円滑になされるよう、日本政策

投資銀行が行う新産業創出・活性化融資の事例を公表し、その周知を図る

とともに、民間金融機関における同様の取組も積極的に奨励する。 

（財務省、経済産業省） 

 

３．知的財産の円滑・公正な活用を促進する 
 

（１）不当な権利行使を取り締まる 
２００７年度も引き続き、知財権の濫用による不公正な取引方法等の独占

禁止法違反について、必要な審査専門官の確保などにより知財の専門チーム

である「知的財産タスクフォース」の体制整備を図り、重点的に取締りを行

う。 

（公正取引委員会） 

 

（２）ソフトウェア分野における知的財産活用の円滑化を図る 
ⅰ）２００７年度も引き続き、既存の知財権制度の利用を前提に、各企業等

が保有する知財権についてパブリックドメインを構築し、ソフトウェア間

の相互運用性の確保等によるイノベーションの向上を図るなど産業界にお

ける自主的な対応を促進する。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、オープンソースソフトウェアを活用したビジ

ネスの更なる円滑な発展を図るため、オープンソースソフトウェアを活用
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してシステム構築を行う際のベンダーやユーザーのリスクの所在を明確に

してリスク回避・低減の解決策を提案した「ビジネスユースにおけるオー

プンソースソフトウェアの法的リスクに関する調査報告書」を周知し企業

における活用を図るとともに、必要に応じ改定を行う。 

（経済産業省） 

 

４．知的財産活用の事業化を支援する 
 

（１）知的財産を事業に活用する事業者を支援する 
２００７年通常国会において成立した「産業活力再生特別措置法等の一部

を改正する法律」に基づく「技術活用事業革新計画」の策定を促進し、他の

事業者や大学の技術、ノウハウ、知財の活用により事業を革新し生産性向上

を図る事業者を支援する。 

（総合科学技術会議、経済産業省） 

 
（２）農林水産分野における知的財産活用の事業化を支援する 

２００７年度から、機能性成分高含有の特性を持つ植物新品種等の活用を

促進するため、民間企業・産地・試験研究機関による事業化のための連携体

制の構築、品質面の特性維持や分別生産・流通管理に必要となる技術指導や

施設整備について支援する。 

（農林水産省）
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Ⅱ．国際標準化活動を強化する 
 

世界市場の一体化や国際標準を国内標準の基礎とすることを義務付ける

ＷＴＯ／ＴＢＴ協定の発効、特許権を含む国際標準の増加など国際標準を取

り巻く環境は著しく変化している。このため、知的財産戦略本部において、

２００６年１２月に我が国産業の国際競争力の強化や世界のルールづくり

への貢献等を図るべく、「国際標準総合戦略」を決定した。 
今後は、「国際標準総合戦略」に基づいて、国際標準化機構（ＩＳＯ）、国

際電気通信連合（ＩＴＵ）等のデジュール標準化活動の強化を図るとともに、

フォーラムやデファクト標準等の多様な国際標準の戦略的活用を促進すべ

く、産業界の意識改革、国全体としての国際標準化活動の強化及び国際標準

人材の育成等の観点から国際標準化活動を強化することが必要である。 

 

１．国際標準総合戦略を実行する 
 

国際標準化活動を強化するため、２００７年度も引き続き、「国際標準総合

戦略」を着実に実行する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

２．産業界の意識を改革し、国際標準化への取組を強化する 
 

（１）企業における経営者層の意識を改革する 
ⅰ）国際標準戦略に関する閣僚等主催の懇談会やシンポジウムの開催により、

２００７年度も引き続き、経営者の国際標準に関する理解の増進を図る。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）日本経済団体連合会や工業会などの団体に対し、２００７年度も引き続

き、団体内部における様々な活動を通じ、企業の経営者や幹部に対する啓

発活動を積極的に行うよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 
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（２）産業界自身によるアクションプランの策定と実行を促す 
日本経済団体連合会や各工業会などの産業界に対し、各産業分野の特性に

応じた国際標準化活動に関する「アクションプラン」を２００７年度から策

定・公表するとともに、その着実な実行を図ることにより、国際標準化活動

を積極的に推進するよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）企業の標準化活動に対する組織体制を強化する 
①国際標準化に対する取組の事例を公表する 

研究開発戦略、知財戦略及び標準化戦略を一体的に推進するための取組や

組織体制整備の参考となる事例の収集又は拡充を２００７年度中に行うとと

もに、その公表を行う。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

②企業の組織体制を強化する 
２００７年度も引き続き、国際標準化戦略の決定及び個々の国際標準化活

動に対する助言と管理を行う国際標準化活動の統括部署や組織の設置、研

究・開発部門、知財部門との連携強化等、国際標準化活動を推進するための

組織・体制の整備を促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（４）多様な国際標準化スキームを活用する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、企業や産業界に対し、工業会を通じた国際標

準化のほか、企業の直接参加、現地法人の活用、フォーラム標準やファス

ト・トラック制度の活用等、種々の国際標準化スキームを戦略的に活用す

るよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）国際標準のビジネスへの影響を分かりやすく記載した国際標準化に関す

る成功・失敗事例集及び種々の国際標準化スキームについて具体的な事例

を含め、そのメリット・デメリットを解説したガイドラインを２００７年

度中に作成・公表又は改訂するとともに、その周知を図る。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 
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（５）国際標準案等の提案及び国際議長・幹事の引受けを積極的に行う 

ⅰ）２０１５年度までに国際標準案等の提案件数において欧米主要国に比べ

て遜色なく国際標準化活動をリードするとともに欧米並みの議長・幹事引

受数の確保を実現するため、２００７年度も引き続き、産業界、学会、大

学等に対し、国際標準化機構（ＩＳＯ）、国際電気標準会議（ＩＥＣ）、国

際電気通信連合（ＩＴＵ）等の国際標準化機関における標準化活動に積極

的に取り組むよう促す。ＩＳＯ、ＩＥＣについては、２０１５年度までに

国際標準案の提案件数を倍増させる。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、国際標準化機関における議長・幹事の担当者

や国際標準化案作成の担当者に対する支援策を拡充する。また、各工業会

や企業に対し、これらの担当者に対して適切な評価を与え、産業界全体と

して支援する仕組みづくりを行うよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

３．国際標準化活動に対する支援を拡充する 
 

（１）ワンストップの相談窓口を整備する 

２００７年度中に、国際標準化戦略に関する情報提供とアドバイスを行う

ワンストップの相談窓口を整備する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（２）情報収集体制を強化する 

２００７年度も引き続き、在外公館や日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）等

を活用し、フォーラム標準を含む諸外国の標準化活動に関する体系的かつ継

続的な情報を収集するとともに、収集した情報を産業界に提供するための体

制を整備する。また、在外公館やＪＥＴＲＯ等の職員の情報収集能力を向上

すべく、標準化に関する知識習得のための研修を行う。 

（総務省、外務省、経済産業省、関係府省） 
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（３）産業界の自主的な活動を支援する 
①人材育成型支援策を拡充する 

２００７年度も引き続き、国際標準化支援センター等の支援機関による支

援策を強化し、新任国際幹事の活動支援など、国際標準化活動への新規参入

の促進と将来の自立を促す人材育成型の支援策を拡充する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

②日本での国際標準化会議の開催を促進する 
２００７年度も引き続き、産業界に対し、国際標準化会議の日本開催の積

極的な誘致を促すとともに、会議運営ノウハウの提供など会議開催のための

支援を拡充する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

４．国全体としての国際標準化活動を強化する 
 

（１）国全体の研究活動と国際標準化活動を一体的に推進する 
国費による研究開発の評価を行うための指針等において、研究成果の国際

標準化が期待される分野については、国費による研究プロジェクトの事前、

中間及び事後評価等における評価項目として国際標準化に関する取組を明確

に位置付け、２００７年度も引き続き、研究開発と標準化とを一体的に推進

する。また、国際標準の獲得により我が国産業の発展が望める分野に対し、

戦略的に研究資金の配分を行う。 

（総合科学技術会議、総務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（２）省庁間の連携を強化する 
関係省庁の連携による新たな国際標準対応体制の構築に向け、関係府省合

同の検討協議会を２００７年度中に設置・運営する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）環境・安全・福祉等の分野で世界に貢献する 
２００７年度も引き続き、環境・安全・福祉など、産業界による標準策定

のインセンティブが働きにくい分野における国際標準化活動について政府や
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独立行政法人型研究機関による取組を強化するとともに、大学関係者による

自主的な取組を支援するなど、国民福祉の向上と国際社会への貢献に努める。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

５．国際標準人材の育成を図る 
 

（１）国際標準化活動のリーダーを育成する 
２００７年度から、国際標準化活動の経験者を活用する制度を整備すると

ともに、次世代の国際標準人材を育成するため「国際標準人材育成塾（仮称）」

の創設等により、経験者の豊富かつ多様な知識及びノウハウを次世代の人材

へと継承し、国際標準化活動においてリーダーシップを発揮できる人材を育

成する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（２）国際標準人材のキャリアパスを確立する 
２００７年度から、国際標準人材の公的機関での活用など民間の経験者が

活躍できるような環境の整備を行う。また、企業、工業会、学会、公益法人、

研究機関、大学等に対しては、国際標準人材に求められる多様な経験と知識

や国際的な信頼獲得等の観点から、国際標準人材の適切な評価・処遇を行う

など長期的なキャリアパスの確立に向けた取組を行うよう促す。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

（３）大学等における標準教育を促進する 
理工系の学生のほか、経営系、経済系や法律系等、広い範囲の学生に対し

て国際標準の基礎に関する教育を提供することができるよう、２００７年度

も引き続き、標準化に関するモデル教材を作成し、大学等に対して提供する

ことなどにより、各大学の自主的な取組を促進する。 

また、２００７年度も引き続き、各企業、日本知的財産協会、日本弁理士

会等に対し、企業の技術者、知財担当者、弁理士等を対象とした国際標準に

関する基礎的研修の実施及び拡充を促すとともに、研修・教育機関に対して

は、知財分野におけるマネジメント研修や技術経営プログラム等に国際標準 

 



本編 －第３章 知的財産の活用－ 
 

 78

に関する内容を盛り込むなど自主的な取組を行うよう促す。 

（総務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（４）顕彰制度を充実する 
国際標準に対する認識を高めるとともに、国際標準化活動に対するインセ

ンティブを与えるため、２００７年度中に、国際標準化に関する総理大臣表

彰の創設や国際標準化に貢献した個人とその活動を支援した企業（経営者）

や大学等の同時表彰など、国際標準化に関する顕彰制度を充実させる。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

６．アジア等の諸外国との連携を強化する 
 

アジア・太平洋地域における国際標準化活動の水準引き上げ、人的ネット

ワークの強化、国際標準案の共同提案等を柱とする「アジア・太平洋標準化

イニシアチブ」を２００７年度中に策定し、その推進に取り組むなど、国際

標準化活動におけるアジア・太平洋地域との連携を強化する。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 

 

７．国際標準に関するルールづくりに貢献する 
 
（１）技術標準の普及を妨げる知的財産権の行使に対処する 

２００７年度も引き続き、ＩＳＯ、ＩＥＣ及びＩＴＵにおいて共通化され

た標準技術に関する知財の取扱いルールの円滑な運用を図るとともに、その

運用状況の情報収集を行い、必要に応じ、国際標準化機関に対する働きかけ

を行う。 

また、２００７年度も引き続き、標準技術に関する知財の取扱いを明確化

するための検討に積極的に取り組む。「ＲＡＮＤ条件（非差別的かつ合理的な

条件）」については、判例及び競争政策当局の判断の動向を注視し、必要に応

じ、関連する情報の収集・分析を行う。 

（総務省、経済産業省、関係府省） 
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（２）公平でオープンな国際標準化システムの実現を目指す 
２００７年度も引き続き、貿易の技術的障害に関する協定（ＷＴＯ／ＴＢ

Ｔ協定）の実施や運用の改善等に関する議論に積極的に参画するなど、より

公平でオープンな国際標準化システムの実現に積極的に貢献する。 

（総務省、経済産業省、関係府省）



本編 －第３章 知的財産の活用－ 
 

 80

Ⅲ．中小・ベンチャー企業を支援する 
 

我が国の中小・ベンチャー企業は、産業の基盤を担うとともに、技術革新

が加速化し産業構造が変化する中で、新たな産業の創出、就業機会の増大、

地域経済の活性化など経済の活力の維持・強化に重要な役割を果たしてい

る。こうした中小・ベンチャー企業が知財を有効活用し発展することができ

るよう、国、地方公共団体、関係団体、大企業が一丸となった支援策を強化

していくことが重要である。 

 

１．中小・ベンチャー企業に対する相談機能と情報提供を強化する 
 

（１）「知財駆け込み寺」の相談機能を強化する 
２００６年７月に全国の商工会・商工会議所に設置された「知財駆け込み

寺」について、２００７年度から、事業者の相談に応ずる経営指導員向けの

講習会の開催、事例集・Ｑ＆Ａ集の作成・配付などを行い、経営指導員の知

財に関する知識を向上させるとともに、事業者向けに知財専門家による個別

相談会等を開催し、「知財駆け込み寺」の相談機能を強化する。 

（経済産業省） 

 

（２）支援機関ごとの取組を促進する 
２００７年度から、中小・ベンチャー企業が相談を持ち込みやすくなるよ

う、中小企業・ベンチャー総合支援センター、知的所有権センター等の支援

機関に対し、必要な情報を開示しＰＲ活動を強化するよう促す。また、相談

者の利便性にかんがみ、支援機関に対し、相談窓口での対応のみならず訪問

相談も実施するなどサービスの質的向上を図るよう促す。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（３）支援機関間の連携を促進する 
相談の内容やレベルに応じた適切な支援を行うことができるよう、２００

７年度から、地方公共団体等が中心となって支援機関による連絡会を設立す

るなど支援機関が相互に密接な連携を取り合い、十分に対応できない場合は



本編 －第３章 知的財産の活用－ 
 

 81

適切な支援機関を紹介するよう促す。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（４）弁理士・弁護士情報を整備・開示する 
ⅰ）ユーザーの利便性向上の観点から、２００７年度も引き続き、「弁理士ナ

ビ」において、弁理士の専門分野や業務の実績、特定侵害訴訟代理業務の

付記を受けた弁理士に関する情報等のユーザーからのニーズの高い情報を

含め、更なる開示を進めるよう促す。また、２００７年度から、弁理士事

務所に関して、料金システムの情報、中小・ベンチャー企業への対応実績、

構成弁理士等の情報についても、任意で記載するよう促す。さらに、２０

０７年通常国会に提出されている「弁理士法の一部を改正する法律案」が

成立した場合には、ユーザーによる弁理士の選択に資する有用な情報の公

表について検討を行い、２００７年度中に結論を得る。 

２００７年度から、地方公共団体等が行っている弁理士紹介事業の質を

向上させるため、地方公共団体等において、登録要件の設定やユーザーか

らの評価情報の収集などの取組を行うよう促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、ユーザーがニーズに合った知財に強い弁護士

を選ぶことができるよう、「弁護士知財ネット」や地方公共団体等の第三者

機関において、専門分野や実績、ユーザーからの評価情報等を整備し、可

能な情報は開示するよう奨励する。 

また、２００７年度から日本弁護士連合会が導入する「弁護士情報提供

制度」において、知財権ごとの取扱分野や取扱事件などに関する情報を始

め、弁護士のプロフィール、活動歴、著作・論文、研修講師・受講歴等の

有用な情報を任意で開示するとともに、同制度を一層整備・拡充するよう

奨励する。 

（法務省、経済産業省） 

 

２．中小・ベンチャー企業の知的財産の創造を支援する 
 

（１）ＩＰＤＬの活用や特許出願に関する相談体制を充実させる 
研究開発の絞り込みや無駄な出願回避など、中小・ベンチャー企業の効率
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的な知財の創造を支援するため、２００７年度も引き続き、特許電子図書館

（ＩＰＤＬ）の活用や特許情報活用支援アドバイザー、特許出願アドバイザ

ーが行う特許出願に関する相談体制を充実させる。 

（経済産業省） 

 

（２）職務発明制度、先使用権制度の中小・ベンチャー企業への普及・啓発

を推進する 
２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業に重点を置いて職務発明

制度の理解を図るべく、手続事例集等を活用しつつ、相談会の開催など普及・

啓発活動を推進する。 

また、２００７年度から、先使用権制度についてもその利用の円滑化を図

るため、先使用権制度ガイドライン（事例集）等を活用しつつ、相談会の開

催など普及・啓発活動を推進する。 

（経済産業省） 

 

３．中小・ベンチャー企業の知的財産の保護を支援する 
 

（１）現行の支援制度の利用を拡大する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、特許庁や「地域知的財産戦略本部」が行う各

種説明会や無料相談会、ウェブサイト、メールマガジンを活用することに

より、中小・ベンチャー企業に対する現行の先行技術調査支援制度、早期

審査制度、料金減免制度等の支援制度について効果的に周知し、それらの

利用拡大を図る。特に、中小・ベンチャー企業の行う審査請求に関する費

用負担を軽減するため、民間調査事業者による先行技術調査の結果を無料

で提供する先行技術調査支援制度について、周知徹底を図るとともにその

利用の拡大に努める。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業の知財を活用した研究

開発や事業化を推進するため、中小・ベンチャー企業に対し、内外におけ

る特許取得関連費用等の助成やコンサルティング等の支援事業を行う。 

（総務省、経済産業省） 
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（２）特許の取得・維持の負担軽減策を検討する 
ⅰ）２００７年度中に、ユーザーが内外における特許の取得・維持にかける

費用の実態について多面的に分析し、その負担軽減のための方策を検討し、

結論を得る。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度において、日本弁理士会に対し、支援制度の紹介や手数料

の延べ払い、成功報酬型払いの提示など、中小企業固有の事情を考慮した

サービスが行われるよう促す。 

（経済産業省） 

 

（３）知的財産権侵害対策を強化する 
ⅰ）２００７年度において、大企業による下請企業の知財権侵害の防止にも

資するとの観点を踏まえ、法令違反や望ましくない取引慣行等の事例を提

示した業界別指針を作成するとともに、下請代金支払遅延等防止法に関す

る運用基準の「買いたたき」に関する内容をより具体化・拡充・周知する。

また、２００７年度も引き続き、大企業から知財権侵害を受けた場合の対

応や申告などについて相談を受ける。 

（公正取引委員会、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度において、日本経済団体連合会が２００５年７月に取りま

とめた「知的財産権に関する行動指針」について、企業行動憲章の実行の

手引きの中に盛り込み、日本経済団体連合会の会員企業が他者の知財権を

一層尊重するよう浸透を促す。また、他の産業団体等にも知財権を尊重す

る同様の取組を促す。 

（経済産業省、関係府省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業が共同研究などにおい

て巧妙な契約により、取引先から技術を取り上げられたりしないよう、２

００６年１１月に改定した「知的財産、企業秘密保持への指針」の周知徹

底を図るとともに、知財に係る契約の締結などその実践を奨励する。 

（経済産業省） 

ⅳ）２００７年度も引き続き、海外における模倣品・海賊版被害に対し中小・

ベンチャー企業が迅速に対応できるよう、侵害調査に関する助成を行う。 

（経済産業省） 
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（４）海外における権利取得を支援する 
ⅰ）「平成１８年度中小企業者等に対する特定補助金等の交付の方針」を踏ま

え、２００７年度から、海外での知財権取得に要する費用について、中小

企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）の交付の対象となる経費として支出するよ

う努める。 

（経済産業省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業が海外特許出願の際に

必要となる出願費用、翻訳費用、海外弁理士費用等に対する支援措置を講

ずる。 

（経済産業省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、中小企業・ベンチャー総合支援センター、知

的所有権センター等の窓口において、翻訳会社、海外弁理士等の紹介や海

外出願に際しての助言を行うよう促す。 

（経済産業省） 

 

４．中小・ベンチャー企業の知的財産の活用を支援する 
 

（１）中小・ベンチャー企業が有する技術の活用を奨励する 
２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業の開発した技術が大企業

により取り上げられないよう、大企業の経営陣のみならず購買現場において、

取引先選定等の評価システムの中で、中小・ベンチャー企業の技術を尊重す

るとともに、これを積極的に活用するよう奨励する。 

（経済産業省） 

 

（２）開放特許の活用等を支援する 
２００７年度も引き続き、特許流通データベースや開放特許活用例集につ

いて周知を図るとともに、イベント等の開催などにより開放特許の活用の促

進を図る。また、２００７年度から、開放特許の流通が民間や地方公共団体

等の関係者間で自立的に行われるよう、地方公共団体による特許流通アシス

タントアドバイザーの育成を支援する。 

（経済産業省） 
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（３）大企業からの事業の切出しやのれん分けを促進する 
２００７年度において、大企業でいかされていない技術、ノウハウ等の知

財やそれらを担う人材がマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）等の手段によ

り中小・ベンチャー企業において活用されることを促す。 

（経済産業省） 

 

５．中小・ベンチャー企業の知的財産に関する能力を高める 
 

（１）中小・ベンチャー企業の知的財産戦略の策定を支援する 
中小・ベンチャー企業がその経営課題や発展段階に応じた知財戦略を策定

することができるよう、２００７年度も引き続き、都道府県の中小企業支援

センター等を通じ、知財の専門家やコンサルタントを派遣するなどの支援を

行う。また、２００７年度において、「中小・ベンチャー企業知的財産戦略マ

ニュアル２００６」や「知財で元気な企業２００７」等のこれまでの成果を

いかしつつ、中小・ベンチャー企業の知財戦略策定を促すための具体的事例

を含むマニュアルを整備し、その普及に努める。 

（経済産業省） 

 

（２）中小・ベンチャー企業の経営者や支援人材に対する研修を充実させる 
中小・ベンチャー企業が知財を有効に活用した経営戦略を策定・実施する

ことができるよう、２００７年度も引き続き、中小企業大学校等において、

中小・ベンチャー企業の経営者やそれを支援する中小企業診断士、商工会・

商工会議所の経営指導員、地方公共団体の職員等に対する研修を充実させる。 

（経済産業省） 

 

（３）中小・ベンチャー企業の優秀な技術を顕彰する 
２００７年度も引き続き、中小・ベンチャー企業による知財の創造、保護、

活用を一層活発化させるとともに我が国の産業競争力の強化を図るため、国

民経済の高度化や産業の発展、画期的な技術革新等に貢献した技術を有する

企業や知財の活用に優れた企業を広く顕彰する。 

（経済産業省、関係府省） 
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Ⅳ．知的財産を活用して地域を振興する 
 

地域がその特性に応じた振興策を通じ、自立を図ることが求められている

中、地域の大学や中小・ベンチャー企業が有する技術や地域ブランド、観光

資源といったコンテンツなど、地域固有の知財を有効に活用することが必要

である。このため、地方経済産業局ごとに設けられた地域の官民からなる「地

域知的財産戦略本部」や地方公共団体等の取組を通じ、地域の知財戦略の策

定とその着実な実施を進めるとともに地域の知財人材の育成を強化してい

くことが重要である。 

 

１．地域の知的財産戦略を推進する 
 

（１）「地域知的財産戦略本部」の活動を強化する 
全国９ブロックの「地域知的財産戦略本部」が中核となって、地域におけ

る人材ネットワークの構築や産学連携の推進など、知財を活用した地域振興

を推進するため、２００７年度において、各地域の特性に応じて策定した「地

域知的財産戦略推進計画」を着実に実行し、新たに計画等に盛り込まれた具

体的な活動・成果目標を達成するよう促す。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（２）地方公共団体の知的財産戦略を推進する 
①地方公共団体の知的財産に係る戦略や条例の策定を奨励する 

ⅰ）２００７年度も引き続き、知財戦略策定に関する情報提供を行うことな

どを通じ、都道府県や政令指定都市等の地方公共団体が行う知財に係る戦

略や条例の策定、企業・大学等と連携した戦略の実施、その結果の知財戦

略へのフィードバック等の取組を奨励する。 

（文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度において、地方公共団体が「地域知的財産戦略本部」を通

じ国や他の地方公共団体の取組に関する情報を入手し、独自の支援制度を

導入・拡充するとともに、域内において自らの制度と国の制度の周知・普 
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及を図るよう促す。 

（経済産業省） 

 

②意欲的な取組を進める地方公共団体に対する支援を強化する 
２００７年度において、地方公共団体の知財戦略を加速化するため、意欲

的な取組を進める都道府県や政令指定都市に対し、「地域知的財産戦略本部」

とも連携して国の支援事業を重点的に実施し、成功モデルづくりとその成果

の普及を行う。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（３）地域資源の活用を支援する 
地域ブランドを育成・確立し、地域の自立的・持続的な成長を実現してい

くため、２００７年通常国会において成立した「中小企業による地域産業資

源を活用した事業活動の促進に関する法律」に基づき、２００７年度から、

地域の中小企業や組合が地域の強みとなりうる地域資源（産地の技術、農林

水産品、観光資源）を活用して、新商品・新サービスの開発・市場化を進め

る取組を総合的に支援する。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（４）地域と大学等との連携を促進する 

２００７年２月に地域再生本部において拡充された「地域の知の拠点再生

プログラム」を活用し、２００７年度も引き続き、地域の大学等を拠点とし

た地域の大学・高等専門学校・地方公共団体・中小企業等が連携したネット

ワークの形成を図り、地域再生の取組を一層推進する。 

（総合科学技術会議、地域再生本部、文部科学省、関係府省） 

 

２．地域の知的財産人材を育成する 
 

（１）地域振興を直接担う知的財産人材を育成する 
２００７年度も引き続き、知財を活用した地域振興を促進するため、地域

の中小企業の経営者や知財担当者、農業従事者や普及指導員、大学等の研究

者、産学連携従事者、公設試験研究機関の研究者、知財政策担当者等の地域
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における知財人材に対する研修を充実させる。 
（文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 
（２）地域における支援人材を育成・活用する 
①全国規模での人材データベースを整備する 

２００７年度から、日本知的財産協会等の民間団体に対し、大企業で知財

関係部局を経験した者など知財戦略に関し多様な知見を持った人材のデータ

ベースの整備を促す。あわせて、２００７年度から、「企業等ＯＢ人材データ

ベース」や「産学官連携支援データベース」の充実を促すとともに、これら

既存のデータベースとの連携・相互利用について検討し、必要な措置を講ず

る。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

②知的財産戦略の策定支援を通じた地域の知的財産人材の育成を図る 
２００７年度から、地域の人材を活用しつつ、知財を強みとすることが可

能な中小・ベンチャー企業のニーズに合うような法律、技術、金融、販売等

に係る専門家による支援チーム等を各地域で編成し、中小・ベンチャー企業

に派遣して当該企業の知財戦略策定を行うことを通じ、地域の知財戦略支援

人材の育成を図る。 

（経済産業省） 

 

③地域における支援人材を活用する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、企業の研究部門・知財部門のＯＢや技術士等

の実務経験のある人材を、地域における産学連携を支援するコーディネー

ターや知財管理のアドバイザー等として積極的に活用する。 

（文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）地域における弁理士の活用を図るため、２００７年度も引き続き、日本

弁理士会に対し、地域に設けたアクセスポイントの活用、共同運営支所の

設置、知財権制度の周知等を行う「日本弁理士会キャラバン隊」活動の推

進を促す。 

（経済産業省）
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第４章 コンテンツをいかした文化創造国家づくり 
 

Ⅰ．世界最先端のコンテンツ大国を実現する 
 

デジタル化や国際化が進展し、本格的な知の大競争時代を迎えているが、

コンテンツ分野においては、依然世界のスピードある変化に対応できず、

個々の潜在的な能力も十分に発揮されていないといった問題点が指摘され

ている。今後、未来に向けた長期的な視点に立ち、クリエイティブな創作活

動やビジネス展開を加速することにより、コンテンツが産業として国際競争

力を強化し、世界を活躍の場として発展していくことが必要である。 
２０１１年には地上デジタル放送への全面移行となるなど、本格的なデジ

タルコンテンツ時代が到来する。そこでは、インターネット上において、誰

でも気軽に参加してコンテンツが創作され、循環していくであろう。今、我々

がなすべきことは、多くの国民にとってコンテンツの創造、保護、活用が身

近になる時代を展望して、ＩＴモラルやマナーの啓発などＩＴ化の進展に伴

う影の部分にも対応しつつ、新しい保護ルールや流通環境を時代に先んじて

整えることである。 
我が国は、そのような新しいコンテンツ循環社会の広がりを通じて、「ユ

ーザー」、「クリエーター」、「ビジネス」のすべてがＷｉｎ-Ｗｉｎの関係とな
る世界最先端のコンテンツ大国を目指す。 

 

１．デジタルコンテンツの流通を促進する法制度や契約ルールを

整備する 
 

（１）ビジネススキームを支える著作権制度を作る 
①デジタルコンテンツの流通を促進する法制度等を整備する 

デジタル化・ネットワーク化の特質に応じて、著作権等の保護や利用の在

り方に関する新たな法制度や契約ルール、国際的枠組みについて２００７年

度中に検討し、最先端のデジタルコンテンツの流通を促進する法制度等を２

年以内に整備することにより、クリエーターへの還元を進め、創作活動の活 
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性化を図る。 

（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省） 

 

②ＩＰマルチキャスト放送へのコンテンツ流通を促進する 
ＩＰマルチキャスト放送に関する著作権法改正も踏まえ、地上デジタル放

送の同時再送信を、計画されているスケジュールに沿って実施するために必

要な措置を２００７年度中速やかに講ずる。その際、放送番組に関する権利

管理情報を放送事業者やＩＰマルチキャスト放送事業者など関係者が協力し

て整備するよう促す。 

ＩＰマルチキャスト方式による自主放送について、諸外国の動向を踏まえ

つつ、著作権法上の取扱いの明確化、プロテクションを含む端末技術の標準

化の促進、放送番組等のコンテンツ流通市場の整備を２００７年度中に進め

る。 

また、クリエーターの新たな創作チャンスが増えるという視点も踏まえ、

ＩＰマルチキャスト放送事業者自らが魅力的な放送コンテンツを創るよう促

すとともに、クリエーターとのビジネスマッチングの機会を２００７年度中

に充実する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

③違法複製されたコンテンツの個人による複製の問題を解決する 
合法的な新しいビジネスの動きを支援するため、インターネット上の違法

送信からの複製や海賊版ＣＤ・ＤＶＤからの複製を私的複製の許容範囲から

除外することについて、個人の著作物の利用を過度に萎縮させることのない

よう留意しながら検討を進め、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

 

④権利者不明の場合におけるコンテンツの流通を促進する 
我が国が蓄積してきた豊かなコンテンツを有効に活用するため、諸外国の

動向も踏まえ、権利者の不明その他の理由により利用者が相当の努力を払っ

ても権利者と連絡が取れない場合に、利用の円滑化を進める新たな方策につ

いて検討を進め、２００７年度中に一定の結論を得る。 

（総務省、文部科学省） 
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⑤ネット上のビジネスマーケットを構築する 
２００７年度中に、コンテンツ製作者が企画提案や作品等の情報提供を行

うとともに、国内外の事業者や配信事業者、ファンド等がこれら情報を入手

し、コンテンツ配信ビジネスにつなげるためのネット上でのビジネスマーケ

ットを構築する。 

（経済産業省） 

 

⑥私的録音録画補償金制度の見直しについて結論を得る 
私的録音・録画について見直すとともに、補償金制度については廃止や骨

組みの見直し、他の措置の導入も含め抜本的な検討を行い、２００７年度中

に結論を得る。その際、技術的保護手段の進展やコンテンツ流通の変化等を

勘案するとともに、国際条約や国際的な動向との関連やユーザーの視点に留

意する。また、技術的保護手段との関係等を踏まえた「私的複製の範囲の明

確化」、使用料と複製対価との関係整理等、著作権契約の在り方の見直し等に

ついての検討を進め、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

⑦権利者の利益と公共の利益に留意した権利制限規定を整備する 
ⅰ）公表された著作物に聴覚障害者向けに手話や字幕による複製を実施でき

るようにするなど、障害者による著作物の利用の促進という観点から著作

権法上の権利制限規定を整備することについて関係団体による具体的な提

案に応じて、検討を行い、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅱ）e ラーニング推進のため、第三者が作成した著作物を学校の授業の過程

で公衆送信により利用することについて、権利者・教育関係者間での権利

処理の在り方などに係る教育関係者による具体的な提案に応じて検討を行

い、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅲ）関係者間での権利委託と許諾システムの整備状況に応じて、医薬品等の

製造販売業者が医薬品等の適正使用に必要な情報を医薬関係者へ提供する

ために行う文献等の複製や頒布・提供行為について、著作権者等への影響

も勘案した上で、権利制限規定を整備することに関し検討を行い、２００
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７年度中に結論を得る。 

（文部科学省、厚生労働省） 

 

⑧契約・利用の観点からライセンシーの保護などについて結論を得る 
著作物の「利用権」及びライセンシーの保護に係る制度整備等について検

討を行うとともに、その関連で登録制度を見直すことなどに関して検討を行

い、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

 

（２）クリエーターに適正な報酬がもたらされる仕組みの下で、円滑な利用

を進める 
①マルチユースを前提とした契約ルールづくりを進める 

新たなコンテンツの流通を進めることにより、関係者全体が潤うコンテン

ツ大国を目指すため、関係者間で契約ルールに関する検討の場を作るなど、

マルチユースを前提とした契約ルールづくりを促すため、以下の取組を進め

る。 

ａ）映像コンテンツに関する関係者間で、ネット配信や国際展開などのマ

ルチユースに係る具体的な課題について、関係者への公正な利益の配分

や新たなコンテンツ創作の機会の増大にも留意した取組を２００７年度

中に進めるよう支援する。この中で、放送番組のマルチユースに際し、

一般人など連絡先を把握できない出演者からの問合せを受ける窓口機関

を作り、利用者によって運営する民間の自主的な取組を促す。 

ｂ）放送番組のマルチユースを促進することにより関係者全体が潤うよう、

『放送番組の制作委託に係る契約見本』や『番組制作委託取引に関する

自主基準』の取組を踏まえ、２００７年度中に放送事業者と番組制作会

社との間でのより具体的な契約モデルの作成を促進するなど、窓口管理

業務に関する公正な協議・契約の締結を進め、放送番組の制作委託に係

る課題を解決する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

②放送コンテンツの競争力強化に関する法制度を整備する 
ドラマ、バラエティ、ドキュメンタリーなど多様な放送コンテンツの国際



本編 －第４章 コンテンツをいかした文化創造国家づくり－ 
 

 93

競争力を更に強化し、その成果をクリエーターや視聴者に還元していくため

に、コンテンツ・ポータルサイトその他関連の取組との連携を図りつつ、放

送コンテンツに係る権利や交渉窓口に関する情報を集約するとともに、その

取引を希望する者に広く公開するオープンな市場を形成することにより、そ

の取引や利活用の一層の円滑化を図るための放送コンテンツの競争力強化に

関する法制度を検討し、２００７年度中に結論を得る。 

（総務省） 

 

③権利の集中管理を進める 
マルチユースに際し、クリエーターに適正な報酬がもたらされる仕組みと

して権利の集中管理や権利管理情報の整備を促進するとともに、著作権法上

の実演家の著作隣接権の共有に関する解釈を明確にし、利用に関しほとんど

の権利者の合意が得られるコンテンツの流通を促進するための方策について

検討を行い、２００７年度中に結論を得る。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

④コンテンツ業界における契約締結を促進する 
関係者間で合意された「放送番組における出演契約ガイドライン」の周知

徹底を図るとともに、コンテンツ業界において契約締結の促進に向けた気運

を醸成し、必要に応じその法的な環境の整備を進めるための検討を行い、２

００７年度中に結論を得る。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

⑤公正透明なコンテンツ産業を実現する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、独占禁止法及び下請代金支払遅延等防止法の

普及啓発・相談対応の充実を図るとともに、コンテンツ制作に係る下請取

引を行う事業者に対して下請代金支払遅延等防止法に基づく書面調査を実

施する等、両法を厳正かつ迅速に運用する。 

（公正取引委員会、経済産業省） 

 

ⅱ）２００７年度も引き続き、個人クリエーターの自主的な組織づくりを奨

励するとともに、クリエーターに不利にならない契約慣行や事故災害補償
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の在り方などの活動環境づくりに向けた検討を行い、必要に応じ所要の措

置を講ずる。 

（文部科学省、厚生労働省） 

 

⑥利用とのバランスに留意しつつ適正な保護を行う国内制度を整備する 
ⅰ）コンテンツの流通形態の変化を踏まえ、著作権の間接侵害について検討

を行い、２００７年度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅱ）法定賠償制度の創設等を含めて、著作権侵害に係る損害賠償請求や不当

利得返還請求等の役割・機能等に関して総合的に検討を行い、２００７年

度中に結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅲ）著作物の保護期間の延長や戦時加算の取扱いなど保護期間の在り方につ

いて、保護と利用のバランスに留意した検討を行い、２００７年度中に一

定の結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅳ）いわゆる放送新条約の検討状況を踏まえ、放送事業者への放送前信号に

係る権利、譲渡権の付与等に関して検討を行い、２００７年度中に結論を

得る。 

（総務省、文部科学省） 

 

⑦国際的な著作権制度の調和を推進する 
２００７年度も引き続き、現在検討されている視聴覚的実演や放送機関に

関する新条約の早期採択に向けて、積極的に議論に貢献する。また、アジア

諸国を中心に、「著作権に関する世界知的所有権機関条約」や「実演及びレコ

ードに関する世界知的所有権機関条約」への早期加入を働きかけるとともに、

途上国における著作権制度の普及・整備を支援する。 

（総務省、外務省、文部科学省） 

 

（３）一般ユーザーがコンテンツを利用する環境を充実する 
①ネット検索サービス等に係る課題を解決する 

情報化時代におけるネット検索サービスが、国民生活の利便性の向上のみ
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ならず、産業政策や文化政策上重要であることにかんがみ、ネット上での検

索サービス等に伴うサーバーへの複製・編集等や検索結果の表示に関する著

作権法上の課題を明確にし、所要の法整備の検討を行い、２００７年度中に

結論を得る。また、新たなコンテンツへの検索・解析技術の開発・国際標準

化や適切な保護ルールの検討などを２００７年度から開始する。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

②アーカイブ化を促進し、その活用を図る 
ⅰ）公共的なデジタルアーカイブにおける著作物の収集・保存や絶版等に至

った著作物で一般ユーザーが入手困難なものの提供など非営利目的や商業

的利用と競合しない利用について、クリエーターへの補償措置も考慮しな

がら、コンテンツの保存・収集・利用を円滑に進められる方策を検討し、

２００７年度中に一定の結論を得る。 

（文部科学省） 

ⅱ）２００８年中にＮＨＫアーカイブスのネット配信サービスが行えるよう、

必要な法整備を進めるとともに、関係者間の合意や過去の放送番組の二次

利用に関する権利処理に係る取組を促し、民間放送事業者や放送番組セン

ターの保有する番組を含め放送番組アーカイブの円滑な利用を促進する。 

（総務省、文部科学省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、東京国立近代美術館フィルムセンターの機能

の充実を図るとともに、漫画やアニメ関係資料、写真の収集保存について、

地域・民間等での取組に協力する。 

（文部科学省） 

ⅳ）２００７年度も引き続き、国立国会図書館において行われている貴重な

図書等のデジタル化やインターネット情報資源等を収集保存し、ネット上

で一般ユーザーの利用に供する取組について、その促進が図られるよう一

層の連携を進める。 

（文部科学省、関係府省） 

 

③インターネット上でのコンテンツの新たな創作・発信を促す 
インターネット上における著作物の自由な創作・発信を促すため、２００

７年度中に、著作物等のネットワーク上での利用条件を意思表示するシステ
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ムの構築を目指し、著作者が予め意思表示する際の利用条件の類型化や本人

の意思に基づく権利放棄の取扱い等のルールの法的課題等の研究を行うとと

もに、民間における自由利用促進のための取組を奨励・支援する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

④弾力的な価格設定など事業者による柔軟なビジネス展開を奨励する 
２００７年度も引き続き、消費者利益の向上を図る観点から、事業者によ

る書籍・雑誌・音楽用ＣＤ等における非再販品の発行流通の拡大及び価格設

定の多様化に向けた取組を奨励し、その実績を公表する。 

（公正取引委員会、文部科学省、経済産業省） 

 

⑤音楽用ＣＤにおける再販売価格維持制度について検証する 
２００７年度も引き続き、ユーザーがコンテンツを選ぶ際に、価格につい

ても幅広い選択肢の中から選ぶことができるよう、音楽用ＣＤについては再

販売価格維持制度の運用実態と効果を検証し、必要に応じてより効果的な方

途を検討し対応する。 

（公正取引委員会、文部科学省、経済産業省） 

 

⑥安心してコンテンツを利用するための取組を奨励・支援する 
ⅰ）一部のコンテンツが青少年を含め社会全般に悪影響を及ぼしているとの

指摘があることを踏まえ、２００７年度も引き続き「映像コンテンツ倫理

連絡会議」における取組など、有害なコンテンツから青少年を守るための

業界による自主的な取組を促進するとともに、ゲームの対象年齢を表示す

るレーティング制度の普及等を促進する。 

（警察庁、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）インターネット上の違法・有害情報の増大に対処するため、２００７年

度も引き続き、サイトの利用の是非を閲覧者が事前に容易に判断できるよ

う、情報発信者が自らのコンテンツの表現レベル等をマークとして表示す

る仕組みの実用化を目指す民間の自主的な取組を支援する。 

（総務省） 

ⅲ）権利者団体や通信キャリア事業者等によるモバイル向け著作権侵害コン 
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テンツ配信の根絶に向けた取組を奨励する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 
２．海外展開を促進する 
 

（１）日本のコンテンツの強みを世界的に発揮する 
①海外を意識したコンテンツ制作を促進する 

２００７年度中に、コンテンツの企画段階から海外との共同製作を進め、

現地の消費者の嗜好や番組形態、文化的・社会的規範に十分に配慮したコン

テンツを作ることを促すとともに、「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバ

ル」等を通じて、海外の放送事業者、映画会社、制作会社、実演家団体等と

の協力関係を深める機会を提供する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

②映画に関する協力覚書の締結を促進する 
２００７年度も引き続き、国際ルールの範囲内で、民間団体と海外諸国の

団体との合作協定や交流促進協定（相互の映画祭支援や映画人教育交流支援

等）の締結、クリエーター等の国際交流、国際共同製作を支援する。特に、

映画に関する協力覚書について、これまでに締結されているフランス、韓国

以外の主要国とも締結するよう促す。 

（外務省、文部科学省、経済産業省） 

 

③企業の海外展開を支援する 
ⅰ）事業者が海外展開を戦略的に進めることができるよう、２００７年度中

に、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）等を通じて、海外の市場動向、政策

動向、法制度、商慣習、海賊版被害実態、ビジネスの成功事例等の有用な

情報を提供するとともに、ＪＥＴＲＯ等において海外拠点にコンテンツ担

当者を配置するなど、情報収集機能や相談対応等の体制を強化する。また、

官民挙げて輸出入データや国別市場規模等の統計を整備する。 

（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）コンテンツ事業者の法務能力を向上するため、２００７年度中に、ＪＥ

ＴＲＯを通じ、国際実務に精通したエンターテインメント・ロイヤーの連
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携を進め、国内コンテンツ事業者との交流の場を設ける。 

（経済産業省） 

ⅲ）海外におけるコンテンツの販路拡大への支援や日本文化についての国際

的な理解を増進するため、２００７年度も引き続き、コンテンツ海外流通

促進機構への支援、映画・放送番組等コンテンツの海外見本市への出展や

海外映画祭への出品の際に必要となる字幕作成のための支援、海外におけ

る定期的な上映会の開催等を行うほか、国際交流基金やＯＤＡを通じ、ア

ニメ・教育番組など我が国コンテンツの海外発信を支援する。 

（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

ⅳ）家庭用ゲームを中心としたゲームの製作・流通に関する国際競争力を強

化するため取りまとめられた「ゲーム産業戦略」に基づき、海外展開に向

けて２００７年度から官民挙げた取組を進める。 

（経済産業省） 

 

④コンテンツ事業者の国際競争力を強化する 
ⅰ）コンテンツビジネスの国際化や流通経路の多様化、Ｍ＆Ａによるメディ

アのコングロマリット化などの状況を踏まえ、日本のコンテンツ事業者が

国際競争力を強化し、グローバル展開を加速するための戦略を２００７年

度において官民連携して速やかに策定する。また、同戦略に沿って、施策

の推進を図るとともに、コンテンツ事業者が自ら主体的に取り組むことを

促す。 

（経済産業省） 

ⅱ）海外放送メディアのスポンサーとなり得る企業や放送事業者、番組制作

者、関係省庁等による官民一体となった支援・協力体制を整備し、日本の

コンテンツにとって効果的なウィンドウとなり得るチャンネルの時間枠な

どの新たな流通ネットワークを開拓・確保し、日本の放送コンテンツを継

続して供給する仕組みを構築することにより、その競争力の強化を促進す

る。 

（総務省） 

ⅲ）これらの取組を踏まえ、コンテンツ事業者自らも一体となって国際戦略

を立案・実行する体制を整えることを促す。 

（総務省、経済産業省） 
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⑤コンテンツの国際取引を促進する 
２００７年度中に、コンテンツの国際取引マーケットであるＴＩＦＦＣＯ

Ｍについて「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」と連携しつつ一層

の充実を図るとともに、コンテンツ･ポータルサイトと連携したネット上のビ

ジネスマーケットの構築などを通じ、様々なコンテンツの国際取引市場を整

備する。また、国際取引拡大に必要な人材ネットワークの構築、コンテンツ

への投資促進に必要な評価手法の確立、ビジネスの透明化などコンテンツフ

ァイナンス促進のための基盤整備を行う。 
（経済産業省） 

 
⑥海外との共同製作、共同ビジネスの展開を強化する 

我が国のプロデューサーの国際共同企画開発を支援するため、２００７年

度も引き続き、日本映像国際振興協会（ユニジャパン）やＪＥＴＲＯなど関

係機関が連携しつつ、海外への情報提供・マッチング支援、海外の映画祭等

におけるワークショップの開催を行うとともに、法務、資金調達等に対する

支援を行う。「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」においても海外と

の共同製作など国際ビジネス展開を促進するための場を提供する。 
（経済産業省） 

 
⑦諸外国との連携を強化する 

アジア各国の閣僚級会合である「アジアコンテンツ産業セミナー」への参

加やアジアを対象としたライセンシー研修事業等を２００７年度も引き続き

実施する。 
（外務省、経済産業省） 

 
⑧音楽レコードの還流防止措置制度を活用するとともに輸出を拡大する 

２００７年度も引き続き、音楽レコードの還流防止措置の運用状況や海外

における邦楽レコードの販売・ライセンス状況を検証し、輸出の拡大を促す。 
（財務省、文部科学省、経済産業省） 

 
（２）日本をクリエーションの拠点とするとともに、魅力を世界に伝える 
①「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」を実現する 

２００７年度から、ゲーム、アニメ、マンガ、音楽、放送、映画のイベン

トを結集した「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」を開催し、観光、
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ファッション、食などのコンテンツ関連分野とも連携を図りつつ日本の魅力

を総合的に海外に発信する。その際、コンテンツの輸出を加速するため、ビ

ジネス関係者やメディアを対象とした見本市や国際シンポジウムを充実させ、

マーケット機能を強化する。また、東京国際映画祭の開催時期に合わせ、地

域においても映画祭やシンポジウムなど映画関連の各種イベントの集中実施

を支援する。 
（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、関係府省） 

 

②アジア域内の優秀な人材の交流を促進する 
アジアにおける優秀な人材の交流や移動を促進するため、コンテンツ分野

の高度人材の受入れ拡大の方策等について２００７年度中に検討し、必要に

応じ制度改正等の措置を講ずる。 

（法務省、外務省、厚生労働省、経済産業省） 

 

③コンテンツ・ポータルサイトを支援する 
地域発や中小コンテンツ事業者が創造するコンテンツを含め、幅広いコン

テンツが備えられ、国内外の利用者が我が国のコンテンツに関する情報に円

滑にアクセスできるよう、２００７年度も引き続き、日本のコンテンツの情

報発信基地であるコンテンツ・ポータルサイトの運用の拡大やその国際化を

支援する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

④「アニメ文化大使」事業を促進する 
２００７年度中に、在外公館等において日本のアニメ作品を上映するなど、

アニメを通じて海外に現代日本を紹介し、対日理解を促進する「アニメ文化

大使」事業を実施する。その際、当該事業の広報に当たっては、外務省ホー

ムページのほか、可能な限り民間が運営しているコンテンツ関連の英語版ホ

ームページを活用する。 

（外務省） 

 

⑤ライブエンターテインメントの集積化を促進し、観光との連携を進める 
２００７年度も引き続き、ホール・劇場・映画館等の集積化などに向けた
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関係者の自主的な取組を奨励、支援する。また、地域・観光情報を含めたシ

アターカレンダーの定期刊行化等を進め、ライブエンターテインメントを通

じた国内外への魅力の発信を行い、観光との連携に関する関係者の自主的な

取組を奨励、支援する。 

（文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

 

３．コンテンツ人材の育成を図る 
 
（１）プロデューサーやクリエーターを育成する 

ⅰ）２００７年度中に、メディア芸術の次代を担う創造的人材を育成するた

め、大学、ミュージアム等の推進拠点と制作会社等とのネットワークを形

成するとともに、国内外の若手クリエーターによる共同作品制作を実施す

る。 

（文部科学省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、専門職大学院（法科大学院を含む。）その他大

学における自主的取組（組織の設置などを含む。）への支援を一層充実する

とともに、海外の機関との提携や大学と産業界の連携・協力の促進を行う。

また、コンテンツに関わりの深い専門職大学院等においても、その自律的

な活動を促進するため、教育活動等の質を適正に評価する認証評価機関の

整備に向けた取組を奨励する。 

（文部科学省、経済産業省） 

ⅲ）２００７年度中に、コンテンツ分野における大学が連携して取りまとめ

られた優れたコンテンツ人材を育成するための人材養成振興方策や大学と

産業界の人材育成に関するニーズの適切なマッチング方策について、関係

者への普及を行う。 

（文部科学省） 

ⅳ）２００７年度中に、以下のコンテンツ人材育成のための事業を支援する。 

ａ）アニメやゲーム分野におけるコア人材の育成 

ｂ）若手映画作家の育成 

ｃ）映画関係団体等が学校や制作現場などと連携して行う制作現場におけ

る実践的な実習 

ｄ）将来性があるプロデューサーやクリエーターの海外留学や海外研修 
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ｅ）大学等における国際的なビジネス展開力やコンテンツ技術に関する知

識を有するプロデューサーとその指導者の育成 

ｆ）情報通信に関する人材研修事業の一環として、放送番組の制作などの

専門的な知識や技術の向上を図るための研修 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（２）エンターテインメント・ロイヤーを育成する 
２００７年度も引き続き、国内のエンターテインメント・ロイヤーがビジ

ネス戦略に係る助言や交渉を行うことができるよう、コンテンツ事業者との

交流を深めることなどにより、現場の実践を踏まえた専門能力の向上を図る

ことを支援する。また、世界的に用いられている映像コンテンツの海外販売

における基本契約書の日本語翻訳版を普及することにより、海外展開のため

の法務サービスを強化するよう促す。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（３）映像産業振興機構の活動を支援する 
２００７年度も引き続き、映画、放送、ゲーム、アニメ、音楽等の各業界

が、一体となって映像産業振興機構の活動に協力することを奨励するととも

に、映像産業振興機構が行う以下の活動を支援する。 

ａ）インターンシップの充実など産学連携による人材の育成とその活用 

ｂ）大学等で教える産業界の人材の登録・紹介 

ｃ）金融機関による出資・融資の斡旋などによる作品制作助成 

ｄ）各種政策助成措置の斡旋による起業支援 

ｅ）内外市場の整備・開拓の取組や関係者間の連携の取組 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（４）映像に係る産学官の集積を支援する 
映像産業に関係する教育機関、事業者、インキュベーター、エンターテイ

ンメント・ロイヤーなどの専門職種が地域に集積し、相互協力により各地域

に競争力のある映像産業クラスターが形成されるよう、２００７年度に実現

可能性の調査を行う等産学官連携の取組を支援する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 
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（５）コンテンツ等の融合分野の人材を育成する 
コンテンツ等の自然科学と人文・社会科学の融合分野において、国際性や

知財の知識を持つ人材は重要であり、２００７年度も引き続き、デジタル技

術に関する論理的思考能力と芸術的な表現能力などを兼ね備えた人材育成の

取組を支援する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

（６）優れたコンテンツを顕彰し、制作を促進する 
①外国人マンガ家を顕彰する 

マンガという日本発の表現方式を国際的に浸透させるため、２００７年度

から新進気鋭の外国人マンガ家を表彰する「国際漫画賞」を設ける。 

（外務省） 

 

②「メディア芸術祭」を充実する 
２００７年度も引き続き、メディア芸術に関する優れたコンテンツを顕彰

し、発表と鑑賞の場を提供するとともに、国内外の制作者によるシンポジウ

ムの開催、新しいメディア芸術表現を追究した作品展示を行い、人材育成の

機会を充実する。また、コンテンツ人材とビジネスとのマッチングを行う場

として、学生作品を対象としたコンテストの開催などの取組を促進する。 

（文部科学省） 

 

③有能な人材を発掘し、顕彰する 
２００７年度も引き続き、映画、音楽、アニメ等の各種コンペティション

の取組や優れた業績を残した人材を顕彰する取組を幅広く支援する。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（７）コンテンツに関する教育や啓発を充実する 
様々な体験活動を通じて創作することの大切さを知り、創作物を尊重す

る価値観を育むことにより、コンテンツやクリエーターを大切にする意識

を醸成するとともに、２００７年度中に、映像産業振興機構において、子

どもたちに推奨する日本映画のリストや海外における日本文化への理解を 
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促進するための日本映画の推奨リストを作成する 。 

（文部科学省） 

 

４．コンテンツに関する研究開発を推進する 
 
（１）世界をリードするコンテンツ関連技術の開発、普及を進める 
①技術の開発を促進する 

２００７年度も引き続き、以下のコンテンツ関連技術の開発を進める。 

ａ）文化財関係の公開・展示技術等の研究開発 

ｂ）権利の適切な保護の実現と家庭等でのコンテンツ利用における高い自

由度・利便性の確保の両立に向けたコンテンツ利用技術の開発・実証 

ｃ）高精細度画像関連技術の研究開発の支援、ハイビジョン技術の海外へ

の普及促進 

ｄ）教育コンテンツ等の共同利用を促進するための研究開発 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

②コンテンツ等の融合分野の知的創造活動を支援する 
デザインやコンテンツ等に係る工学分野と芸術分野との融合領域における

知的創造活動を促進するため、２００７年度も引き続き分野間の連携の下で

メディア芸術に関する基盤的な研究開発を支援する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

③産学官が連携し、先導的技術の研究開発を推進する 
２００７年度から、将来の実用化を目指したコンテンツに関する先導的技

術の研究開発を戦略的に進めるため、コンテンツに関して産学官が交流する

場を設けるなどによる研究者と産業界との連携を進める。 

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

④情報家電のネットワーク化を一層促進する 
我が国の技術開発力をいかし、ユーザーにとって便利でやさしい情報家電

のネットワーク化を一層促進するため、以下の研究開発・実証実験を２００

７年度も引き続き実施する。 
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ａ）性能に差異がある情報家電でも、安全・安心に、ネットバンキングや

ｅコマース、機器自動調整等のサービスに利用できる技術の確立 

ｂ）各情報家電の相互接続性確保のために最低限必要なホームサーバー・

ホームゲートウェイの仕様の確立 

ｃ）コンテンツ配信モデルの検証 

（総務省、経済産業省） 

 

（２）ハードとソフトを連携させたビジネスモデルを構築する 
①日本発のコンテンツ関連技術の開発を促進する 

マンガ、アニメなど日本の優れたコンテンツを生み出すノウハウをいかし

たコンテンツ作成技術などにおいて世界をリードできるよう、２００７年度

中に、「ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル」などの場において、ＣＧ

などソフト・ハードの連携に資する技術についての情報発信を行う。 

（経済産業省） 

 

②コンテンツビジネスに係るインフラ整備を促進する 
デジタルコンテンツの流通を促進するための重要な基盤である地上デジタ

ル放送に関し、２０１１年の全面移行に向け、デジタル受信機の全世帯への

普及を促進するなど官民連携した取組を進める。 

（総務省） 

 

（３）バランスのとれたプロテクションシステムを採用する 
コンテンツの流通を促進するに当たり、技術革新のメリット・利便性を国

民が最大限に享受できるようにするとの観点も踏まえ、視聴者利便の確保と

著作権の適切な保護を図り、あわせてコンテンツビジネスが拡大するよう、

バランスのとれたプロテクションシステムの策定・採用を促進するため、以

下の取組を進める。 

ａ）地上デジタル放送に関わる、いわゆる「コピーワンス」ルールの見直

しに代表されるように、一定の枠組みにおける電波利用方式の設定・実

施、放送関連機器・システムの規格・運用に関わるプロテクションシス

テムの設定は、事実上利用に当たっての制約になる可能性がある。した

がって、こうしたプロテクションシステムの設定について、行政として
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も引き続き、視聴者、メーカー、関係事業者等幅広い関係者の参加を得

て、その検討プロセスを公開し、その透明化を図ることによりシステム

間の競争を促進するとともに、あわせて、その透明、競争的かつ継続的

な見直しプロセスの在り方についても検討し、これまでの成果を踏まえ

２００７年度中の早期に結論を得る。 
ｂ）民間事業者において動画配信サービス等のプロテクションシステムを

検討する場合は、権利者が安心してコンテンツを提供できる環境を作る

とともに過去の失敗例に学び、ユーザーの使いやすさに配慮したルール

の採用を奨励する。 
（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 
５．コンテンツの制作・投資を促進する 
 
（１）放送コンテンツの取引市場を整備する 

２００７年度中に、民間において信頼性の高い放送コンテンツの価値評価

手法を確立するとともに、二次利用を含めた放送コンテンツの取引市場を整

備するよう促す。 
（総務省） 

 
（２）コンテンツ制作に対する投資を促進する 

ⅰ）コンテンツ制作に対する投資を促進するよう、２００７年度も引き続き、

金融商品・サービスを横断的に規制する金融商品取引法の周知を徹底する。 
（金融庁、経済産業省） 

ⅱ）より多くの事業者がコンテンツの信託業に参入することができるよう、

２００７年度も引き続き、信託の担い手の拡大など信託制度の活性化につ

いて信託業法の施行状況等を踏まえ検討を進め、必要に応じ制度を整備す

る。 
（金融庁） 

ⅲ）制作会社が広く資金調達を行うことができるよう、２００７年度も引き

続き、ＬＰＳ（投資事業有限責任組合）制度や共同事業の手段として整備

されたＬＬＰ(有限責任事業組合)制度など各種金融支援制度の普及に努め
る。 

（経済産業省） 
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（３）税制上のインセンティブを検討する 
個人や法人によるコンテンツの制作への資金拠出を円滑化するため、税制

上の更なるインセンティブの付与について２００７年度中に検討を行うとと

もに、関連する制度の周知普及を図る。 
（総務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 
（４）フィルムコミッション等の映像制作活動を支援する 

ⅰ）２００７年度も引き続き、全国の関係行政機関等に対し、映像制作及び

道路や公的施設の円滑な利用についての理解増進に向けた働きかけを行う

とともに、国の施設を活用したロケーションが行われるよう基準を整備し

たり、東京国際映画祭においてロケーションマーケットを実施する。 
（文部科学省、経済産業省、国土交通省、関係府省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、日本と海外のフィルムコミッションの連携を

促進するとともに、各地のロケーションに必要な情報をインターネット上

に集約した「全国ロケーションデータベース」について、新たに作成され

た外国語版を含め一層の活用を進める。 
（文部科学省） 

 
（５）地方のコンテンツ産業を振興する 

２００７年度も引き続き、海外からの積極的なロケーションの受入れ、地

域での上映イベントの開催など、観光産業を始めとした地域の産業とコンテ

ンツが一体となった取組を支援し、地域の文化や特殊性をいかした魅力ある

コンテンツ産業を振興する。 
（経済産業省） 

 
６．コンテンツ促進法を的確に運用する 

 
２００７年度も引き続き、コンテンツ促進法を的確に運用するとともに、

同法の施行状況を評価し、必要に応じ見直しを行う。また、同法第２５条に

規定する「コンテンツ版バイ・ドール制度」の関係府省における取組状況の

定期的な調査等を通じ、２００７年度も引き続き、同制度の積極的な利用を

推進する。 
（関係府省）
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Ⅱ．ライフスタイルをいかした日本ブランド戦略を進める 
 

世界に信頼され、尊敬され、愛される「美しい国、日本」を創っていくた

めには、日本人自身が「日本の魅力」を再認識・再評価するとともに、我が

国の文化創造力を一層高め、国として魅力ある「日本ブランド」を確立・強

化していくことが必要である。また、その「日本の魅力」を海外に向けて積

極的に発信していくことが重要である。 
その際、日本食・地域ブランド・ファッションには、海外でも十分通じる

優れたものが豊富に存在しており、こうした日本の優れたライフスタイルを

いかした「日本ブランド」づくりが国家戦略上も重要である。 
このようなライフスタイルに関わるビジネスは民間がその主役を担って

きているが、今後は政府としても、更なる発展に必要な環境整備や支援に努

めていくことが必要である。 
また、「日本ブランド」の発信に当たっては、観光や文化外交などの施策

とも連携しつつ、かつ、海外において評価されている他のコンテンツ（アニ

メ、マンガ等）とも連携した総合的な発信が効果的である。 

 

１．豊かな食文化を醸成する 
 

（１）日本食の魅力を世界に発信し、日本食人口の倍増を目指す 
①日本食の世界への発信を強化する 

日本食の普及・発信に係る連携・協力の促進、情報交換・技術交流のため、

２００７年度から、関係公的機関、業界団体、料理人、日本からの進出企業

等が現地でネットワークを構築することを促進する。また、在外公館や国際

交流基金、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）、国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）

等が民間とも連携して、懐石料理から家庭料理、日本茶、日本酒を含む多様

な日本食とそれを支える食材について、背景にある伝統、文化も含めて発信

するための取組を強化する。 

（外務省、財務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 
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②日本食レストラン推奨計画の取組を支援する 
２００７年３月に取りまとめられた「日本食レストラン推奨計画」を具体

化するため、推奨計画全体の枠組みを決定・管理する国内組織の立ち上げを

支援する。また、世界各地において日本食レストランに関する基礎調査の実

施や料理講習会の開催など、海外で推奨を実施する組織の設置や活動を支援

する。 

（農林水産省、関係府省） 

 

③外国人シェフを対象とした実務研修の充実を図る 
世界各地において実施する日本食特有の生魚の取扱い等衛生的な観点にも

配慮した料理技術講習会についてその充実・強化を図るとともに、２００７

年度も引き続き、料理人団体や専門学校が実施する海外の料理学校との連携

や外国人シェフの日本料理店等における実務研修などの自主的な取組を支援

する。 

（外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省） 

 

（２）優れた日本産の食材を世界に普及させる 
①総合的な輸出拡大戦略を推進する 

我が国農林水産物等の輸出額を２０１３年までに１兆円規模にするという

目標の実現に向け、２００７年５月に策定した「我が国農林水産物・食品の

総合的な輸出戦略」の下、官民が連携して、検疫交渉の加速化等の輸出環境

の整備、品目別の戦略的な輸出促進、日本食・日本食材等の海外への情報発

信等を推進する。 

（外務省、農林水産省） 

 

②日本食材のブランド化を促進する 
国際市場における日本の農産物のブランド化を図るため、２００７年度か

ら和牛や日本産果実等の統一的なマークの策定とその管理の徹底を促す。こ

れと併せて、日本産農産物の信頼性を確保するための生産、流通各段階にお

ける品質や安全性の確保・向上のための取組を強化する。 

（農林水産省） 
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（３）国民運動として食育を推進する 
「食育推進基本計画」に従い、２００７年度も引き続き６月の「食育月間」

や毎月１９日の「食育の日」を中心とする広報啓発活動を展開するとともに、

食文化の継承のための活動への支援、地産地消の推進などに取り組み、国民

運動として食育を推進する。 

（内閣府、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、関係府省） 

 

（４）優れた日本の食文化を評価し、発展させる 
①食文化に関する民間主体の取組を促進する 

「食文化研究推進懇談会」等の民間の主体的な活動による日本の食文化の

評価及び国内外への普及に向けた取組について、２００７年度も引き続き支

援するとともに、その成果や知見を積極的に政策に反映する。 

（外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、関係府省） 

 

②地域の食文化を発信する 
２００７年度から、郷土料理等の百選を実施するなど、地域に根付いた伝

統食や伝統食材、これらに関わる伝統文化等を取りまとめ、公表する。 

（農林水産省） 

 

（５）食を担う多様な人材を育成する 
２００７年度から民間団体が新たに実施する日本料理コンクールを始め、

専門調理師・調理技能士の育成、調理師養成施設等と料理業界の連携など料

理人の資質の向上のために民間が実施する取組を引き続き支援する。また、

食を担う多様な人材を育成するため、食関係の学部、学科の設置やカリキュ

ラムなどの教育の充実について、大学等による自主的な取組を支援する。 

（文部科学省、厚生労働省、農林水産省） 

 

２．多様で信頼できる地域ブランドを確立する 
 

（１）地域団体商標制度の活用を促す 
２００７年度も引き続き、関係者が連携・協力して団体等に対する普及・

啓発活動を実施し、各種団体が同制度を積極的に活用することを促進する。
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また、２００８年度から、地域団体商標制度の普及促進・発展に貢献した者

を顕彰する。 

（農林水産省、経済産業省） 

 

（２）魅力ある地域ブランドを生成する 
①地域ブランド化に向けた戦略的な取組を支援する 

２００７年度から地域ブランド確立の成功事例を紹介するとともに、引き

続き優れたブランドを顕彰するコンテストへの支援を実施し地域ブランド化

に向けた取組の更なる進展を促す。また、地域資源に関する市場調査やそれ

を踏まえた戦略づくり、地域の中小企業等が行う開発、産品の高品質化・高

付加価値化の取組に対し支援を強化する。 

（農林水産省、経済産業省） 

 

②人材の確保と育成を支援する 
２００７年度から、地域ブランド化を目指す産品の商品概念の構築、販路

創出、ブランド管理等の各段階に応じた専門性の高いアドバイザーやコーデ

ィネーターの派遣、セミナーの開催等を通じた地域ブランド産品の事業化を

支える人材の確保・育成を強化する。 

（農林水産省、経済産業省） 

 

（３）個別の地域食品ブランドについて基準の策定を促す 
民間が整備した「地域食品ブランド表示基準認証制度（本場の本物）」につ

いて、２００７年度も引き続きその普及・啓発を促進するとともに、各団体

が同制度を積極的に活用し、個別の地域食品ブランドごとにその地理的範囲

や生産方法、品質などの基準を自主的に作成・公表することを促進する。 

（農林水産省） 

 

（４）景品表示法を厳正に運用する 
地域ブランドに関し消費者取引の適正化を図るため、２００７年度も引き

続き、一般消費者の協力も得て、景品表示法を厳正に運用し、不正表示の取

締りを進める。 

（公正取引委員会） 
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（５）地域ブランドの発信を強化する 
地域ブランドを生産・販売する生産団体や中小企業等による国内外におけ

る展示会や見本市の開催・出展等に対し、２００７年度において支援を強化

する。 

（農林水産省、経済産業省） 

 

３．日本のファッションを世界ブランドとして確立する 
 

（１）世界に情報発信する 
①「東京発 日本ファッション・ウィーク」を抜本的に強化する 

ⅰ）２００７年度において、我が国が比較優位を有する高付加価値の生地の

展示会や一般消費者を対象としたイベントを東京コレクションとともに

「東京発 日本ファッション・ウィーク」の事業として明確に位置付け、

それらの機能強化を図る。また、そうした取組に必要な財政基盤を官民挙

げて強化する。 

（経済産業省） 

ⅱ）アジアの情報発信拠点としての日本の地位を一層高めるため、２００７

年度において、アジアを始めとする世界の優れた新進デザイナーの出展機

会を抜本的に増やすとともに、海外のバイヤーやメディアへのＰＲを強化

する。 

（外務省、経済産業省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、資質は高いが資力に乏しい新進デザイナーに

対し、東京コレクションの会場使用料を免除するとともに、必要に応じ合

同の商談会場を提供する。 

（経済産業省） 

 

②在外公館などの海外拠点を活用する 
２００７年度から、ファッション関係の民間団体等が在外公館などの海外

の拠点を活用し、日本の優れたデザイナーによるフロアショーや展示会を行

うことを支援する。 

（外務省、経済産業省） 
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③ストリートファッションを世界に紹介する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、ファッション関係の民間団体等に対し、海外

からの関心が高いストリートファッションに関するウェブサイトの情報を

充実するよう促す。 

（経済産業省、国土交通省） 

ⅱ）ビジット・ジャパン・キャンペーンの一環として２００６年度に外国人

観光客向けに行われた「原宿ウォーキングツアー」の取組を参考に、２０

０７年度も引き続き、地域が自主的に行う同様の取組を支援する。 

（経済産業省、国土交通省） 

 

（２）国内におけるクリエーションを活性化する 
①ビジネスの機会を提供する 

ⅰ）２００７年度も引き続き、技術力のある中小の繊維製造事業者と優れた

デザイナーが組み、流通力のあるアパレル・小売企業との連携を図る展示

会である「クリエーション・ビジネスフォーラム」を充実させる。 

（経済産業省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、新進デザイナーとアパレル企業との連携強化

や小売企業による売り場提供を促す。 

（経済産業省） 

 

②海外の優秀な人材を積極的に受け入れる 
海外のデザイナーなどが日本で活躍する機会を増やす観点から、２００７

年度中に高度人材としての受入れ拡大のニーズやその方策について検討し、

必要に応じ制度改正等の措置を講ずる。 

（法務省、厚生労働省、経済産業省） 

 

③生地やデザインのアーカイブを整備する 
これまでに繊維・ファッション産業が作り上げてきた各産地の生地や時代

を画したデザインの服の散逸を防ぐとともに、新たな製品開発を刺激するも

のとなるよう、２００７年度中に、それらを１箇所に集積したアーカイブの

整備に向けた検討を行い、結論を得る。 

（経済産業省） 
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（３）ファッション関係の人材を育成する 
世界に通用するデザイナーや国際ビジネスに精通した人材を育成するため、

以下の取組を行う。 

ａ）２００７年度から、経営関連の大学の学部や大学院などにおいてファ

ッション関連の授業科目を開設するなど、大学等による自主的な取組を

支援する。 

ｂ）２００７年度も引き続き、人材養成機関に対し、繊維のものづくり技

術やデザインに関する知識を有し、国内外のファッションビジネスにも

通じている人材を産業界から講師として登用する取組を強化するよう促

す。 

ｃ）２００７年度も引き続き、産業界に対し、受講生のインターン受入れ

を充実するよう促す。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（４）海外展開を支援する 
①海外展示会への出展支援を充実する 

２００７年度から、ＪＥＴＲＯが支援を行う海外展示会については、ＪＥ

ＴＲＯを通じ、展示会の主催者や出展企業に対し、対象とする顧客層の明確

化やそれに適した開催都市の選択、出展ブランドの充実、商談機能の一層の

強化、展示前後のフォロー体制の強化等を図るよう促す。 

（経済産業省） 

 

②事業者への情報提供を充実する 
２００７年度から、ＪＥＴＲＯが中心となり、海外展開の経験に乏しい中

小の繊維製造事業者や中小のアパレル・小売企業に対し、海外の契約実務や

商慣行など必要な情報提供を行う。 

（経済産業省） 

 

③デザイン・ブランドの模倣品問題に適切に対処する 
２００７年度において、国内の繊維産業団体等に対し、デザインやブラン

ドの保護強化のための検討体制を整備するとともに、他の先進国の団体との

連携やアジア諸国等への働きかけを強めるよう促す。また、２００７年度も
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引き続き、各種セミナーや展示会などの機会を通じ知的財産制度の普及・啓

発を図り、企業戦略上重要なデザインやブランドについては国内外で知的財

産権を取得するよう促す。 

（経済産業省） 

 

（５）地域の取組を奨励する 
①地域の特性を踏まえたファッションの振興と良好な景観づくりを促す 

２００７年度も引き続き、地域の歴史的・産業的特性を踏まえたファッシ

ョンの振興を促すとともに、良好な景観づくりを行うよう支援する。 

（経済産業省、国土交通省） 

 

②新たなファッションの需要を創出する 
２００７年度も引き続き、環境への配慮と快適性を兼ね備えたファッショ

ンやシニア世代を含む大人向けファッションなど、地域や民間が創意工夫に

より新たな需要を創出する取組を奨励する。 

（経済産業省） 

 

４．日本の魅力を海外に発信する 
 

（１）海外への情報発信を強化する 
①日本の玄関口の活用を促進する 

２００７年度も引き続き、在外公館において、日本ブランドの発信に貢献

する民間企業等に対し、製品展示会等の催しの開催、相手国政府への仲介、

情報提供等により積極的に支援するとともに、政府自らも日本ブランドの発

信を推進する。また、国際空港の免税エリアなど外国人の目に付きやすい場

所を活用した日本のブランド産品の販売や各種情報の発信を促進する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、関係府省） 

 

②外国人観光客やメディアに積極的に発信する 
２００７年度も引き続き、外国人観光客を対象として、日本の食、地域ブ

ランドや、ファッションなどの日本ブランドを取り入れた観光ツアーやイベ

ントの企画・提案に関する関係者の自主的な取組を支援する。また、官民が
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取り組む各種イベントについて、海外メディアなどに対する積極的な情報発

信を促す。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

③国際放送を活用する 
外国人向けの映像国際放送の２００８年度中の開始を見据え、アニメ、音

楽、映画等の映像コンテンツを始め、観光、ファッション、食、工業デザイ

ン等のあらゆる分野において日本の魅力を発信していくため、映像国際放送

の具体的な活用方法を検討し、必要な支援策を講ずるとともに、政府や関係

団体が一体となった取組を推進する。 

（総務省、関係府省） 

 

④日本の魅力発信について分野横断的な取組による相乗効果を図る 
２００７年度から、日本のライフスタイルを支える食文化、工芸品、ファ

ッション、さらにはマンガやアニメといった各種のコンテンツについて、連

携したイベントを企画・実施する等、背景にある地域性、伝統、文化等の相

互の関連性をいかした相乗的な魅力の発信を推進する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

（２）日本ブランドに関する調査の結果を体系的に整理し活用する 
現在、在外公館、国際交流基金、ＪＥＴＲＯ、ＪＮＴＯ等の公的機関が、

文化交流、観光立国、輸出促進などの個別の目的に応じて実施している海外

における日本のイメージ等に関する調査・情報収集活動について、２００７

年度から、その内容の充実を図るとともに、その結果を体系的に整理し、分

析・評価して関係者間で共有する体制を構築する。さらに、関係省庁が相互

に連携し、これら分析結果を各種施策の運営に反映する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

（３）日本文化の発展や海外発信に貢献した者を顕彰する 
２００７年度も引き続き、日本文化の発展や海外への紹介に功績のあった

者を積極的に顕彰する。その際、外国人を積極的に顕彰するとともに、年齢 
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にとらわれることなく、速やかに顕彰する。 

（外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、関係府省） 

 

（４）優れたライフスタイルを評価し、日本ブランドとして確立する 
①新しい日本ブランド＝新日本様式を推進する 

日本の伝統文化に見いだされるデザイン・機能・コンテンツなどを現代生

活に合わせて再提言し、新しい日本ブランド（「新日本様式」）として確立す

ることを目的として、商品・コンテンツの選定、開発・提供等に対する支援、

国内外への普及啓発等の活動を、２００７年度も引き続き積極的に奨励する。 

（外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

 

②我が国の優れた製品を日本ブランドとして確立し発信する 
我が国のインテリア関連製品（家具、食器等）の中から世界の生活者に訴

求することのできる機能性、デザイン性、物語性を兼ね備えた製品を選定す

るとともに、海外の代表的な展示会に出展支援すること等、世界で通用する

日本ブランドを構築するための取組を２００７年度から開始する。 

（経済産業省） 

 

（５）日本の高い「感性」を発信し、経済価値の創造につなげる 
日本の「感性」の力をものづくりに活用し、経済の原動力とするため、産

学官が一体となって取り組んでいくべき事項等を取りまとめた「感性価値創

造イニシアティブ」に基づき、２００７年度から、例えば国内外への関心を

高めるためのシンポジウムの開催、感性価値創造を担う関係者から成る「感

性価値創造フォーラム（仮称）」の設立等の取組を推進する。 

（経済産業省） 

 

（６）日本発のデザインであることの表示を促す 
日本人の発案、デザインであることを世界の消費者に対してアピールする

ため、２００７年度から、自主的な取組として、日本企業や日本人が企画・

デザイン等を行った製品であることが明らかになるよう表示することを促進

する。 

（経済産業省）
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第５章 人材の育成と国民意識の向上 
 

知財立国の実現に当たり最も重要なことは、知財を創造し、保護し、活用

する人材を育成することである。 
このため、２００６年１月、「知的財産人材育成総合戦略」が取りまとめ

られた。今後もこの戦略に基づき、知財専門人材の大幅増加、若年層など各

段階に応じた知財教育の推進、国際的に通用する知財専門人材の育成・確保

及び知財人材のキャリアパスの確立に向け、産学官が連携して知財人材の育

成に一層取り組むことが必要である。 

 

１．知的財産人材育成総合戦略を実行する 
 

２００７年度も引き続き、「知的財産人材育成総合戦略」を着実に実行し、

知財専門人材の一層の増加及びその能力の高度化、広域化、知財創出・マネ

ジメント人材の知財活用能力の高度化及び国民全体の知財民度の向上を図る。

あわせて、大学、企業等に対してもその実施を促す。 

また、第 1期（２００５年度～２００７年度）における知財人材育成に関

する各種施策の実施状況に関する評価を２００７年度中に行い、第２期（２

００８年度～２０１１年度）に向けて必要な措置を講ずる。 

（法務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

２．知的財産人材育成を官民挙げて進める 
 

（１）知的財産人材育成推進協議会を支援する 
２００７年度も引き続き、知的財産人材育成推進協議会を中心とした関係

機関の連携の下、異なる職種の知財専門人材（例えば、企業の知財部員、弁

理士及び審査官）が議論し合う研修の実施など各研修機関の長所をいかしつ

つ、相乗効果を発揮した活動を行うよう促すとともに、これを支援する。 

また、２００７年度から知的財産人材育成推進協議会が設立したウェブサ

イトを通じて、関係機関の研修情報の掲載など知財人材育成に関する総合的 
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な情報の発信を行うよう促す。 

（法務省、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 
（２）知的財産教育研究への支援プログラムを充実する 

２００７年度も引き続き、競争原理に基づいて優れた取組を選定し財政支

援を行う各種のプログラムにおいて、知財の分野を支援するとともに、知財

教育に取り組む法科大学院や知財専門職大学院、技術経営（ＭＯＴ）プログ

ラムなどにおける優れた取組を促進し、高等教育機関における知財教育を充

実させる。 
（総合科学技術会議、文部科学省、関係府省） 

 
（３）先端技術を理解できる人材等を知的財産専門人材として活用する 

ⅰ）２００７年度も引き続き、先端技術に深い知識と経験を有する研究者・

技術者や技術士、ポストドクター、信託等の金融についての知識経験を有

する者などを知財専門人材として活用するために、知財に関する様々な職

種の情報を収集し、業界紙や学会誌等の各種のメディアを通じて周知・紹

介する。 
（文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）各大学において、より実践的な研究人材など知識基盤社会を多様に支え

る高度専門人材を産学の協働で育成するため、２００７年度も引き続き、

単位認定を前提とした長期インターンシップ体系の構築を支援し、その普

及を促進する。 
（総合科学技術会議、文部科学省、関係府省） 

 
（４）海外派遣など海外との交流を活発化する 
①国際的な知的財産専門人材を育成する 

知財を活用して国際的な産学官連携や企業の事業展開を進めるため、２０

０７年度も引き続き、科学技術に詳しく、海外での侵害訴訟や契約に精通し、

経営に明るく、国際的に通用する知財専門人材の育成、確保に取り組む。ま

た、２００７年度も引き続き、海外研修等を通じ大学知的財産本部において

国際的に通用する知財専門人材を育成・確保するために必要な取組を推進す

る。 
（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 
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②アジア等の人材の受入れと専門家派遣を拡充する 
２００７年度も引き続き、日本をアジアの知財人材育成の拠点とすべく、

アジア等の知財人材の受入れと専門家の派遣を拡充する。また、大学の学部

や大学院における同様の取組を奨励する。 

（外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省） 

 
（５）知財人材育成ネットワークの構築を図る 

ⅰ）日本の研修機関や大学等において知財教育を受けたアジア等の知財人材

との連携を深めるなど、２００７年度も引き続き、国内外人材ネットワー

クを充実させる。 

（外務省、文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）大学の知財活動を充実し、技術移転等を一層効果的に進めるため、２０

０７年度も引き続き、知財に関する人材ネットワークを構築し活用する大

学・技術移転機関（ＴＬＯ）の自主的な取組を奨励する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

ⅲ）研修機関間の国際的なネットワークの構築に向け、２００７年度から、

研修機関間の国際的な交流の場に積極的に参加する。特に、アジアにおい

ては日本における知財人材育成の取組を紹介するなど、日本が中心となっ

て研修機関間のネットワークの構築を行う。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（６）学会を活用するとともに知的財産に関する研究を支援する 
①各種学会における知的財産関連の研究を促す 

研究者等に対する知財の普及・啓発のため、２００７年度も引き続き、自

然科学系・経営系等の学会において知財に関する分科会の設立を促す。また、

知財系の学会に対しては、知財人材育成に関する研究を２００７年度も引き

続き行うよう促す。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

②知的財産に関する総合的かつ学際的な研究を行う 
２００７年度も引き続き、情報学や環境学の発達によって情報産業や環境

関連産業が発達したことにかんがみ、科学技術、コンテンツ、法学、経営学
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等の多様なアプローチに基づき、知財に関する総合的かつ学際的な研究を推

進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省） 

 

（７）知的財産の教育者や教材・教育ツールを開発する 
①知的財産の教育者を育成する 

初等中等教育や大学、民間企業など広範な分野において知財人材の育成が

求められているため、２００７年度も引き続き、最新かつ実践的な教育プロ

グラムに関する研究やその成果について積極的に情報提供するとともに、集

中的な研修を通じ教育者を育成する。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

②知的財産教育に関する教材・教育ツールを開発する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、特許権や著作権などを統一した知財教育のプ

ログラムを策定するとともに、学校での知財教育を支援するため、初等中

等教育における各段階に応じた教材の作成・提供や手引書の作成、学校に

おける知財教育の具体的手法の研究開発など、知財に関する教育事業を実

施する。 

また、ｅラーニングを始めとして、いつでもどこでも知的財産教育を受

けられるよう、２００７年度から教材のダウンロードが可能な環境の整備

を進めるとともに、モバイル端末等で利用できる教材の充実を図る。 

（文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）知財に関する多様な教育・研修機会の拡大を図るため、放送大学におい

て２００７年度から知財関連科目の面接授業（スクーリング）を開始し、

２００８年度からは知財関連科目の放送授業を開始するよう促す。また、

２００７年度も引き続き、メディア教育開発センターにおける著作権等の

知財に関する教材開発と普及支援などを促す。 

（文部科学省） 

 

（８）知的財産人材に関する評価指標の充実を図る 
ⅰ）知財専門人材に対する社会一般の認識を高め、地位の向上を図るため、

２００７年度中に、職業能力開発促進法に基づく技能検定制度に知財の専
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門職種を追加する等必要な措置を講ずる。 

（厚生労働省） 

ⅱ）２００７年２月、企業の知財活動に関わる人材に求められるスキルを明

確化した「知財人材スキル標準」が策定された。この標準がより多くの企

業において利用されるよう、その周知及び普及を図る。 

（経済産業省、関係府省） 

 

（９）知的財産に関する研究助成や表彰事業を充実させる 
２００７年度から、民間機関による知財に関する研究助成、表彰など様々

な取組を促す。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

３．知的財産人材育成機関を整備する 
 

（１）教育機関における柔軟で実践的な知的財産教育の環境を整備する 
ⅰ）２００７年度も引き続き、大学等の工学部、理学部、農学部、医学部、

歯学部、薬学部等の理系学部や法学部、芸術学部、経営学部といった将来

の知財専門人材や知財創出・マネジメント人材を育成する学部・学科等に

おいて、それぞれの専攻に即した知財教育を展開することを促す。 

（文部科学省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、知財分野に精通し、研究開発、経営、起業等

に豊富な知識・経験を有する民間企業等の人材を教員又は講師として、法

科大学院、ＭＯＴプログラム、知財専門職大学院、知財を専攻する学部・

学科において積極的に活用するよう促す。また、夜間及び休日専門の法科

大学院の創設や夜間の講座の拡充等、社会人教育や実務家教員の参画を容

易にするための各大学の取組を促す。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

ⅲ）２００７年度も引き続き、大学等の教育機関において、各々知財に関す

る教育を提供することが容易でない場合、大学等の教育機関がコンソーシ

アムを活用するなど連携して取り組み、地域における知財教育の振興を図

ることを促す。 

（文部科学省） 
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ⅳ）２００７年度から、高等専門学校における知財教育への取組についての

調査を踏まえ、それぞれの専攻に即した知財教育を展開するよう促す。 

（文部科学省） 

ⅴ）２００７年度も引き続き、知財に関する融合人材を育成するため、各大

学における主専攻・副専攻を組み合わせたカリキュラムの構築やジョイン

ト・ディグリーの取組を促す。 

（文部科学省） 

ⅵ）大学の学部や大学院における知的財産に関する授業の様々な形態別の実

施状況や課題を２００７年度中に調査し、国内外の大学等との連携を含め、

知財教育が広く普及することを促進する。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

（２）法科大学院における知的財産教育を推進する 
ａ）２００７年度も引き続き、法科大学院の教員資格については、法学部の

教育経験にとらわれず、実務経験を重視して、専任教員に関する審査を行

う。 

ｂ）２００７年度も引き続き、法科大学院において、知財に重点を置いた教

育を行うなど知財法に関する教育を一層充実させる自主的な取組を促す。 

ｃ）２００７年度も引き続き、これまでに調査分析した法科大学院の入学者

選抜状況を公表し法科大学院に周知することにより、各法科大学院の入学

者選抜方針に基づく入学試験において理系出身者に配慮するといった法科

大学院の自主的な取組を促す。 

ｄ）２００７年度も引き続き、理系出身者等の法学以外の学部出身者や社会

人など実務等の経験を有する者の入学者に占める割合が３割以上となるよ

う、これらの人材の積極的な受入れのための入学者選抜の取組事例を調

査・公表することにより、各法科大学院の一層の取組を促す。 

（文部科学省） 

 

（３）知的財産専門職大学院における知的財産教育を推進する 
２００７年度も引き続き、知財専門職大学院において、弁護士、弁理士に

限らず、広く知財に携わる専門家を目指す者に対して、実務、ビジネス、知

財政策、国際面を含めた教育を施し、知財ビジネスを多方面で支援できる知
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財専門人材の育成を促す。 

（総合科学技術会議、文部科学省） 

 

４．各分野の知的財産人材を育成する 
 

（１）知的財産専門人材を育成する 
①弁理士の大幅な増員や資質の向上を図る 

ⅰ）２００７年度も引き続き、弁理士の大幅な増加を図る。また、弁理士の

資質の向上を図るため、複雑化する技術や国際化に対応でき、顧客からの

信頼を得ることができる弁理士を育成するため日本弁理士会の取組を促す

とともに、大学（法科大学院、知財専門職大学院）、工業所有権情報・研修

館等を活用するよう促す。 

（文部科学省、経済産業省） 

ⅱ）中小・ベンチャー企業、大学、研究機関等の産業技術力強化に向けた総

合的支援を行うため、コンサルティングやマーケティング、知財戦略策定

等を含めた知的創造サイクルの全般にわたった総合アドバイザー型の弁理

士を多数育成するよう日本弁理士会に促す。 

（経済産業省） 

ⅲ）「弁理士法の一部を改正する法律案」が２００７年通常国会に提出されて

いる。同法案が成立した場合には、弁理士の資質の維持及び向上を図るた

め、２００７年度から弁理士及び弁理士試験に合格した者に対する研修制

度を整備する。 

（経済産業省） 

ⅳ）新たな制度の運用状況や弁護士・弁理士の活動状況等の実情も踏まえ、

特定侵害訴訟における単独受任等の検討も含めた弁理士の積極的活用等に

ついて、２００７年度以降検討を行う。 

（法務省、経済産業省） 

ⅴ）紛争処理に関するユーザーの多様なニーズに応えるため､２００７年度も

引き続き、いわゆる付記弁理士になるための研修や付記弁理士に対するよ

り一層の啓発を行うための研修について、日本弁理士会の取組を促す。 

（経済産業省） 
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②弁護士の大幅な増員や資質の向上を図る 
ⅰ）法曹人口の大幅な増加が図られている中で、２００７年度も引き続き、

知財に強い弁護士を増加させる。また、知財法を含む選択科目別の司法試

験合格者数を調査するなど、知財に強い法曹人材の養成が適切に行われて

いるか検証する。 

（法務省） 

ⅱ）２００７年度も引き続き、知財に関する研修への参加や講義の受講等弁

護士の自己研鑽を通じて、知財に強い弁護士が増加することを期待する。

また、２００７年度も引き続き、弁護士が企業内で知財実務に直接携わる

ことができるよう意識の改革や環境の整備を促す。 

（法務省、関係府省） 

 

③産学連携従事者の能力の向上を図る 
２００７年度も引き続き、ポストドクター等の若手研究人材に対してＴＬ

Ｏ、大学知的財産本部、大学発ベンチャー、ベンチャーキャピタル等でＯＪ

Ｔの研修等を通じて知財を事業化に結び付けるための能力開発を行う取組を

支援する。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

（２）知的財産創出・マネジメント人材を育成する 
①特許庁のノウハウの開放を推進する 

特許庁審査官のノウハウをベースにした実践的な検索実務に関する研修を

地方でも実施するなど、２００７年度から、特許庁のノウハウの開放をより

一層推進する。 

（経済産業省） 

 

②経営者・経営幹部の知的財産意識を高め産業界の意識を改革する 
２００７年度も引き続き、企業の経営者・経営幹部が優れた研究成果の事

業的価値を見いだすいわゆる目利き能力の向上により、知財活用能力の高度

化を図るよう奨励するとともに、各企業の経営者・経営幹部が知財を正しく

理解し、知財戦略を事業戦略・研究開発戦略と連携させることができるよう、

知財戦略セミナー、シンポジウムの開催や大学等における知財マネジメント
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スクール、関係府省との意見交換等を通じて普及・啓発活動を行う。 

また、企業内において知財人材の適切な評価・処遇を行うよう促す。 

（総合科学技術会議、文部科学省、経済産業省、関係府省） 

 

③普及指導員の知的財産に関する資質の向上を図る 
農業技術･経営に関する支援活動において直接農業者に接する機会の多い

普及指導員の知財に関する資質の向上を図るため、普及指導員資格試験の内

容に育成者権、商標権を中心とした知財権に関する項目を導入することにつ

いて、２００７年度中に検討し結論を得る。また、２００７年度から、研修

の実施に当たり知財権に関する権利侵害の未然防止等を図るため、普及指導

員が品種保護Ｇメン、国、関係機関と連絡・連携して対応できるよう、実務

的な観点も含めるなど、その内容を充実させる。 

（農林水産省） 

 

５．国民の知的財産意識を向上させる 
 

（１）学校における知的財産教育を推進する 
学習指導要領の見直しにおいて、子どもたちの創造性をはぐくむ教育活動

の充実について検討を行うなどにより、２００７年度も引き続き、各学校段

階に応じた知財教育を推進する。また、２００６年度に行った各学校段階や

各教科に応じた知財教育研究の成果を周知・普及する。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（２）地域における知的財産教育を推進する 
創造性をはぐくむ教育により柔軟な発想力と豊かな創造性を養うとともに、

自らが新しいアイディアやモノを創造する体験を通じて培われるオリジナリ

ティを尊重する意識を自己や他人の権利を尊重する意識に発展させるべく、

２００７年度も引き続き、地域の工作教室、発明教室等の課外活動などを通

じた知財教育の充実を促す。 

また、家庭、地域、教育機関などを含む社会全体が協力し、段階に応じた

適切な教育が実施されるよう、２００７年度も引き続き、企業のＯＢ等豊富 
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な経験を有する人材の活用も含めた環境の整備を促す。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（３）知的財産の創造、保護、活用の体験教育を充実する 
２００７年度から、高校生や大学生を対象としたパテントコンテストの充

実を図るなどにより、知財の創造、保護、活用の体験教育を推進する。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（４）専門高校における知的財産教育を推進する 
工業高校や農業高校などの専門高校における知財教育を推進し、２００７

年度から、これまでの取組事例を教員研修で活用する等により充実を図ると

ともに、その内容について必要に応じ学習指導要領の見直しに反映させる。 

（文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

 

（５）学校と地域産業界の連携による知的財産人材育成を推進する 
学校と地域産業界が連携して若手ものづくり人材の育成を図る事業の活用

等を通じ、２００７年度から、学校と地域産業界の連携による知財を創出す

る技術者など知財人材育成を促す。 

（文部科学省、経済産業省） 

 

（６）知的財産を含めた消費者教育を推進する 
２００７年度も引き続き、「消費者は、消費生活に関し、環境の保全及び知

的財産権等の適正な保護に配慮するよう努めなければならない。」という消費

者基本法の規定に基づき、知財を含めた消費者教育の推進体制の強化、担い

手の強化及び内容の充実を図る。 

また、「消費者教育を幅広く、かつ、効率的･効果的に実施していくために、

広く関係機関の協力を得て消費者の教育の体系化を図り、これに基づく消費

者教育の推進方策について検討する。」との消費者基本計画における記載に基

づき、２００７年度中に、知財を含めた消費者教育の体系化についても一定

の結論を得る。 

（内閣府、文部科学省、関係府省） 
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（７）知的財産に関する国民への啓発活動を強化する 
２００７年度も引き続き、児童・生徒、大学生、社会人一般、実務者向け

に、民間の知財の専門家を活用しつつ、それぞれの特性を踏まえた知財に関

するセミナーの開催等を行う。 

（文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

 

（８）知的財産関連統計の充実・活用を図る 
２００７年度も引き続き、ユーザーの多様なニーズに対応した政策展開に

資するよう、知財政策の企画立案の基礎となる知財関連調査統計の充実を図

るとともに、その幅広い活用を図る。 

（総務省、経済産業省、関係府省）
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１．知的財産戦略本部 名簿 
 

（内閣総理大臣及び国務大臣） 

本部長 安倍 晋三 内閣総理大臣 

副本部長 塩崎 恭久 内閣官房長官 

 高市 早苗 内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策、

科学技術政策、イノベーション、少子

化・男女共同参画、食品安全） 

 伊吹 文明 文部科学大臣 

 甘利  明 経済産業大臣 

本部員 菅  義偉 総務大臣／内閣府特命担当大臣（地方分

権改革） 

 長勢 甚遠 法務大臣 

 麻生 太郎 外務大臣 

 尾身 幸次 財務大臣 

 柳澤 伯夫 厚生労働大臣 

 冬柴 鐵三 国土交通大臣 

 若林 正俊 環境大臣／農林水産大臣臨時代理 

 久間 章生 防衛大臣 

 溝手 顕正 国家公安委員会委員長／内閣府特命担当

大臣（防災） 

 山本 有二 内閣府特命担当大臣（金融） 

 大田 弘子 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

 渡辺 喜美 内閣府特命担当大臣（規制改革） 
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（有識者） 相澤 益男 総合科学技術会議議員／東京工業大学学 

 長 

 岡村  正 （株）東芝取締役会長 

 梶山 千里 九州大学総長 

 角川 歴彦 （株）角川グループホールディングス代

表取締役会長兼ＣＥＯ 

 佐藤 辰彦 弁理士／創成国際特許事務所所長 

 里中満智子 マンガ家 

 中山 信弘 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 長谷川閑史 武田薬品工業（株）代表取締役社長 

 三尾美枝子 弁護士 

 山本 貴史 （株）東京大学ＴＬＯ代表取締役社長 

 

（五十音順、敬称略；２００７年５月３１日現在） 
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２．専門調査会 名簿 
 

（１）知的創造サイクル専門調査会 

 

○ 阿部 博之 （独）科学技術振興機構顧問 

板井 昭子 （株）医薬分子設計研究所代表取締役社長 

加藤郁之進 タカラバイオ（株）代表取締役社長 

久保利英明 日比谷パーク法律事務所代表／大宮法科大学院大

学教授 

下坂スミ子 下坂・松田国際特許事務所所長 

妹尾堅一郎 東京大学先端科学技術研究センター特任教授 

田中 信義 キヤノン（株）専務取締役 

中山 信弘 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

八田 達夫 国際基督教大学教養学部国際関係学科教授 

前田 裕子 東京医科歯科大学知的財産本部技術移転センター

長・特任助教授 

吉野 浩行 本田技研工業（株）取締役相談役 

○：専門調査会会長 

（五十音順、敬称略；２００７年２月２６日現在） 
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（２）コンテンツ専門調査会 

 

阿久澤 宏一郎 （財）伝統的工芸品産業振興協会専務理事 

阿久津 聡 一橋大学大学院国際企業戦略研究科助教授 

麻生 渡 福岡県知事 

荒川 亨 （株）ＡＣＣＥＳＳ代表取締役社長 

牛尾 治朗 ウシオ電機（株）会長 

太田 伸之 （株）イッセイ ミヤケ代表取締役社長 

岡村 正 （株）東芝取締役会長 

小川 善美 （株）インデックス代表取締役社長 

角川 歴彦 （株）角川グループホールディングス代表取締役会長

兼ＣＥＯ 

金丸 恭文 フューチャーアーキテクト（株）代表取締役会長兼Ｃ

ＥＯ 

久保 雅一 （株）小学館キャラクター事業センター センター長 

／東京アニメセンター ゼネラルプロデューサー 

久保利 英明 日比谷パーク法律事務所代表／大宮法科大学院大学教授

熊谷 美恵 （株）セガＡＭ研究開発本部第三ＡＭ研究開発部部長 

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授 

小山 裕久 日本料理店「青柳」主人／学校法人平成調理師専門学校校長

里中 満智子 マンガ家 

重延 浩 （株）テレビマンユニオン代表取締役会長兼ＣＥＯ 

辻 芳樹 学校法人辻料理学館理事長・辻調理師専門学校校長 

土肥 一史 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

浜野 保樹 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

原 由美子 

原田 豊彦 

ファッションディレクター 

日本放送協会理事 

平澤 創 （株）フェイス代表取締役社長 

三國 清三 オテル・ドゥ・ミクニ オーナーシェフ 

皆川 明 ミナ ペルホネン デザイナー 

村上 光一 （社）日本民間放送連盟副会長 

／（株）フジテレビジョン代表取締役社長 

依田 巽 （株）ギャガ・コミュニケーションズ代表取締役会長 
 
○：専門調査会会長 

（五十音順、敬称略；２００７年３月８日現在）

○ 
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３．知的財産戦略本部設置根拠 
 

○知的財産基本法（平成 14 年法律第 122 号）（抄） 

 

第四章 知的財産戦略本部 

（設置） 

第二十四条 知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を集中的かつ計画的に推

進するため、内閣に、知的財産戦略本部（以下「本部」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十五条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 推進計画を作成し、並びにその実施を推進すること。 

 二 前号に掲げるもののほか、知的財産の創造、保護及び活用に関する施策で重

要なものの企画に関する調査審議、その施策の実施の推進並びに総合調整に関

すること。 

（組織） 

第二十六条 本部は、知的財産戦略本部長、知的財産戦略副本部長及び知的財産戦

略本部員をもって組織する。 

（知的財産戦略本部長） 

第二十七条 本部の長は、知的財産戦略本部長（以下「本部長」という。）とし、

内閣総理大臣をもって充てる。 

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

（知的財産戦略副本部長） 

第二十八条 本部に、知的財産戦略副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、

国務大臣をもって充てる。 

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

（知的財産戦略本部員） 

第二十九条 本部に、知的財産戦略本部員（以下「本部員」という。）を置く。 

２ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 一 本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣 

 二 知的財産の創造、保護及び活用に関し優れた識見を有する者のうちから、内

閣総理大臣が任命する者 

（資料の提出その他の協力） 
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第三十条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係

行政機関、地方公共団体及び独立行政法人の長並びに特殊法人の代表者に対して、

資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項

に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（事務） 

第三十一条 本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房

副長官補が掌理する。 

（主任の大臣） 

第三十二条 本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にい

う主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

 

○知的財産戦略本部令（平成 15 年政令第 45 号）（抄） 

（専門調査会） 

第二条 知的財産戦略本部（以下「本部」という。）は、専門の事項を調査させる

ため必要があるときは、その議決により、専門調査会を置くことができる。 

２ 専門調査会の委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、

内閣総理大臣が任命する。 

３ 専門調査会の委員は、非常勤とする。 

４ 専門調査会は、その設置に係る調査が終了したときは、廃止されるものとする。 
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４．知的財産推進計画２００７ 策定までの経緯 
 

2002年２月４日 小泉総理大臣施政方針演説 

２月25日 知的財産戦略会議発足 

３月20日 第１回知的財産戦略会議 

４月10日 第２回知的財産戦略会議 

５月22日 第３回知的財産戦略会議 

６月14日 第４回知的財産戦略会議 

７月３日 第５回知的財産戦略会議 

知的財産戦略大綱決定 

９月19日 第６回知的財産戦略会議 

10月16日 第７回知的財産戦略会議 

11月27日 知的財産基本法公布 

2003年１月16日 第８回知的財産戦略会議 

３月１日 知的財産基本法施行・知的財産戦略本部発足 

内閣官房に知的財産戦略推進事務局を設置 

３月19日 第１回知的財産戦略本部会合 

４月18日 第２回知的財産戦略本部会合 

５月21日 第３回知的財産戦略本部会合 

６月20日 第４回知的財産戦略本部会合 

７月８日 第５回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」の決定、

専門調査会の設置】 

10月８日 第１回権利保護基盤の強化に関する専門調査会 

【2005年６月までに13回開催し、廃止】 

10月15日 第１回コンテンツ専門調査会 

【2007年５月31日現在で９回開催】 

10月31日 第１回医療関連行為の特許保護の在り方に関する専

門調査会 

【2005年６月までに11回開催し、廃止】 

12月11日 権利保護基盤の強化に関する専門調査会報告書 

【「知的財産高等裁判所の創設について」、「特許審査を迅速化
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するための総合施策について」】 

12月17日 第６回知的財産戦略本部会合 

2004年４月９日 コンテンツ専門調査会報告書 

【「コンテンツビジネス振興政策」】 

４月14日 第７回知的財産戦略本部会合 

５月13日 権利保護基盤の強化に関する専門調査会報告書 

【「模倣品・海賊版対策の強化について」】 

５月27日 第８回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産推進計画２００４」の決定】 

11月22日 医療関連行為の特許保護の在り方に関する専門調査

会報告書 

【「医療関連行為の特許保護の在り方について」】 

11月24日 第１回コンテンツ専門調査会日本ブランド・ワーキン

ググループ 

【2007年５月３１日現在で４回開催】 

12月16日 第９回知的財産戦略本部会合 

【「模倣品・海賊版対策加速化パッケージ」の決定】 

2005年２月25日 コンテンツ専門調査会日本ブランド・ワーキンググル

ープ報告書 

【「日本ブランド戦略の推進」】 

４月25日 権利保護基盤の強化に関する専門調査会報告書 

【「中小・ベンチャー企業の知的財産戦略の推進方策」】 

４月26日 第10回知的財産戦略本部会合 

６月10日 第11回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産推進計画２００５」の決定】 

11月１日 第１回コンテンツ専門調査会デジタルコンテンツ・ワ

ーキンググループ 

【2007年５月31日現在で４回開催】 

11月２日 第１回知的創造サイクル専門調査会 

【2007年５月31日現在で10回開催】 
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12月９日

2006年２月17日

２月20日

２月24日

６月８日

12月６日

第12回知的財産戦略本部会合 

知的創造サイクル専門調査会報告書 

【「知的財産人材育成総合戦略」、「知的創造サイクルに関する

重点課題の推進方策」】 

コンテンツ専門調査会報告書 

【「デジタルコンテンツの振興戦略」】 

第13回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産基本法の施行の状況及び今後の方針について」】 

第14回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産推進計画２００６」の決定】 

第15回知的財産戦略本部会合 

【「国際標準総合戦略」の決定】 

2007年２月26日

３月８日

３月29日

５月31日

知的創造サイクル専門調査会報告書 

【「知的創造サイクルの推進方策」】 

コンテンツ専門調査会報告書 

【「世界最先端のコンテンツ大国の実現を目指して」】 

第16回知的財産戦略本部会合 

第17回知的財産戦略本部会合 

【「知的財産推進計画２００７」の決定】 
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５．用語集 
 

アーカイブ 文書や記録を集積すること 

移転価格税制 海外子会社等との取引価格（移転価格）が通常の取引価格（独

立企業間価格）と異なる場合に、移転価格を独立企業間価格

に再算定（再計算）して課税する制度 

遺伝資源 動物・植物などの生物的資源であって、科学、経済等の観点

から価値を有するもの 

インキュベーター 新規産業の企業を育成・誘致する者又は施設 

インターンシップ 会社などでの体験就業 

エンターテインメン

ト・ロイヤー 

エンターテインメント分野を専門とする法律家 

オープンソースソフ

トウェア 

ソースコード（人間が読むことができるプログラムの内容）

が公開され、誰でも複製、改変、配布等を自由に行うことの

できるソフトウェア  

開放特許 権利者が他人に使ってもらってもいいと考えている特許 

学習指導要領 文部科学大臣が公示する小学校、中学校、高等学校などの教

育課程の基準 

技術戦略マップ 研究開発投資の戦略的企画・実施のため、開発する技術目標

及び製品・サービス開発方策について、経済産業省が２００

６年４月に策定したもの 

技術的保護手段 コピープロテクションなど、技術を用いて著作物を保護する

ための手段 

研究ノート 研究者・発明者の研究・開発活動を自らの手で記録するため

のノート。発明日・発明内容・発明者等の立証に必要な証拠

書類にもなる。 

小売等役務商標制度 小売・卸売の事業者が商品販売に際して行う顧客への便益の

提供（品揃え、陳列、接客サービス等からなる総合的なサー

ビス）を指定役務として商標登録を認める制度 

国際標準化機関 国際標準の策定を行っている機関。例えばＩＳＯがある。 
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国際標準化支援セン

ター 

日本規格協会に組織された国際標準化活動支援機関 

固定ＵＲＬサービス 特許電子図書館の公報データに不変のアドレスが付与され

外部から直接アクセス可能とするサービス 

コピーワンス ＢＳデジタル放送及び地上デジタル放送で採用されている

デジタルコンテンツの著作権保護方式。一度だけコピーが可

能。 

コングロマリット 複合企業体 

コンテンツ 情報の内容。映画、音楽、ゲーム、アニメなどのエンターテ

インメントコンテンツのほか、ファッション、食、地域ブラ

ンド等の知的・文化的資産を含む。 

コンテンツ海外流通

マーク（ＣＪマーク）

事業 

各国で商標登録したマークを日本のコンテンツに貼付する

ことにより、海賊版に対して著作権のみならず商標権でも権

利行使を可能とする事業 

産業クラスター 地域で産学官連携のネットワークを構築し、新産業・新事業

を生み出すような事業環境を整備する産業集積施策 

産業財産権 知的財産権のうち、特許権、実用新案権、意匠権、商標権の

４つの権利。特許庁が審査・登録業務を行っている。 

シアターカレンダー 劇場・ホテル等で配布される、当該都市における主要劇場の

上演演目一覧 

事実実験公正証書 例えば工場内の製造方法について公証人が現地に出向き直

接見聞した結果を記載するなど、公証人が五感の作用で認識

した結果を記述する公正証書  

事前確認手続（移転価

格税制関連） 

納税者が税務当局に申し出た独立企業間価格の算定方法等

について、税務当局がその合理性を検証し確認を与えた場合

には、納税者がその内容に基づき申告を行っている限り、移

転価格課税は行わないという手続 

主要国首脳会議（Ｇ８

サミット） 

日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、

カナダ及びロシアの 8か国の首脳（首相・大統領）及び欧州

連合の委員長が参加して毎年開催される首脳会議 
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ジョイント・ディグリ

ー 

一定期間に複数の学位を取得できる履修形態であって、学内

で規程が整備されている等、組織的に行われているもの 

情報提供制度 発明の特許性等に関する情報を第三者が特許庁に提供でき

る制度 

スーパーＴＬＯ 経済産業省が推進する「特定分野重点技術移転事業者」のこ

と。他の承認ＴＬＯやＴＬＯを有さない大学等の技術移転活

動に係る支援や人材育成を行うことで，我が国全体の技術移

転体制の底上げを図ることを目的としている。 

ストックオプション 役員や従業員が、あらかじめ定められた価額で所定数の株式

を会社から取得することができる権利 

ストリートファッシ

ョン 

穴あきジーンズやダブルボトム（パンツとスカートの重ね

着）など、１０代の若者を中心に、従来のルールにとらわれ

ない自分なりの着こなしの表現がファッションとして広ま

ったもの 

前置報告書による審

尋 

前置報告書に記載された審査官の見解を、審判請求人に示し

て陳述の機会を与える手続 

専門委員制度（司法） 裁判所が、大学教授や研究者など、専門的な知見を有する者

を手続に関与させ、説明を聞くことができる制度  

専門委員制度（税関） 法律的・技術的専門性を伴った侵害判断を行うため、差止申

立ての際及び認定手続の際に、税関が必要に応じ知的財産に

関し学識経験を有する者を事案ごとに専門委員に委嘱して

意見を聴く制度 

相互運用性 プログラムと他のプログラムとが通信して交換された情報

を双方のプログラムが利用することで、当該情報を必要とす

る機能のすべてが発揮される能力 

大合議制度 ５人の裁判官の合議体により審理及び裁判を行う制度 

タイプフェイス 書体デザイン。統一的なコンセプトに基づいて作成された文

字や記号等の一組のデザイン。 

地域団体商標制度 地域の名称及び商品（役務）の名称等からなる商標について、

事業協同組合等の団体が使用し、一定の範囲で周知となった

場合には、地域団体商標として登録を認める制度 
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知財創出・マネジメン

ト人材 

研究者等の知財を創造する人材や経営者等の知財をいかし

た経営を行う人材などのこと 

地上デジタル放送 デジタル方式による地上波放送。２０１１年にアナログ方式

から全面的に移行する予定。 

知的財産人材育成推

進協議会 

人材育成に関する情報交換、相互協力、政策提言を目的とす

る知財人材育成機関の自主的な連携の場のこと。工業所有権

情報・研修館、知的財産教育協会、日本知財学会、日本知的

財産協会、日本弁護士連合会、日本弁理士会、発明協会等で

構成される。 

デジタルコンテンツ デジタルデータにより表される映画、音楽、ゲーム、アニメ

等 

デジタルシネマ フィルムを使わずに撮影から上映までデジタルデータで行

う映画 

デジュール標準 ＩＳＯのように公的手続によって作成される標準 

デファクト標準 個別企業等の市場支配に基づく標準 

登録調査機関 特許出願の審査における先行技術調査の外注先として特許

庁長官の登録を受けた機関 

特定登録調査機関 登録調査機関のうち、特に登録を受けて、出願人等の求めに

より先行技術調査を行い、所定の調査報告を出願人等に交付

することを許された機関 

特許情報活用支援ア

ドバイザー 

中小・ベンチャー企業等が特許情報を効果的に活用して技術

開発や特許取得・管理業務を実施できるようにアドバイスす

る特許情報活用の専門家 

特許審査ハイウェイ 複数特許庁に出願され第１庁で特許となった出願について、

第２庁において簡易な手続で早期審査が受けられるように

する制度 

特許庁業務・システム

最適化計画 

業務の抜本的見直しと最新の情報技術を適用したシステム

変革により特許庁の業務とシステムの全体最適化を行うた

めの計画 
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特許流通アシスタン

トアドバイザー 

地方公共団体が確保する特許流通・技術移転に関わる人材の

こと。この人材を地域に根ざした専門人材として育成するた

めの支援を行うことで、地域において開放特許の流通が自立

的に行われる環境整備を図ることを目的としている。 

任期付審査官 迅速・的確な特許審査の体制整備強化の一環として、２００

４年４月以降、５年間の任期で採用されている審査官 

認証評価機関 学校教育法第６９条の４に基づき文部科学大臣の認証を受

けて大学等の教育研究活動等の状況について評価を行う機

関 

ネット検索サービス インターネット上の情報を収集し、その全部又は一部を複製

し、サーバーに格納、解析データベース化するとともに、リ

クエストに応じてその情報（の一部）を検索結果として表示

するサービス 

ネットバンキング インターネットにより金融機関のサービスを利用すること 

能力構築（キャパシテ

ィービルディング） 

組織や制度の自立的な運営・実施能力を向上させること 

バイ・ドール制度 政府資金により得られた研究成果の知財権を政府資金の受

領者に帰属させることができる制度 

パテントコンテスト 高校生、高等専門学校生及び大学生を対象とし、発明の創作

や特許出願の体験等を通じて、特許制度への理解を深めるこ

と等を目的とするコンテスト 

品種保護Ｇメン 育成者権侵害等に関する相談窓口として、２００５年４月１

日から種苗管理センターに設置された品種保護対策役の通

称 

ファスト・トラック制

度 

既存の標準を国際標準案として国際標準化機関に対して提

案できる制度。本制度により国際規格審議が迅速化される。

フィルムコミッショ

ン 

自治体を中心に設立された野外撮影を誘致・支援する非営利

組織 

フォークロア 民話や民謡、伝統舞踊など、特定の民族、地域又は集団によ

って伝統的に受け継がれてきた文化的表現 
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フォーラム標準 関心のある企業等によるフォーラムによって作成される標

準 

普及指導員 農業に関する高度で多様な技術・知識を的確に農業現場に普

及していくために、調査研究及び農業者への普及指導を実施

する都道府県の職員 

包括的ライセンス契

約 

特許番号で契約対象を特定するのではなく、ライセンス契約

で定める特定方法によって契約対象を特定する契約のこと。

ある製品に関するすべての特許権について包括的に実施許

諾を行う場合などに利用される。 

ポータルサイト インターネット上の総合窓口サイト 

ホームサーバー・ホー

ムゲートウェイ 

家庭内において、パソコンや家電を接続した際に中心的役割

を果たす機器 

マルチユース コンテンツを多様な流通形態で利用すること 

モバイル 携帯電話や携帯情報端末など、移動中の使用が可能な情報・

通信端末 

有体物の提供契約 微生物・実験動物・植物等の生物資源、化合物などの研究材

料の提供に関する契約 

ライブエンターテイ

ンメント 

演劇、演芸、コンサート等、観客の目の前で行われるもの 

レーティング制度 ある年齢以下の子どもの視聴・利用が適当であるかどうかを

格付けし、表示する制度 

ロケーションマーケ

ット 

地域の撮影環境等を紹介することにより、ロケを誘致し、地

域におけるコンテンツ制作や国際共同製作の促進につなげ

る取組 

ＡＤＲ 裁判外紛争処理 

ＡＩＰＮ 高度産業財産ネットワーク。海外の特許庁に対し、我が国特

許庁における特許出願のサーチ及び審査に関する情報を利

用可能とするシステム。 

ＡＰＥＣ アジア太平洋経済協力 

ＡＳＥＭ アジア欧州会合 

ＣＩＰＯ 最高知財責任者 
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ｅコマース インターネットなどの利用により契約や決済などを行う取

引形態。電子商取引。 

ｅラーニング インターネットなどの利用による教育研修 

ＥＰＡ 経済連携協定 

ＥＰＣ 欧州特許条約 

ＩＥＣ 国際電気標準会議。電気、電子分野に関する国際標準の策定

を目的とする国際機関。 

ＩＰマルチキャスト

放送 

ＩＰマルチキャスト技術を利用して閉鎖的なネットワーク

上に同時に大量の番組情報を配信し、そこからユーザーが選

択した番組を受信することを目的として行う放送 

ＩＰＤＬ 特許電子図書館。工業所有権情報・研修館がインターネット

を通じて無料で提供する特許公報等の産業財産権情報とそ

の検索サービス 

ＩＳＯ 国際標準化機構。国際標準の策定を目的とする国際機関。 

ＩＴＵ 国際電気通信連合。電気通信に関する国際標準の策定を目的

とする国際連合の専門機関。 

ＪＥＴＲＯ 日本貿易振興機構 

ＪＩＣＡ 国際協力機構 

ＪＮＴＯ 国際観光振興機構 

ＪＳＴ 科学技術振興機構 

ＬＬＰ（有限責任事業

組合） 

創業促進、ジョイント・ベンチャー振興のため、民法組合の

特例として認められている組合。出資者全員の有限責任、内

部自治の徹底、構成員課税の適用という特徴を併せ持つ。 

ＬＰＳ（投資事業有限

責任組合） 

企業へのリスクマネー供給拡大のため、民法組合の特例とし

て認められている組合(ファンド)。投資対象の企業規模や株

式公開の有無を問わず、出資や金銭債権の買取りができる。

ＭＢＯ Management-Buy-Out の略。企業の子会社や事業部門の担

当取締役、従業員などが、自己資金又は金融機関等から調達

した資金で、当該子会社の株式を親会社から買い取ったり、

新会社を設立して営業を譲り受けること。 
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ＭＯＴ Management of Technologyの略。技術経営と訳される。研

究開発から事業化・製品化までを戦略的にマネージメントす

る経営管理の手法。 

ＯＥＣＤ 経済協力開発機構 

One Application 各国の特許出願様式を共通化し、単一の特許明細書により翻

訳作業のみで複数国への出願を可能とするというコンセプ

ト 

ＰＣＴ 特許協力条約 

ＲＡＮＤ Reasonable And Non-Discriminatoryの略。技術標準に関わ

る特許の取扱いの一つであり、特許権者は合理的かつ非差別

的なロイヤルティ及び条件でライセンスするというもの。 

ＴＢＴ協定 貿易の技術的障害に関する協定 

ＴＬＯ 技術移転機関 

ＴＰＲＭ ＷＴＯの貿易政策検討制度。定期的に加盟各国の貿易政策や

貿易慣行を審査し、一層の透明性を確保することを目的とし

ている。 

ＴＲＩＰＳ協定 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定 

ＵＰＯＶ 植物新品種保護国際同盟 

ＵＰＵ 万国郵便連合。加盟国間の郵便業務を調整し、国際郵便シス

テムをつかさどる国際連合の専門機関。 

ＷＣＯ 世界税関機構 

ＷＩＰＯ 世界知的所有権機関 

ＷＴＯ 世界貿易機関 

 

 

 

 


